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○審査事件等 
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（所管事務調査） 
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（所管事務調査） 
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（所管事務調査） 
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△開  会 

○委員長（佃 昌樹）それでは全員御出席であ

りますので、ただいまから企画経済委員会を開会

いたします。 

 本日の委員会は、お手元に配付しております審

査日程により審査を進めたいと思いますが、御異

議ございませんか。 

［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）御異議ありませんので、

そのように審査を進めます。 

 なお、二日間にわたる審査となりますが、本日

は農林水産部まで終えることを目標に審査を進め

たいと考えておりますので、御協力方よろしくお

願いをいたします。 

 ここで傍聴の取り扱いについて申し上げます。 

 現在のところ傍聴の申し出はありませんが、会

議の途中で傍聴の申し出がある場合は、委員長に

おいて随時許可をいたします。 

────────────── 

   △企画政策課の審査 

○委員長（佃 昌樹）それでは、まず企画政策

課の審査に入ります。 

────────────── 

   △議案第５９号 平成２５年度薩摩川内市

一般会計予算 

○委員長（佃 昌樹）議案第５９号平成２５年

度薩摩川内市一般会計予算を議題といたします。 

 まず、部長の概要説明を求めます。 

○企画政策部長（永田一廣）おはようございま

す。本日は企画政策部一般議案２件、及び平成

２５年度当初予算の審査、委員の皆様方にはよろ

しくお願いいたします。 

 それでは早速でございますが、企画政策課につ

きまして、その概要を説明いたします。これから

後の各課の概要につきましては、事業概要、お手

元に配付のこのウグイス色の当初予算概要の中ほ

どから入っておりますが、事業概要に基づきまし

て、そのページをお示ししながら説明をさせてい

ただきたいと存じます。 

 それでは、企画政策課、 当初予算概要では、

２６ページから３４ページにわたって記載してご

ざいます。まず、企画政策課の主要な事業といた

しまして、２６ページの下段になります。樋脇高

校跡地利活用につきましては、平成１８年の高校

再編に伴います樋脇高校の閉校に伴いまして、こ

れまで地元の要望を受けまして、県にも要望して

まいりましたけれども、土地の無償譲渡など、一

定の協議も調いましたことから、今回グラウンド

ゴルフを中心といたしました整備に向けて、基本

設計業務にかかわります経費を計上してございま

す。スポーツを通じた市内外からの交流、そして、

樋脇地域のみならず、地域全体、地域活性化の効

果が広くあらわれるよう検討を進めてまいりたい

と考えております。 

 次の２７ページの上段になります。第２次総合

計画策定につきましては、平成２７年度以降の次

期、２期目の計画策定に向けました作業に着手、

作業といたしましては、市民アンケート、意見交

換会、そして、自治総合審議会等を通じまして、

市民の皆様の意見も参考にしながら、第１次現行

の計画の振り返り、総括のもとに、新たな基本理

念、将来都市像、政策体系等を詰めてまいりたい

と考えております。 

 なお、いわゆる基本構想につきましては、平成

２６年度に議会のほうへ提案し、議員の皆さん方

の意見も拝聴する予定でございます。 

 次のこしきアイランドキャンパス事業、これは

甑島を大学等の学外活動の場として提供し、公開

講座などを開催してもらうことによりまして、交

流人口の拡大を図ろうとするものでございます。 

 次の全国離島交流中学生野球大会、いわゆる離

島甲子園と呼んでおりますが、本年８月に長崎県

の壱岐市で開催されますので、今回５回目の参加

を予定してございます。 

 次の２８ページになります。 

 定住支援センター事業と次の中段、定住促進補

助金は、定住に関します情報発信など一元的な

サービス提供と市内への転入、定住者への補助を

行うもの、最後に、ゴールド集落促進補助金、こ

れにつきましては、市内外からいわゆるゴールド

集落に転入した方を対象に、補助金を交付してい

るものでございます。 

 なお、先ほどの定住促進補助及び今ほどのゴー

ルド集落支援制度は、平成２５年度までの制度と

なっておりますので、これまでの検証作業を行っ

た上で、平成２６年度以降の方向性を見きわめて
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いく考えでございます。 

 以上、事業概要につきまして、私のほうは終わ

りますが、予算の概要につきまして、この後課長

のほうから説明いたします。よろしくお願いいた

します。 

○委員長（佃 昌樹）引き続き、当局の補足説

明を求めます。 

○企画政策課長（春田修一）それでは、議案第

５９号平成２５年度薩摩川内市一般会計予算のう

ち、企画政策課に係る分について御説明させてい

ただきます。説明に際しましては、予算に関する

説明書及び予算調書に基づいて、主に予算調書に

基づいて説明させていただきたいと思います。 

 まず、予算に関する説明書でございますが、

５９ページでございます。まず２款１項６目企画

費でございます。予算額としましては、３億

１，８０８万８，０００円でございますが、右側

のほうでございますが、事項の中ほど、男女共同

参画政策費と生涯学習推進事業費、次世代エネル

ギー推進費を除く１億９５３万７，０００円が企

画政策課に係る予算でございます。 

 各事項の内容につきましては、予算調書により

説明させていただきますので、予算調書の

９２ページをお開きいただきたいと思います。 

 まず、事項、企画総務費でございますが、

２１９万１，０００円につきましては、企画政策

部の所管に係ります業務全般に係る経費でござい

まして、部内の臨時職員の雇上料２名分でござい

ますが、及び経営会議等の職員旅費等が主なもの

でございます。 

 下段、企画開発費１，６７８万４，０００円で

ございますが、これにつきましては、企画調整業

務等に係る経費でございまして、自治総合審議会

の委員２５人の報酬や大学交流推進懇話会委員

３２名、市民まちづくり委員会謝金１０名、定住

自立圏共生ビジョン懇談会委員２０名の謝金、及

び第２次総合計画策定支援業務並びに樋脇高校跡

地利活用基本設計に係る委託料を計上したところ

でございます。負担金につきましては、県の過疎

地域自立促進協議会及び地域活性化センターなど

の関係団体負担金が主なものでございます。 

 なお、先ほど部長のほうからもございましたが、

第２次総合計画策定支援業務委託につきましては、

本年度新たに予算を計上させていただいておりま

すが、これにつきましては、現行の総合計画が平

成２６年度までとなっていることから、２７年度

以降の基本構想等を作成しようとするものでござ

います。 

 次期計画におきましては、社会経済情勢が大き

く変化し、厳しい財政状況が予想される中、より

効率的で効果的な行政サービスを提供するため、

行政評価によります重点施策選択と経営資源配分

を可能にするとともに、第１次総合計画を踏まえ

た現状・課題の分析に基づきます施策体系、政策

体系の構築など、より実効性のある計画策定を目

指す必要があると考えております。 

 このようなこと等から、本年度におきましては、

自総審の開催のほか、市民アンケート結果の分析

や市民まちづくり委員会の運営、施策優先度評価、

あるいは事務事業優先度評価など行政経営システ

ム導入に係ります指導支援業務の委託等を予定し

ているところでございます。 

 また、樋脇高校跡地利活用基本設計についても、

新たに計上させていただいておりますが、これに

つきましては、平成１８年３月に県教育委員会の

高校再編に伴いまして平成２１年３月に閉校した

ところでございます。跡地の利活用につきまして

は、樋脇地域振興策検討会あるいは庁内での検討

会等を開催するとともに、土地の無償譲渡、ある

いは不要施設の解体及び必要な施設の無償譲渡等

につきまして、県知事要望を重ねてきたところで

ございます。 

 平成２４年度土地・建物の無償譲渡とその後の

活用による必要な支援を行っていきたいという回

答がなされたこと等から、グラウンドゴルフ場を

中心とした施設整備に向け、基本設計を行うとし

たものでございます。 

 次に、予算調書の９３ページでございます。 

 事項、甑島地域振興費９００万６，０００円で

ございますが、これにつきましては、甑島地域の

振興に要する経費でございまして、こしきアイラ

ンドキャンパス事業のほか、平成１９年度から実

施しておりましたこしきの恵み・食の祭典につき

ましては、本年度は料理コンテスト等のイベント

事業は実施しないこととしまして、本年度は今ま

でレシピ集を６冊作成しておりまして、８０品目

以上掲載いたしております。これらを活用した甑

お魚料理教室に伴う経費を今回計上させていただ

いたところでございます。 

 負担金につきましては、県離島振興協議会及び
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８月に長崎県で開催予定の離島中学生野球大会参

加負担金を、補助金としましては甑島振興協議会

補助金を計上したところでございます。 

 また、県において本年度におきまして、甑島国

定公園化調査事業が予算措置、約９６０万円程度

でございますが、県予算の中でも措置がされてお

りまして、県との連携が必要であるというような

こと等から、調査随行のための旅費を計上させて

いただいております。 

 なお、２４年度、本年度でございますが、県に

よる動植物の生息状況及び自然環境調査のほか、

県環境審議会、自然環境部会でございますが、こ

れらの委員の方々が上甑島、中甑島の現地調査を

二日間にわたり行われたところでございまして、

本市も随行させていただいたところでございます。 

 次に、事項、土地対策費３７万６，０００円で

ございますが、これは国土利用計画法に基づきま

す届け出の処理など、土地対策事務に要する経費

でございまして、臨時職員の雇上料、国土利用計

画法を初め土地利用に係るパンフレットの印刷が

主なものでございます。 

 次に、９４ページをお開きいただきたいと思い

ます。 

 定 住 促 進 対 策 事 業 費 で ご ざ い ま す が 、

６，０６６万円を計上させていただいております。

これにつきましては、定住促進対策の推進に係る

経費でございまして、定住支援センター嘱託員

１名分の報酬や情報紙「薩摩川内よかまち・きや

んせ倶楽部通信」作成に係る印刷費を計上いたし

ております。 

 また、２５年度の新規事業としまして、１２月

議会でも御報告させていただいたところでござい

ますが、転入者等へのパスポート事業、そしても

う一つ、今回の委員会資料でも出しておりますが、

空き家バンク制度を創設したいと考えておりまし

て、それに伴います印刷及び現地確認旅費等を計

上させていただいたところでございます。 

 補助金としましては、定住住宅取得、定住住宅

リフォーム、新幹線通勤定期購入に係ります過年

度分及び新規分の補助金を計上させていただいた

ところでございます。 

 事項、ゴールド集落活性化事業２，０５２万円

は、ゴールド集落への定住促進や地域活性化を図

るため、ゴールド集落へ転入し、自治会に加入し

た方を対象に補助金を交付しようとするものでご

ざいます。 

 なお、先ほど部長からもございましたが、両補

助金につきましては、定住及びゴールド集落両補

助金につきましては、２５年までの期限補助とし

ております。市民アンケート等を実施しながら、

２６年度以降のあり方について検討したいという

ふうに考えております。 

 次に、９５ページ（本ページ下記の発言により

訂正済み）をお開きいただきたいと思います。予

算書は７０ページになります。 

 統計調査費でございますが、事項、一般管理事

務費１，６２４万７，０００円は、国・県が実施

します統計調査研修会の参加、あるいは県統計協

会、市民所得推計、災害統計調査に係る経費でご

ざいまして、済みません、９５ページでございま

した。申しわけございません。（本ページ上記で

訂正済み） 

 職員２名分の人件費と市町村所得推計事務委託

料、県統計協会負担金が主なものでございます。 

 次の基幹統計調査費の８０１万２，０００円に

つきましては、例年実施されております工業統計、

教育統計のほか、５年ごとに実施される住宅・土

地統計調査、漁業センサス等、平成２５年度中に

実施される基幹統計調査に係る経費でございまし

て、指導員１３名、調査員１２８名の報酬及び臨

時職員雇上料が主なものでございます。 

 次に、歳入について御説明させていただきます。 

 前に返っていただきまして、予算調書の

１２ページをお開きいただきたいと思います。 

 上段、９款１項１目でございます国有提供施設

等所在市町村助成交付金１，３５０万円につきま

しては、陸上自衛隊川内駐屯地及び航空自衛隊下

甑分屯基地の自衛隊施設に係る交付金でございま

して、次の１５款２項１目国庫補助金８億

６，１９０万５，０００円につきましては、定住

住宅取得補助金に係ります国からの補助金

６４８万円のほか、電源立地地域対策交付金、こ

れは直接分でございまして、国から直接入る分、

長 期 発 展 対 策 分 で ご ざ い ま す が 、 ８ 億

５，５４２万５，０００円を計上したところでご

ざいます。 

 なお、長期発展対策交付金算定につきましては、

長期稼働、使用済燃料貯蔵量に係るもののほか、

前々年度の発電実績も算定となっているところで

ございます。 
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 福島第一原発事故を受けまして、川内原発１・

２号機は平成２３年の定期検査以降停止しており

まして、発電量が平常時より減少することから、

交付金に影響が出るものと予想したわけでござい

ますが、ストレステストと言われておりますが、

安全評価などによる停止期間分は運転したものと

みなされ、本年度は交付することとなったため、

平成２４年度実績見込みと比較しまして、

４，０００万円程度の減額を計上したところでご

ざいます。 

 次に、予算調書は１３ページでございますが、

中ほどより下のほうでございますが、２１款５項

４目の雑入２３万円につきましては、地図実費収

入とこしきアイランドキャンパス事業に係る助成

金等を計上したところでございます。 

 次に、債務負担行為について御説明させていた

だきたいと思いますので、今度は予算に関する説

明書の８ページをお開きいただきたいと思います。 

 上から３段目でございます。定住促進補助金で

ございます。これにつきましては、申請年度に規

則に定める補助金の２分の１を交付し、残額を翌

年度から５年間にわたり５分の１ずつ交付する規

定としております。このようなこと等から、平成

２５年度申請に係る債務負担行為としましては、

２６年度から３０年度までの５年間で、新規申請

に係ります当初予算計上額と同額の２，４５３万

円を設定しようとするものでございます。 

 ただ、平成２６年度以降につきましては、今後

のエネルギー政策次第では、本年度と同様のみな

し規定が適用されるかどうかということは、不透

明な状況であるところでございます。 

 次 に 、 １ ６ 款 ２ 項 １ 目 の 県 補 助 金 ３ 億

５，８５３万８，０００円につきましては、国土

利用計画法に基づきます土地売買届出に係る補助

金１４万９，０００円のほか、電力移出県等交付

金 相 当 分 と し ま し て １ 億 ７ ， ６ ４ ３ 万

１，０００円、周辺地域交付金相当分としまして

１億８，１９５万８，０００円の交付金、これは

間接分でございます。国から県に交付され、県か

ら市へ交付されるものでございますが、この分を

計上したところでございます。 

 次に、９ページの最下段でございます。薩摩川

内市土地開発公社事業資金融資元利金・債務保証

につきましては、土地開発公社におきまして市の

委託を受け、平成２３年度より取り組んでおりま

す中郷五代線整備事業の用地取得費等に係ります

事業借入金に対しまして、融資限度額４億円以内

で借り入れる未済元金及び利子について、融資を

受けた資金の返済の完了する日までを期間としま

して、債務保証を設定しようとするものでござい

ます。 

 なお、両交付金は県から交付されるものでござ

いまして、通常は前年度の実績見込みを勘案し計

上するところでございますが、電力移出県等交付

金相当分は長期発展対策交付金と同様のみなし規

定が適用されること、周辺地域交付金相当分につ

きましては、発電量実績は関係はないところでご

ざいますが、平成２４年度は１０％程度の節電が

行われたこと等から、企業等の電力需要家契約キ

ロワット数が減少しているものと予測し、平成

２４年度実績の９割程度を計上させていただいた

ところでございます。 

 以上で、企画政策課に係ります平成２５年度一

般会計予算についての説明を終わらせていただき

ます。よろしく御審議賜りますようお願いいたし

ます。 

○委員長（佃 昌樹）ただいま当局からの説明

がありましたが、これより質疑に入ります。御質

疑を願います。 

○委員（宮里兼実）樋脇高校跡地なんですが、

これは今、非常に県内各地でもいろいろなところ

でグラウンドゴルフの大きな大会があったりして

ます。この前も新聞に、南日本やったかな、県内

各地から試合で川内からも何チームか出てました。

そういった大会ができるような、やっぱり公式

コートをつくって、もう、それこそグラウンドゴ

ルフは老齢化が進んで、今、グラウンドゴルフ人

口も相当ふえているわけですが、やっぱり県内各

地からそうして集まって樋脇でやるというような

計画のもとに、公式グラウンドの整備にかかるわ

 なお、移出県等交付金につきましては、先ほど

の長発同様に、２６年度以降というのは発電量が

関係するところでございますが、若干不透明なと

ころがございます。 

 次に、同款の３項１目県委託金８０１万

２，０００円につきましては、住宅・土地統計調

査等など１０統計調査事業に係ります委託金及び

新たに生じた土地の確認に係る事務移譲分、これ

は地方自治法の規定の部分でございますが、これ

に係る委託金でございます。 
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けですか。 

○企画政策課長（春田修一）ただいまの御質問

の件でございますが、樋脇高校につきましては、

大体６万平米、６町歩ほどございます。そこを見

たときに、今御指摘のグラウンドゴルフ場にした

場合に、７コースと申しますか、最大、両方から

できますので、１１コースまではとれそうな感じ

がいたしております。これにつきましては、全国

大会が開催できる距離、そういうものを勘案して、

ちょっとうちどもで引いた結果でございます。結

果としまして、今御指摘がございましたように、

九州大会とか、県外からも人を呼んで大きな大会

ができるような整備をできればなというふうには

考えております。 

○委員（宮里兼実）ぜひそういうふうに、とい

なもんのしは金を持っているわけだから、それで

今、そういったところで、もうグラウンドゴルフ

を好きな人は、もうどこでも行って試合に参加さ

れているみたいですから、やはり甑島も必要だけ

ど、やっぱりそういう本土でも温泉もあったりす

るわけですから、そういったので、余り島に集中

せずに、まずこっちから、足元から、金を持って

いるそういう年寄りたちが集まってきて、川内に

金を落としていただけるという方向で頑張ってほ

しいと思っております。終わります。 

○委員（川畑善照）関連ですけど、あそこは校

舎が何棟か建っているんですが、今後はそこまで

もう解体してやっていかれる考えなのか、委託を

されるわけですけれども、そういう考え方を一つ

お聞かせいただきたいと思います。 

○企画政策課長（春田修一）ただいまの御質問

でございますが、校舎が建っております。耐震強

度の部分がございまして、まだ耐震が不十分な部

分、あるいはまだ耐震診断もしていない部分が校

舎でございます。そのようなこと等から、私ども

としましては、校舎を全部撤去していければなと

いうことで、県のほうにも要望をかけているとこ

ろでございまして、考え方としましては、必要な

建物は、比較的新しいもので、平成６年の武道館

がございます。武道館は活用できるのではないか

なと。ただ、体育館が平成元年に建設されており

ますが、ちょうど真ん中に位置するということで、

非常に全体的に見ましたときに、使い勝手が悪い

ので、そこの部分については取り壊したほうがい

いのではないかなというような考え方で、先ほど

宮里委員のほうからも出ました７面１１コースを

とるために、撤去したらどうかなと。それで必要

な建物については周辺部分に引き家なりしながら、

有効活用ができる部分についてはやっていければ

というふうに考えております。 

 それと、これにつきましては、一番本県で大き

いのでは鹿屋市がございます。鹿屋市にも行った

んですが、鹿屋でもかなりの方が使われておりま

すが、ただ、担当の方にお話を聞きますと、宿泊

がどうしても温泉がないということで、高齢者の

方につきましては、どうしてもやっぱり温泉が必

要だよねというようなこと等があって、鹿屋の場

合は日帰りというような形が主であるようでござ

います。 

 ただ、本市の場合は、近くに市比野温泉もござ

いますし、その周辺、本土の中でも温泉等がかな

りございますので、これらとリンクした形での宿

泊もできるような整備というのができればありが

たいなというふうには考えておるところでござい

ます。 

○委員（川畑善照）ただいまお聞きしましたら、

そういうことで解体を考えていると、そして、先

ほどありました公式的にできる競技場にするとい

うことですので、ぜひ立派なものをつくっていた

だきたいと思います。 

 もう１点御質問申し上げますが、定住促進の対

策事業費ですけれども、それぞれ取得に対する、

リフォームに対し、あるいは新幹線に対して出て

おりますが、これまでの予測、これまでの実績を

踏まえた予測としてこういうのを出されていると

思うんですが、実績を教えてください。 

○企画政策課長（春田修一）御質問の件につい

て、御回答させていただきます。 

 平成１７年度から住宅取得補助金とリフォーム

補助金は第２期、平成２０年度からでございます

が、やっております。１月３１日現在の実績でご

ざいます。１７年度から２４年度の１月３１日ま

での実績としまして、４１１件の申請、転入者が

１，１６５名でございます。一方、リフォームに

つきましては７６件、転入者としまして１５１名

ということで、トータルで１，３００名を超える

方の転入が現在のところございます。特にリフ

ォームにつきましては、２４年度につきましては、

１月までで２１件ということで、通常は１０件程

度でございましたが、倍程度になっております。
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ただ、一方、新規申請分、住宅取得の新規申請分

は、５０から６０件あるんですが、現在は４２件

というようなことで、こちらのほうは若干落ちて

おります。このようなこと等から、２４年度の実

績見込み、平年度ベースに押しなべたときの平年

度ベースで予算については計上させていただいた

ところでございます。 

 教室等を開催して、今まですごくいい形でやっ

てきたんですが、イベント等を利用したそういう

形は考えられないんでしょうか。 

○企画政策課長（春田修一）ただいまの部分に

つきましては、平成１９年度から県の特定離島の

補助金を使いながら開催してきたところでござい

ますが、６回しまして、全島での開催ができたと

いうことと、特定離島のほうでも、基本的にはい

ろんなイベント等につきましては３年ぐらいとい

うようなある一定のラインがあるところでござい

まして、なかなか県のほうの補助金ももらえるの

が厳しくなったというのも裏ではあるところでご

ざいます。 

○委員（川畑善照）実績に応じて予算を組んで

いらっしゃると思うんですけれども、やっぱり隣

接やあるいは他市も、定住促進はどんどんやって

いらっしゃるんですが、その条件として、やはり

鹿児島県でもトップになるぐらいの条件が不可欠

ではなかろうかと思うんです。そういう意味で、

他市の状況もよく見て、そういう状況をつくり出

していっていただければと思いますので、その点

よろしくお願いします。意見として申し上げます。 

 それと一方では、食改を中心としていただきま

して、いろいろな形で支援をしていただきまして、

成功裏に今まで終わっておりまして、コンテスト

につきましても、今年度が５５件、野田女子、純

大、そういう若い人たちも含めて、コンテストへ

の応募があったところで、これらのレシピ集がか

なり蓄積されてきておりますので、これらを使い

ながらやりたいと。かつ１０カ所でやっているん

ですが、１０カ所の中でも定数を超えるような応

募等も地元のほうからはあるところがございまし

て、現時点では、今年度しましたような形で

１０カ所のそれぞれの地域で料理教室を行ったら

どうなのかなというふうに考えております。 

○委員長（佃 昌樹）意見です。 

○委員（森永靖子）甑島地域振興費についてお

伺いします。 

 第６回をもって、もう中止ということみたいで

すが、あとは教室等通じて推進していただくこと

になりそうですが、森市長の時代にキビナゴが市

の魚になったということで、このようなことを計

画して進めていけばいいんじゃないかということ

を言っていただいて、ずっとやってきました。若

者たちの視点でお魚の食べ方、利用方法などいろ

いろ教えていただきながら、私たちもさせていた

だいたんですが、今回こういう形になっていくと

いうことで、続けていただけることをありがたい

と思っています。 

 御指摘がありましたイベント等での部分につき

ましては、お魚祭りやらいろいろな部分等がござ

いますので、産業祭も含めて、そういう関係課へ

の話は、協議は今後進めていければというふうに

は考えております。  ところで、産業祭などで、例えばああいうたく

さん出ておられるところで、イワシを焼いて振る

舞っておられるというのが毎年出てくるんですが、

農林水産とも合わせながら、キビナゴを振る舞う

という方法等を考えていただくのもどうかなとい

うふうに考えます。企画経済でこの間、甑島のほ

うに皆さんと一緒に行ったんですが、マグロのこ

ととかキビナゴのこととかいろいろ勉強させてい

ただきました。やはり、漁業関係の方々も、もっ

ともっといろいろな形で市のほうでもそういうこ

とをやっていただけたらという意見を言われた中

で、やはり阿久根市などが取り組んでおられる、

例えばウニ三昧とか、何とか三昧というふうで、

キビナゴ三昧とかいう形で振る舞うお祭りみたい

なのもどうかなというふうに考えます。 

○委員（森永靖子）キビナゴずしを立石先生の

ほうから今回伝授していただいてつくっていくこ

とになったんですが、仕入れるのに、送っていた

だいたりするのにお金がかかるということで、と

ても厳しいなというふうに感じているところです。 

 今回、キビナゴが市の魚であるんですが、ちり

めんじゃこもたくさんとれてどうしようもないと

いうことで、今回そのような話もいただいて、た

くさんちりめんを提供していただくところがあり

ました。それで何とか開発してもらえないかとい

うことでしたので、キビナゴとあわせてちりめん

じゃこの開発を今回やっていこうかなということ

で、今いろいろ研究しているところなんですが、

きゃんぱく等を通じて皆さんには広報なども、い
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ろいろ一緒にやっていけたらなと思うんですが、

やはりマグロをこの間甑島で養殖を見させていた

だいたときに、あんなにたくさんとれるものをお

刺身だけで食べるんじゃなくて、やはりマグロの

利用方法なども今回、甑島から来ていただいて教

わりましたので、そういうものについても一緒に

いろんな形でやっていきたいと思いますので、市

のほうでも教室等でというふうになってますけど、

イベントにもっと力を入れて、市民の皆さんにも

っと食べてもらう方法なども一緒に考えていって

いただけたらなという、今後ずっと一緒にやって

いく形になりますけれども、今回要望をしておき

たいと思います。お願いします。 

○委員長（佃 昌樹）要望です。 

○委員（川畑善照）関連で言いますが、この企

画経済委員会で、２月１８、１９日だったですね、

甑島の中谷水産、ニッスイです。それと、里の甑

漁協のキビナゴの加工・冷凍の視察に行ったんで

すけれども、やはり企画政策課ですけれども、実

際のところ農政課・林務水産課あるいは観光・シ

ティセールス課一緒になって、今後つくられる観

光物産協会も含めて、やはり、向こうの方が言わ

れるには、こちらに着けても冷凍設備、冷蔵設備

がないもんだから、なかなか、例えば魚市場、野

菜市場、甑漁協、川内漁協一緒になって、ちょっ

と飛躍しますけど、出資してでも、観光物産協会

が一緒になって、そして、こちらに持ってくるこ

とによって、そういう今いろいろなイベントも可

能になってくるんです。 

 だから、今後の新しくできる会社に、ここでは

関係ないかもしれません、企画政策課が総括して

そういうことを考えていかなければ、常に縦割り

行政で、意見の疎通がなければ、やはり魚市場に

しても、将来的に単独では無理、野菜市場にして

もそうです。仲買いが少なくなってますから。今

後はそういう意味で、新しくできる会社を中心に、

例えば蓬莱館に負けずとも劣らない、あそこは全

国でも優秀な成績をおさめているそうです。そう

いう意味で、我々、前、政務調査で和歌山県田辺

市のとれとれ市場というところへ行ったことがあ

るんですけど、そこはちょっと規模が大きいです、

５０億円以上かけて、７００台ぐらいの車がとま

るところです。あそこは関西の台所ですから、そ

れでいいとして、蓬莱館を見ると川内の人たちが

多いんです。そういう意味でも、企画として取り

組んでいくべきではないかと思っておりますので、

ぜひお願いしたいと思います。以上です。 

○企画政策部長（永田一廣）今ほど森永委員、

そして川畑委員のほうから甑の水産の関係でござ

いました。水産物の消費拡大、そして水産業の振

興という思いのもとでの御意見だと思います。御

指摘のございました庁内での連携につきましては、

企画政策課も離島振興グループというのを持って

おります。林務水産課は漁協の関係がございます。

観光・シティセールス課はこのたび立ち上がる予

定の協会も持っています。庁内の関係課連携をと

りながら、そしてまた、そういった協会、漁協と

も甑の発展、水産業の振興、水産物の消費拡大と、

そういう視点で密接に連携をとりながら、市とし

てできる支援は積極的に進めてまいりたいという

ふうに考えております。以上でございます。 

○委員（川畑善照）今、水産だけ言われました

けれども、例えば、今の桜井にある青果市場にし

ましても、もう昔と違って仲買いがほとんどいな

くなって、クッキーグループがあそこから仕入れ

なければ、もうほとんどないだろうと言われるぐ

らい厳しいようなことも聞いております。それか

らすると、全てをひっくるめて、そういう発展的

な薩摩川内市を売り込む、６次産業を狙ったやり

方を総合的に検討してください。以上、御意見と

して申し上げます。 

○委員長（佃 昌樹）意見、要望ということに

なります。 

○委員（宮里兼実）協議会でもいいですか。一

応、森永委員にもちょっと関連するものですけど

も。いいですか。 

○委員長（佃 昌樹）協議会に切り替えます。 

～～～～～～～～～～ 

午前１０時４１分休憩 

～～～～～～～～～～ 

午前１０時４６分開議 

～～～～～～～～～～ 

○委員長（佃 昌樹）本会議に戻します。 

○委員（川畑善照）関連ですが、先ほどのコン

クールをされますよね。これが生かされてないん

ですよ。それで、そのまま終わってるんです。こ

れを、例えば、今度できる会社やら一緒になって、

だから行政が、はっきり言って、もうコンクール

で終わってるんです。それが生かされてない。こ

れが問題だと思うんです。ですから、今後はコン
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クールが済んだらこれをいかにして売り込むかと

いうことを考えていくのが今度できる会社だと私

は思ってます。そういう意味で出資も３者じゃな

くて、今後もやっていくべきだというのはそこな

んです。漁協、農協、魚市場、野菜市場、そうす

ることによって、生かされてくると思います。以

上、意見として申し上げます。 

○委員（森永靖子）とてもありがたい、涙が出

そうにありがたい意見をいただきました。先ほど

川畑委員のほうからおっしゃった、生かされてな

いというのは、生かされています、十分に生かさ

れていると思います。コンクールの本を使って、

こちらに帰ってきて、それを各支所ごとに推進員

たちがそれぞれ５カ所に、甑島も含めた８カ所あ

りますので、８カ所でそれぞれその本を使った料

理をします。市民一般向けに、先ほど課長も言わ

れましたように、もう定員をオーバーするほどの

応募があって、料理コンクールの作品を使った教

室をします。そのときに使ったお魚を、本当に自

由に自分たちでさばくことができるかというとこ

ろまで、いろんなところから来ていただいて、大

きな魚をさばきながら、来た人たちはみんなそれ

を持って帰って、皆さんに広めながら魚を食べる

方法などをします。ですから、次に次につなげて

くださるので、十分生かされていると思います。 

 今回のこの事業に関しては、今度はそういうコ

ンクールはしないで、今まで十分６作もたまって

いる、その本を使ったものを推進していこうとい

うふうに言っていただいたので、十分これからそ

のことが生かされているというふうに思いますの

で、そのことを頑張っていきたいというふうに思

って、いい方法に進めてくださるなというふうに

思っているところです。 

 先ほど、協議会の宮里委員の発言にもありまし

たが、もう食生活改善推進員はやがて４０年を迎

える、市長の委嘱状をいただいている協議会なん

ですが、ボランティア団体としてということの協

議会ですので、物をつくって売ってというところ

ができない協議会なんです。ただ、健康づくりの

ための協議会ですので、教えていただいたことを、

皆さんに振る舞って食べていただいて、それを皆

さんが実際つくって食べるというところに結びつ

ける協議会ですので、今までそれができなかった

んですが、全国組織の中で、それをやってるとい

う協議会が、全国大会に行って見つけましたので、

薩摩川内市においても今回県の表彰を受けたのを

きっかけに、何か宮里委員が言っていただいたよ

うに、薩摩川内市を何か食でという方法を考えて

いこうということで、今動きました。 

 それで、４月の初めには、まだはっきりしない

ことなんですが、そういうふうなことを踏まえな

がら、薩摩川内市に来ていただいて、ここに行か

なければ食べられないなというものをあるお店を

つくり上げて、そこで皆さんが食べていく方法な

どを今検討中です。いろいろ言っていただいた意

見を踏まえながら、次の段階に進んでいこうとし

ているところですので、キビナゴ、チリメンジャ

コ等を使ったものを、観光に来ていただいた人た

ちにということで、今、一生懸命取り組んでいる

ところですが、あくまでも食生活改善推進員が勧

めている食は、健康につなげるものであって、商

売するものではないというふうに言われてきたの

で、それはなかなか殻を破ることができなかった

んですが、生研グループさんというグループがあ

って、ものをつくって売ってというところのグ

ループと、会員が一緒に兼ねているものですから、

きょうはボランティアのエプロンをつけて、ただ

ボランティアするんですよ、物を売る段階になっ

たら、違うエプロンをつけて、売ってお金をもら

うんですよという、一人の人があっちに行ったり

こっちに行ったりで、非常にややこしい関係で、

人間関係もうまくいかなくなったりした傾向があ

ったんですけれども、やはり食生活改善と、生活

改善グループと二つある関係で、事務局が市民健

康課と…… 

○委員長（佃 昌樹）森永委員、ちょっとボラ

ンティアの説明は、ここではいいと思いますので。 

○委員（森永靖子）一応、ありがたい意見をい

ただきましたので、進めていきたいというふうに

思いますので、ありがとうございました。 

○委員長（佃 昌樹）本来だったら、論点整理

をしなければいけないと思うんです。川畑委員が

おっしゃるのは、結局システムづくりですから、

いかに甑島のものを売っていくか、そういうシス

テムをどこでどういうふうに構築していくか、そ

れにかかわるのが企画経済じゃないのかというよ

うな指摘なんです。森永委員がおっしゃるのは、

具体的にいろいろな料理をつくる、そういったこ

とを広めるためにはどういったふうにしてやって

いけばいいのかという、論点が二つあるもんだか
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ら、ごちゃごちゃになってしまって、本当は自由

討議で論点の整理をせないかんのですけれども、

意味はおわかりだと思いますので、ここで自由討

議はいたしませんけれども、ぜひそういったこと

を酌んでいただきたいと思います。 

 ほかにありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）次に、委員外議員の発言

を許します。 

○議員（井上勝博）樋脇高校の跡地利用につい

てなんですけれども、経過としては、高等学校の

統廃合の関係で、一旦協議会の中で樋脇高校に新

しい高校をつくるということを決定したにもかか

わらず、県の側がそれをひっくり返して、今の川

薩清修館高校をつくったと。それに対して住民が

物すごい怒りを持って抗議をし、そして、その跡

地について、県のほうで何とかしろということで、

この経過で進めてきたものなんです。 

 ところが、今回の跡地利用の問題については、

グラウンドゴルフ場をつくるという、住民側から

出た提案についてやるというんだけれども、県は

ただ、はい、わかりましたということで、樋脇高

校跡地をそのまま市に渡しますよと、そういうこ

とだけでいいんだろうかという気が私はするんで

す。県は何もしなくていいと、むしろ、持ってい

る、維持すれば県の負担になるようなものを、市

が受けてくれて、そして解体まで市が全部してく

れると、こんないい話は、県にとってみればいい

ことはいわけですよ。 

 私はこれはちょっと今までの経過からして、何

か腑に落ちない部分がありまして、それでまず、

このグラウンドゴルフ場をつくるということなん

ですが、敷地は全てグラウンドゴルフ場にすると

いう計画なのか、総事業費がどのぐらいかかるも

のなのか、うち解体費用とか、そういった基盤整

備というか、そういったものにどのぐらいかかる

ものなのか、正確にはまだわからないと思います

が、おおよそどのぐらいの費用がかかるものなの

かということを教えていただきたい。 

 それから、ホッケーの競技場がありますが、あ

の競技場についてはどうなるんですか。併設され

るというふうになるのか、人工芝コートですね。

人工芝コートについては、それについて、ちょっ

と教えていただけますか。 

○企画政策部長（永田一廣）樋脇高校の件につ

きましては、平成１８年当時、市役所あるいは地

域の方々と検討会を進めて、市としての方向づけ

といいますか、要望をまとめたところですが、井

上議員御指摘のとおり、その方向のとおりにはな

らなかったという経過がございまして、当時、熱

心に審議をされた地元の方々の思いというのは、

大変つらいところがあって、いろんな活動があっ

たというふうに承知しております。 

 当初、跡地につきましては、県において利活用

のビジョンを示して、県で何らかの形で活用して、

方策を示せということで進んでまいりました。も

う数年経過しておりますが、しかしながら、毎年、

県知事に要望してきておりますが、なかなか事業

が進まないという状況でございます。一方、地元

としては早く、県においてしていただきたいとい

う気持ちはありましたけれども、何とか地域の活

性化を早くしたいということで、市において整備

するということになりましたけれども、土地の譲

渡につきましても含めて要望してまいりましたが、

結果、土地の譲渡という形だけになりました。こ

のまま県でやってくれという形で進めても、地域

の思いというのはなかなか実現しませんので、一

定の県の考え方というのが示されましたので、グ

ラウンドゴルフを中心とした整備に切りかえてい

ったという経過です。 

 なお、この事業を今後具体に進めていきますが、

その事業の推進に当たっては、例えば過疎債の関

係とか、その他県としてできる限りの支援をした

いという姿勢はいただいておりますので、そうい

った県の支援ももらいながら進めていきたいとい

うふうに考えております。 

 私のほうからは以上でございます。 

○企画政策課長（春田修一）御質問があった部

分につきまして、３点ほどだったと思いますが、

全てグラウンドゴルフ場かということでございま

すが、御存じのとおり、市営のホッケー場もござ

います。クレイコートも樋脇高校の敷地内にござ

いますので、そちらあたりも加味する必要がある

ということで、全てグラウンドゴルフ場というこ

とではないということで考えていただければと思

います。 

 それと、総事業費につきましては、大体、私ど

もが建設部とも協議をしながらちょっと見積もっ

た中では、約４億円程度になるのではないかとい

うふうに考えております。それと、解体につきま
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しても、残存期間とか構造等から、それも一般的

にはじき出した部分で、約１億円ちょっとかかる

のかなというふうに考えております。ですから二

つ合わせますと、解体と整備まで合わせますと、

約５億円を超える額が必要ではないのかなという

ふうに考えています。 

 それで、部長のほうからも出ましたように、有

利な財源等を県のほうと今協議をしているという

ような状況でございます。 

○議員（井上勝博）やはり今のような経過があ

って、そして、地元の方々の何らかの要求を取り

上げたという経過があったということをやっぱり

念頭に置きながら、県との交渉を進めていかない

といけないんじゃないかと思います。 

 それで、解体費用が意外に１億円で少ないなと

思ったんです。というのは、どこか、宮之城だっ

たか、中学校を解体するのに３億円かかったんだ

よということを聞いたことがあったもんですから、

解体費用、相当かかるんじゃないかと思ったんで

すが、１億円ということで、それで、グラウンド

ゴルフ場も、鹿屋とかは、起伏をつけたようなグ

ラウンドゴルフ場をつくってあるんだと、そうい

うことらしいんですが、単なる平面ではなくて、

そういう起伏をつくったような、そういうものも

考えていらっしゃるんですか。 

○企画政策課長（春田修一）それらにつきまし

ては、今後、基本設計の中で考えていきたいとい

うふうに思っております。 

○委員長（佃 昌樹）委員外議員、ほかにござ

いませんか。ないですか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）質疑は尽きたと認めます。 

────────────── 

   △所管事務調査 

○委員長（佃 昌樹）それでは、次に、所管事

務調査に入ります。 

 当局から所管事務について報告をお願いいたし

ます。 

○企画政策課長（春田修一）それでは、予算の

ところでも若干触れさせていただきましたが、空

き家バンク制度につきまして、資料を準備してお

りますので、委員会資料の１ページをお開きいた

だきたいと思います。 

 空き家情報登録制度、空き家バンク事業につい

てでございます。これにつきましては、今まで一

般質問の中等でも空き家の有効利用というような

問題提起等がなされておりまして、私どもも今ま

で先進地の事例研修、そういう部分をしながら検

討してきたところでございます。 

 それで、今回、本年度、予定としましては４月

からでございますが、空き家バンク制度を立ち上

げていきたいということで考えております。事業

の目的につきましては、ここに書いてございます

ように、空き家の有効利用を通じて、登録希望者

と利用希望者をつなぐ仕組みを構築したいという

ことでございます。 

 取り組みの内容と体制ですが、今回の特徴とし

ましては、全国では約７４０の自治体の方が取り

組まれているところでございます。ただ、非常に

いろいろ検証をする中で、なかなか思うようにい

かない部分等があるように感じられました。 

 それで、本市の場合の考え方です、ここのポン

チ絵といっていいんでしょうか、ちょっと図を見

ていただきたいんですが、空き家のオーナーの方

につきまして、空き家を登録していただくと。市

のほうに登録していただくと。市のほうはその登

録された空き家を外部の人に情報提供しながら、

空き家を利用されたい方とマッチングをさせてい

きますよというようなスタイルにしております。 

 特徴としましては、その後なんですが、本市の

場合は県の宅建協会と媒介に関する包括協定を結

んで、その中で交渉、契約等の調整とか、そうい

う部分については宅建協会を通じた形でオーナー

と利用希望者をつないでいきたい、調整できれば

というふうに考えています。 

 こうした理由につきましては、先ほど言ったよ

うに、７４０の自治体が取り組んでいるわけでご

ざいますが、ほとんどの自治体が空き家の紹介ま

ででとまっていると。それで、それぞれの契約と

か交渉につきましては、個々で対応、利用希望者

とオーナーで、それぞれで直接交渉を行って、直

接契約を行っているというような状況がございま

す。 

 このようなこと等から、煩雑さとトラブルとい

う部分も出てきているケースが見受けられたとこ

ろでございまして、市が空き家バンク制度を立ち

上げる以上、安心して空き家への入居ができる仕

組みが必要ではないかというふうにまず考えたと

ころでございます。 

 それと、基本的には宅地・建物の取引について
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は民間事業者が免許を受けて行う事業でございま

す。市内でも７０を超える事業者の方がいらっし

ゃいます。そのようなこと等から、市は情報発信、

情報提供を主に行うこととしまして、取引の仲介

については市の関与をできるだけ小さくして、専

門知識を有する公益社団法人宅建協会に担っても

らって、安心かつ円滑に手続ができる仕組みがい

いのではないかというような結論を得たところで

ございます。そのようなことで、今回、本市の空

き家バンクにつきましては考えているところでご

ざいます。 

 ちなみに、宅建協会と協定を結んでしている部

分は、本県ではございませんで、九州管内で２カ

所、佐賀県のほうにあるところでございまして、

九州では本市が３例目というような形になるとこ

ろでございます。 

 それと、下のほうの⑤でございます。⑤、ただ、

宅建協会と包括協定を結びたいと思っているんで

すが、ただ、甑島には会員の方が、上甑はいらっ

しゃるんですが、下甑のほうにはいらっしゃいま

せん。そのようなことで、下甑につきましては、

そのようなシステムができませんので、当分の間

は行政による対応として、契約は当事者間の直接

契約という形、スタイルをとらざるを得ないのか

なと思っておりますが、ただ、ここの部分につい

ては、宅建協会のほうの専門的な知識、アドバイ

スもいただきながらやっていければというふうに

考えているところでございます。 

 あけていただきまして、期待される効果につき

ましては、ごらんいただきたいと思います。対象

者につきましてです。これも全国の中でやってい

る部分は、転入者だけに限っているところもござ

いますし、市内転居も対象としているところもご

ざいます。本市の場合は、転入者に限った形で持

っていきたいというふうに考えております。 

 先進地を見たところで、周辺部から市街地への

空き家バンクを利用した市内転居という部分も見

られたこともございまして、これにつきましては、

あくまで転入を希望される方に限定した形で持っ

ていきたいというふうに考えたところでございま

す。 

 それと、登録予定物件でございますが、２３年

３月に建設部のほうで空き家の調査をしまして、

約３，０００を超える空き家が出てまいりました。

そのうちに、昭和５６年以降の新耐震に基づくの

が約６８０ほどございました。その中に空き家バ

ンクを創設する場合に、登録したいという方、わ

からないという方も含めまして、約７０戸があっ

たところでございまして、これらを再度確認の調

査をしたところ、２０軒の方が希望したいという

ことで上がってきたところでございます。 

 ただ、私ども、今、その２０軒も全部見て回っ

ておりまして、ただ状態等によって、あるいはこ

の間にもう売却したというようなこと等もござい

まして、結果的には十数軒、１５軒程度になるの

かなという思いを持っております。地域別の意向

の軒数につきましては、ここに書いてあるところ

でございまして、甑島地域が６軒、旧４町地域で

８軒、旧川内市で６軒の希望があったところでご

ざいます。事業の実施開始期間は、現在４月を予

定しているところでございます。 

 それと、宅建協との協定を来週火曜日１９日に

行いたいということで、今まで５回程度いろいろ

詰めてまいりまして、１９日に締結ができる段取

りになったところでございます。 

 以上、説明を終わらせていただきます。 

○委員長（佃 昌樹）これから質疑に入りたい

と思います。御質疑願います。 

○委員（谷津由尚）将来的に、この空き家バン

ク制度は、必ず価値のある事業になると思います

ので、ぜひ積極的にお願いします。 

 質問は１点です。この事業と定住自立圏共生ビ

ジョンとは体系的にどういうふうになるんでしょ

うか。 

○企画政策課長（春田修一）定住ビジョンの中

に、定住促進も入れておりまして、その中で空き

家バンク制度という部分も定住ビジョンの中に位

置づけておりますので、これはリンクしている形

になっております。 

○委員（川畑善照）結局これまでＵターン、Ｉ

ターン、Ｊターンでこちらにいらっしゃる方に助

成をされていますよね。その助成は土地を購入し

て建物を建てた場合であって、家賃を払ってそこ

に転入された方には出てませんよね。ほんなら空

き家バンクに登録したところは助成があると。そ

れ以外のところはないということですかね。それ

ちょっとお聞きします。 

○企画政策課長（春田修一）今回の空き家バン

ク制度につきましては、あくまで空き家の紹介と

いう形でございますので、後は空き家を希望され
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る方とオーナーの方の契約に基づいて家賃を設定

していただくという形になるところでございます。

それと、本市の場合は、リフォーム補助というの

をしておりまして、空き家の建物の所有者が改修

とかいう部分を承諾されれば、それに対しまして

リフォームに対する補助金というのも、２５年度

までですが、制度的にございますので、その契約

の中でどちらのほうが補修をするのという話を決

めていただいて、例えば、オーナーの方が改修も

いいですよと、そのかわり家賃はこうしますよね

というような契約がなされると思いますので、そ

うなった場合については、空き家の所有者が了承

していただいて、改修される部分が仮に出てくれ

ば、リフォーム補助制度というのも使えるという

ような仕組みになっております。 

○委員（川畑善照）ちょっと筋道が違うんです

けど、Ｕターン、こちらに転入者に対する特典が

ありますが、購入した場合には、その転入補助が

あるけれども、家賃でそこに入った場合、全く助

成はないということ。 

○企画政策課長（春田修一）家賃につきまして

は、今、制度としてはございません。 

○委員長（佃 昌樹）質疑は尽きたと認めます。 

 次に、委員外議員の発言を許します。 

○議員（井上勝博）この空き家バンク、

７４０自治体が取り組んでいるものと違う、本市

ではこういうところが魅力ですよというのを打ち

出すとしたら、何を打ち出すのかということなん

ですが、どうなんでしょうか。 

○企画政策課長（春田修一）先ほど若干触れさ

せていただきましたが、全国で７４０の自治体で

取り組んでおられますが、その取り組みの方法は

さまざまでございます。本市がやっているような

宅建協と協定を結んで、契約等については宅建協

が媒介をするよという部分もございますし、行政

が嘱託員を雇用して、いろんな調査あるいは契約、

そういう部分等について全て携わっているもの、

あるいは当事者マッチングだけさせて、それ以外

は直接契約をしてくれよというもの、あるいは宅

建業者を募集をかけて、その中で希望される方が

指名した、登録された方を指名して契約を結ばれ

る、いろんなケースがあったところでございます。

その中で本市の場合は、先ほど言ったように、空

き家の紹介までということではなくて、安心して

空き家への入居ができる仕組みということで、専

門的な知識を有する宅建協会の方と包括協定を結

んで、契約まで結べるようなスタイルをとったと

いうのが特徴だというふうに考えております。 

○委員長（佃 昌樹）質疑は尽きたと認めます。 

 以上で、企画政策課を終わります。御苦労さま

でした。 

────────────── 

   △行政改革推進課の審査 

○委員長（佃 昌樹）次に、行政改革推進課の

審査に入ります。 

────────────── 

   △議案第５９号 平成２５年度薩摩川内市

一般会計予算 

○委員長（佃 昌樹）一般会計予算について、

まず、部長の概要説明を求めます。 

○企画政策部長（永田一廣）行政改革推進課の

概要を説明いたします。予算概要３０ページの一

番下、下段になります。 

 同課の事業として記載しております事務事業外

部評価、これにつきましては、平成２３年度から

実施しておりますけれども、新年度、今回これま

で補助金等評価委員会で評価していただいており

ました補助金につきましても、関連する事務事業

と一体的に評価すべきとする補助金等評価委員会

の意見、答申を踏まえまして、新年度からは行政

改革推進委員会において補助金の評価もあわせて

実施することとしてございます。以上のような内

容を記載してございますが、なお、このほか資料

にはございませんけれども、今回、議会一般質問

等でもございましたが、財政運営プログラムに関

連しまして、新たな定員適正化方針の策定作業を

進めますとともに、組織、事業の見直しにつきま

しても、継続的に検討し、必要に応じ進めていく

ことが今回のテーマとしてございます。 

 簡単ですけれども、私のほうの説明は以上で、

予算の概要につきまして、課長のほうから説明い

たします。よろしくお願いいたします。 

○委員長（佃 昌樹）引き続き、当局の補足説

明を求めます。 

○行政改革推進課長（内田泰二）それでは、行

政改革推進課分の歳出予算の説明をさせていただ

きます。予算調書の９７ページをお開きください。 

 事項、市政改革費は、市政改革に係る経費の

１，１７０万１，０００円でございます。経費の

主な内容は、行政改革推進委員会委員の報酬と費
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用弁償分でございます。その次の行の、全体調整

用臨時職員雇上料は、当初予測することができな

かった業務量等の増加などに対応するための臨時

職員の全体調整分でございます。 

 次の２行の内部情報システムにつきましては、

職員がパソコン上で利用しております電子決裁、

文書管理、庶務事務、グループウェア等のシステ

ムの機器の保守委託料と機器のリース料でござい

ます。 

 以上が、歳出でございます。 

 なお、歳入予算のほうはございません。 

 以上で、行政改革推進課分の予算についての説

明を終わります。 

 御審査方よろしくお願いいたします。 

○委員長（佃 昌樹）説明が終わりましたが、

これより質疑に入ります。御質疑願います。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）質疑はないと認めます。 

 次に、委員外議員の発言を許します。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）質疑はないと認めます。 

 ここで、議案第５９号一般会計予算に係る審査

を一時中止いたします。 

────────────── 

   △所管事務調査 

○委員長（佃 昌樹）次に、所管事務調査に入

ります。 

 当局から所管事務について報告をお願いします。 

○行政改革推進課長（内田泰二）所管事務につ

いては特にございません。 

○委員長（佃 昌樹）当局のほうは特にないと

いうことですが、委員のほうで何かありますか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）質疑はないと認めます。 

 次に、委員外議員の発言を許します。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）質疑はないと認めます。 

 以上で、行政改革推進課を終わります。御苦労

さまでした。 

────────────── 

   △コミュニティ課の審査 

○委員長（佃 昌樹）次に、コミュニティ課の

審査に入ります。 

 まず、部長の概要説明を求めます。 

○企画政策部長（永田一廣）コミュニティ課の

概要につきまして、予算概要３１ページから

３３ページにわたって記載してございます。 

 コミュニティ課の事業といたしまして、まず、

上段のほうになります。市民活動支援補助金、こ

れにつきましては、これまで本年度までコミュニ

ティ課で所管しておりました市民活動促進補助金、

これと財政課で現在所管しております提案公募型

補助金を統合したものでございます。その目的で

ございますが、みずから企画し、公益的な活動を

実施します市民活動団体を支援、団体の育成や活

動を促進することによりまして、共生・協働のま

ちづくりを推進する、これをねらいとしたもので

ございます。 

 次の、地域資源利活用事業につきましては、市

内各地域にあります自然景観、歴史的な資産、特

産品、その他地域資源を生かし、また地域により

ましては、小・中学校閉校後の空き教室等を利用

した体験型交流事業をモデル的に実施するもので

ございます。こうした地域内外の交流事業を通じ

まして、それぞれの地域の活性化、あるいはコミ

ュニティビジネスにつながることを期待し、モデ

ル事業を新年度実施するものでございます。 

 次のコミュニティマイスター事業は継続事業で

ございます。地域にお住まいの専門的な技術を持

っておられる方、マイスターといっておりますが、

そういった方々のボランティアによりまして、市

の施設、地区コミ、自治会所有の施設を改修ある

いは改善していただきまして、地域の施設の安全

性、利便性を高めていただくものでございます。 

 次の３２ページをお願いいたします。上段、生

涯学習推進事業につきましては、本土及び甑島地

域におきまして、例年のとおりフォーラムを開催

するほか、市民活動団体、大学生にも参加してい

ただきまして、地域の方々との意見交換を通じ、

生涯学習事業の充実を図っていきたいと考えてご

ざいます。 

 中段、ゴールド集落活性化事業補助金は、ゴー

ルド集落自体の自立的な取り組み、また地区コミ

ュニティ協議会や市民活動団体などゴールド集落

を周りから支援する仕組みに対して助成し、その

活性化を図りたいとするものでございます。企画

のほうでもございましたが、条例上の平成２５年

度は最終年度になります。２５年度中におきまし

て、これまでの取り組みにつきまして検証を行い、

２６年度以降、今後の方向性を見出してまいりた
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いと考えております。 

 下段の、自治会活動支援事業、それと次の

３３ページ、上段になります地区コミュニティ支

援事業につきましては、共同参画、市民参画のま

ちづくりの観点から、それぞれの活動を支援する

ものでございます。なお、この両事業、自治会補

助金、あるいは地区コミ運営補助金という形でご

ざいますが、申請の手続等が煩雑との意見を多数

頂戴しておりましたことから、新年度におきまし

ては、補助金から交付金の取り扱いへと変更し、

申請事務をできるだけ簡素化することを図ること

としたところでございます。 

 中段のボランティア事業運営補助金、これにつ

きましては、関係団体におきます市民活動の交

流・連携の促進とリーダーの人材育成のため、社

会福祉協議会のボランティアセンターの運営に対

し補助するものでございます。 

 最後に、男女共同参画推進事業は、例年のとお

り、講座やフォーラムを開催することなどを通じ

まして、男女共同参画社会形成の推進を図るもの

でございます。 

 以上が事業概要でございまして、このほか集会

所の無償譲渡に関します集会所条例の一部改正な

ど、一般議案２件のほか、加えまして、今議会最

終日に国の補正予算を受けました市の補正予算の

提案を予定しております。その中でコミ課に関連

する事業も、現在、その採択に向けまして検討中

でございます。委員会協議会の中でその概要を説

明させていただければ幸いと存じます。 

 長くなりました。この後、議案、予算の概要に

つきまして、課長から説明いたします。よろしく

お願いいたします。 

────────────── 

△議案第３０号―議案第３１号 

○委員長（佃 昌樹）議案第３０号と３１号に

ついて、関連がありますので、一括議題としたい

と思います。当局の補足説明を求めます。 

○コミュニティ課長（園田恒治）議会資料の

１ページをお開きください。議案第３０号薩摩川

内市集会所条例の一部を改正する条例の制定につ

いて御説明いたします。 

 瀬尾地区集会所は、本市の公有財産利活用基本

方針に基づく財産仕分け・利活用方針では、Ⅰ期

までに譲与することとなっております。こういっ

た状況の中、瀬尾自治会から瀬尾地区集会所を地

域おこしの館と位置づけ、山の幸、海の幸を生か

した加工場及び物産館として利用したい旨の要望

書が提出されました。 

 なお、瀬尾自治会につきましては、認可地縁団

体の告示を行っております。 

 提案趣旨は、瀬尾地区集会所を瀬尾自治会から

の要望によりまして、同自治会の地域おこしの拠

点として無償譲渡するため、同集会所を廃止しよ

うとするものであります。 

 改正内容は、条例の規定中、瀬尾地区集会所を

削ることで、普通財産にしようとするものであり

ます。平成２５年４月１日から施行しようとする

ものであります。 

 ちなみに、瀬尾地区集会所は昭和５６年度に建

設されております。 

 ２ページをお開きください。 

 議案第３１号財産の無償譲渡について御説明い

たします。 

 提案趣旨ですが、瀬尾地区集会所の土地と建物

を瀬尾自治会の地域おこしの拠点として無償譲渡

するものです。 

 譲渡する財産は瀬尾地区集会所の土地と建物で、

面積、延べ面積、評価額等は記載のとおりです。

譲渡の相手方は瀬尾自治会です。瀬尾自治会の地

域おこしの拠点として使用することが、譲渡の条

件です。譲渡の時期は、瀬尾地区集会所の用途を

廃止した後になります。本年４月の早い時期に契

約を締結して譲渡したいと思います。 

 以上で、議案第３０号、議案第３１号の説明を

終わります。 

 よろしく御審議いただきますようお願いいたし

ます。 

○委員長（佃 昌樹）ただいま当局の説明があ

りました。議案第３０号薩摩川内市集会所条例の

一部を改正する条例の制定について、これより質

疑に入ります。御質疑願います。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）質疑はないと認めます。 

 次に、委員外議員の発言を許します。 

○議員（井上勝博）地元が要望され、譲与され

るということなんですが、年間の維持費がどのぐ

らいかかっていたものか、それから修繕の要望は

ないものなのかどうか、そして、最終的に解体と

いう、老朽化したら解体ということも出てくるわ

けですが、その際は地元が負担するということに
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なるのか、教えていただけますか。  次に、議案第３１号財産の無償譲渡について、

これより質疑に入ります。御質疑願います。 ○コミュニティ課長（園田恒治）まず初めに、

年間の維持費でございますが、こちらの集会所に

つきましては、今現在、近くに緊急避難施設がで

きた関係で、利用されておりませんでした。休止

状態になっておりましたので、維持管理費は一切

ございませんでした。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）質疑はないと認めます。 

 次に、委員外議員の発言を許します。 

○議員（井上勝博）先ほどちょっと私聞いたこ

とは、維持費がどのぐらいかかるんですかという

ことで、５年間で段階的に地元負担になるという

お話なんですが、結果的に５年後にどれぐらいの

維持費が地元負担になるのかということを教えて

いただきたい。 

 次に、修繕の要望ですが、地元からは今のとこ

ろ出ていない状況でございます。要望書の中に、

譲渡を受けた後、瀬尾自治会のほうで改修等は負

担したいという内容の要望書が提出されていると

ころでございます。 ○コミュニティ課長（園田恒治）集会所の場合

ですと、いろいろ規模によっても維持費は異なり

ます。通常、光熱水費関係、それと浄化槽があり

ますので、浄化槽の管理関係、そういったところ

が負担としては、地元負担ということになります

ので、今回ここにつきましては、休止状態でした

ので、こちらの集会所の維持費が幾らというのは、

今現在ではちょっと回答ができない状況でござい

ます。以上です。 

 今現在、建設されて３２年が経過しております。

耐用年数は残り１７年近くございます。１７年後

のことになりますけれども、譲渡しますので、解

体の費用負担は地元で負担していただくというこ

とになります。 

 以上で終わります。 

○議員（井上勝博）休止状態のときは維持費は

かかってないでしょうが、休止状態じゃないとき

については、どうだったんでしょうか。その辺の

資料はないでしょうか。 

○委員長（佃 昌樹）質疑は尽きたと認めます。 

 これより討論・採決を行います。 

○コミュニティ課長（園田恒治）維持費につき

ましては、譲渡を受けた場合、今現在、川内地域

におきましては、全て地元のほうで維持管理等は

負担していただいております。一部、今の集会所

の中におきましては、５年間無償貸し付けを開始

しましたけれども、当然、市が全て負担している

ところがありましたので、そういうところにつき

ましては、今、５年間かけて負担を地元にお願い

していくということで実施しております。ですか

ら、基本的には譲渡の段階では地元に負担してい

ただくという形をとることとしております。 

 討論はありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）討論はないと認めます。 

 これより採決を行います。 

 本案を原案のとおり可決すべきものと認めるこ

とに御異議ありませんか。 

［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）御異議ないと認めます。 

 よって、本案は原案のとおり可決すべきものと

決定をいたしました。 

────────────── 

○委員長（佃 昌樹）質疑は尽きたと認めます。    △議案第５９号 平成２５年度薩摩川内市

一般会計予算  これより討論・採決を行います。 

○委員長（佃 昌樹）ここで審査を一時中止し

ておりました議案第５９号平成２５年度薩摩川内

市一般会計予算を議題とします。 

 討論はありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）討論はないと認めます。 

 これより採決を行います。  当局の補足説明を求めます。 

○コミュニティ課長（園田恒治）初めに、歳出

から御説明いたします。 

 本案を原案のとおり可決すべきものと認めるこ

とに御異議ございませんか。 

 平成２５年度薩摩川内市各会計予算調書の

９８ページをお開きください。 

［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）御異議ないと認めます。 

 よって、本案は原案のとおり可決すべきものと

決定をしました。 

 上の表をごらんください。 

 ２款１項２目、事項、文書発送事業費は、市広
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報紙等を自治会へ発送する事務に係る経費で、

６５３万１，０００円をお願いしております。文

書発送の準備を行う際に雇用する臨時職員の一般

賃金と自治会文書送達等業務委託が主な内容であ

ります。 

 ２款１項１５目、事項、自治会館施設整備補助

費は、自治会が整備する自治公民館等の新築、補

修等への補助金に係る経費で１，８４９万

４，０００円をお願いしております。自治公民館

等設置事業補助金とコミュニティ助成事業補助金

が主な内容であります。  次に、同じページの下の表をごらんください。 

 ２款１項６目、事項、男女共同参画政策費は、

男 女 共 同 参 画 推 進 に 係 る 経 費 で ３ ０ ８ 万

１，０００円をお願いしております。男女共同参

画審議会委員１６人の報酬ほか、女性５０人委員

会等の出会謝金、フォーラム基調講演講師等謝金、

フォーラム・講座等託児業務委託、日本女性会議

出席負担金などが主な内容であります。 

 コミュニティ助成事業補助金は、財団法人自治

総合センターが宝くじの普及広報事業として実施

しているコミュニティセンター助成事業助成金を

財源としまして、東郷町南瀬地区の里自治会館の

新築に対して補助を予定しているものでございま

す。 

 次に、１０１ページの上の表をごらんください。 

 次に、９９ページの上の表をごらんください。  ２款１項１５目、事項、集会所管理費は、集会

所の維持管理に係る経費で７５７万１，０００円

をお願いしております。集会所の光熱水費、修繕

料、管理等の業務委託、改修工事などが主な内容

であります。 

 ２款１項６目、事項、生涯学習推進事業費は、

生涯学習推進本部に係る事業や甑島地域生涯学習

活動の推進、生涯学習フェスティバルの開催に係

る経費で５８５万４，０００円をお願いしており

ます。生涯学習本部委員２５名、ワーキングチー

ム５名の出会謝金としての報償費と旅費のほか、

生涯学習フェスティバル・コミュニティマーケッ

ト開催のための委託料、県下１９市生涯学習担当

課長研修会負担金、全国生涯学習市町村協議会負

担金などが主な内容であります。 

 次に、同じページの下の表をごらんください。 

 ２款１項１５目、事項、コミュニティセンター

管理費は、コミュニティセンター維持管理に係る

経費で、７，７１１万９，０００円をお願いして

おります。亀山地区コミュニティセンターほか全

部で３８の地区コミュニティセンターの管理代行

委託など、維持補修修繕料、全国市長会市民総合

賠償補償保険、地区コミュニティセンター改修工

事などが主な内容であります。 

 次に、同じページの下の欄をごらんください。 

 ２款１項１２目、事項、防犯灯管理費は、市が

設置している防犯灯の管理・維持経費、自治会等

による防犯灯等設置への補助に係る経費で、防犯

灯の電気料、修繕料、移設工事、設置費補助金が

主な内容であります。 

 こ こ で 、 公 有 財 産 購 入 費 １ ， ６ ９ ０ 万

５，０００円をお願いしております。御説明いた

します。 

 自治会境などの通学路に市が防犯灯を設置する

特設防犯灯事業は、平成２２年度から平成２４年

度までの３年間実施して、合計４６５基を設置し

ました。この事業は、平成２４年度で終了となり

ます。 

 地区コミュニティセンターで、民有地に建って

いるものが７カ所ございます。このうち６カ所は

相続等の関係で買い取りができない状況でござい

ます。残り１カ所の八幡地区コミュニティセン

ター敷地は、今現在、北さつま農業協同組合の所

有地で、川内地域で唯一民有地に建っております。

八幡地区コミュニティ協議会からも市による買い

取りの要望がありましたので、北さつま農業協同

組合から敷地を購入しようとするものであります。 

 次に、１００ページの上の表をごらんください。 

 ２款１項１５目、事項、自治会育成費は、自治

会の活動を支援する補助金及び自治会運営説明会

開催に係る経費で１億４６５万９，０００円をお

願いしております。自治会の活動を支援するため、

これまで自治会補助金として交付していましたが、

平成２５年度から自治会交付金として交付するこ

ととしております。この自治会交付金が主な内容

であります。 

 次に、１０２ページの上の表をごらんください。 

 ２款１項１５目、事項、コミュニティ推進費は、

地区コミュニティ協議会の活動支援及び共生・協

働の事業に係る経費で、２億２，７６６万

８，０００円をお願いしております。 

 次に，同じページの下の表をごらんください。  コミュニティ主事４５人分の報酬でありますが、
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これにつきましては、地区コミュニティ協議会は

４８地区ございますが、亀山地区コミュニティ協

議会からも、平成２５年度から市の嘱託員である

コミュニティ主事でなく、地区コミュニティ協議

会職員として雇用したいとの強い要望がありまし

た。他の地区の意見も聞きましたが、川内地区、

峰山地区を除くほかの地区は、現状のままとの考

えが示されたものであります。 

 そのほかに、地域資源利活用事業等委託、市民

活動情報サイト賃借料、コミュニティマイスター

事業原材料費、市民活動支援補助金、コミュニテ

ィ助成事業補助金、地区コミュニティ活性化事業

補助金、地区コミュニティ協議会運営交付金が主

な内容であります。 

 地区コミュニティ協議会の活動を支援するため、

これまで地区コミュニティ協議会補助金として交

付していましたが、平成２５年度からは地区コミ

ュニティ協議会運営交付金として交付することと

しております。 

 ここで、地域資源利活用事業について御説明い

たします。企画経済委員会資料の３ページをお開

きください。 

 地域資源利活用事業につきましては、２１５万

円の予算をお願いしております。地域資源利活用

事業は、市内に存在する自然、史跡、郷土芸能、

人材等の地域資源、閉校跡地も含みますが、これ

らを利活用した特色のある交流体験事業を計画・

実施して、地区の活性化を図ろうとするものです。 

 二つのモデル事業に関する業務をＮＰＯ法人へ

委託する予定です。実施に当たりましては、地区

コミュニティ協議会の協力を得て、モデル事業と

して実施します。 

 一つは、地域資源利活用モデル事業ですが、地

域資源を利活用した交流体験、これを実施するこ

とになります。これによりまして、当該地区の活

性化、コミュニティビジネスの創出、定住の促進

等につながることを期待しております。 

 次に、閉校跡地利活用モデル事業ですが、閉校

後の教室を利活用しまして、体験教室や工房等を

開催することによりまして、地域のにぎわいを取

り戻し、将来的にはコミュニティビジネスにもつ

ながることを期待しております。 

 対象地区ですけれども、地区コミュニティ協議

会から事業実施の希望を聴取しまして、その中か

らモデル地区を選出します。今後の展開ですが、

平成２５年度、２６年度の各年度に２地区ずつモ

デル地区を創出していきたいと考えております。

この２年間にコミュニティ課でノウハウを取得し

まして、マニュアル等を作成するなどして、当然、

地区コミュニティ協議会の協力もいただきながら、

その後も交流体験事業を実施される地区をふやし

ていきたいというふうに考えております。 

 なお、この事業の進捗状況につきましては、適

宜、情報提供していきたいと考えております。 

 次に、市民活動支援補助金について説明させて

いただきます。委員会資料の次のページ、４ペー

ジをお開きください。 

 市 民 活 動 支 援 補 助 金 に つ き ま し て は 、

１，３００万円の予算をお願いしております。 

 補助金創設の経緯ですけれども、本市の補助金

等評価委員会で、提案公募型補助金制度及び今後

の市民活動支援のあり方について議論が重ねられ

てきたところです。そして、市民活動を対象とし

た補助金制度を集約、一本化しまして、市民活動

団体等の育成段階から活動促進の段階において幅

広い支援が行えるよう、再編、拡充すべきとの答

申がなされました。 

 この答申を受けまして、コミュニティ課が所管

しておりました市民活動促進補助金と、財政課所

管の提案公募型補助金を一本化し、新たに市民活

動支援補助金を創設することとしました。 

 次に、補助金の種類及び交付回数ですが、ス

タートアップコース、これがこれまでの市民活動

促進補助金に当たります。おおむね３年未満の市

民活動団体が実施する事業に対して、初期段階で

の助成を行うものです。ステップアップコースが

これまでの提案公募型補助金に当たります。これ

までの活動を発展させるために、新たに実施する、

または拡大する事業に対して助成を行うものです。 

 補助金の交付回数等ですが、両コースを通算

５回を限度とします。活動間もない団体がステッ

プアップコースから申請を行うことはできますが、

ステップアップコースから申請を行った団体がス

タートアップコースへ移行することはできないも

のとします。補助率上限額につきましては、ス

タートアップコースが３回、上限はいずれの回も

２０万円、ステップアップコースが４回目までと

いうことで、上限はいずれの回も１００万円とな

っております。 

 選定方法につきましては、スタートアップコー
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スが書類審査及びヒアリングを実施、申請団体か

らのヒアリングを実施します。ステップアップ

コースのほうは、書類審査と公開プレゼンテーシ

ョンとなります。募集期間、採択時期についてで

すが、スタートアップコースのほうが、年２回募

集いたします。４月、８月募集して、採択は６月、

１０月を予定しております。 

 ステップアップコースにつきましては、今現在、

平成２５年度分をことし１月に募集しまして、も

う間もなく公開プレゼンテーションを実施しよう

としているところでございます。ですから、前年

度１月に募集しまして、３月末までに採択という

形になります。 

 以上で説明を終わります。 

 次にまた、予算調書１０２ページをお開きくだ

さい。下の表をごらんください。 

 ２款１項１５目、事項、ゴールド集落活性化事

業費は、ゴールド集落の活性化を支援する補助に

係る経費で、ゴールド集落重点支援地区補助金、

ゴールド集落自主活動支援補助金、ゴールド集落

支援地区コミュニティ協議会活動補助金及びゴー

ルド集落支援市民活動補助金の四つの補助金がそ

の内容であります。 

 ここでまた、コミュニティ課が所管しておりま

すゴールド集落活性化に係る四つの補助金につい

て説明いたします。委員会資料の５ページをお開

きください。 

 四つの補助金について説明いたします。中ほど

に①ゴールド集落重点支援地区補助金というのが

ございます。補助対象団体のところですが、高齢

化率６０％以上の自治会、これを重点支援地区と

しまして、高齢化率６０％以上の段階に応じて助

成するものです。 

 その下のほうですが、自治会活動保存のための

支援で、高齢化や世帯減による活動資金不足の解

消を図ることも目的としております。 

 次に、②ゴールド集落自主活動支援補助金です

が、こちらにつきましては、地区の課題や活性化

について、自主的に考え、自主的に取り組むこと

を申し出たゴールド集落に対して助成を行うもの

です。補助金額としましては、補助対象経費の

４分の３以内で１２万円を限度としております。 

 その下のほうに、これまで申し出をされた自治

会の活動の内容の例を記載してあります。この補

助金は、自治活動の推進・拡大のための支援とな

ります。 

 次に、上のほうに返っていただきまして、③

ゴールド集落支援地区コミュニティ協議会活動補

助金、ゴールド集落の活動を支援するために、地

区振興計画に基づきまして、支援を行う旨を申し

出たゴールド集落を抱える地区コミュニティ協議

会に対しまして助成を行うものです。こちらにつ

きましては、補助金額がゴールド集落数掛ける

５万円という形になります。先ほどと同じように、

地区コミュニティ協議会が行っている支援の内容

等記載してございます。これにつきましては、人

的不足を補う支援となります。 

 以上で説明を終わります。 

 また、予算調書１０３ページに戻っていただき

たいと思います。 

 １０３ページの上の表をごらんください。 

 ９款１項６目、事項、災害予防応急対策費

５０万円は、災害等における自治公民館敷地内等

の崩土除去に補助する事業に係る経費で、特別災

害復旧補助金であります。 

 次に、同じページの下の表をごらんください。 

 １１款４項１目、事項、現年公用・公共施設災

害復旧事業費７０万円は、台風等の災害による施

設補修に係る経費で、公共施設、地区コミュニテ

ィーセンター、集会所、防犯灯などがありますが、

これらの災害復旧修繕料であります。 

 次に、歳入につきまして御説明いたします。 

 予算調書の１５ページにお戻りください。 

 １４款１項１目使用料で、地区コミュニティセ

ンター、集会所、セントピアの施設使用料、冷暖

房使用料等を計上しております。 

 次に、１４款２項１目手数料で、地縁団体証明

書交付手数料を計上しております。 

 次に、１６款３項１目県委託金で、県政かわら

版配布に係る県広報紙配布事務委託金と、ＮＰＯ

法人の認証事務等の権限移譲事務委託金を計上し

ております。 

 次に、１７款１項２目財産運用収入で、市民活

動支援基金の利子収入を計上しております。 

 次に、１９款１項６１目基金繰入金で、地区コ

ミュニティ活性化事業補助金、市民活動支援補助

金、花いっぱいまちづくり推進事業、快適環境づ

くり補助金、緑化整備事業の財源としまして市民

活動支援基金の繰り入れを計上しております。 

 次に、２１款５項４目雑入で、コミュニティセ
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ンターの私用電話料など、甑島地域集会所管理経

費負担金、歳出でも説明しましたが、財団法人自

治総合センターが宝くじの普及広報事業として実

施しているコミュニティセンター助成事業助成金

として自治会館建設への助成金を、同じく各地区

コミの備品購入費への一般コミュニティ助成事業

助成金を計上しております。 

 以上で、コミュニティ課分に関する平成２５年

度当初予算についての説明を終わります。よろし

く御審査いただきますようお願いいたします。 

○委員長（佃 昌樹）説明がありましたが、こ

こで休憩をいたします。 

再開はおおむね１３時といたします。 

～～～～～～～～～～ 

午前１１時５７分休憩 

～～～～～～～～～～ 

午後 ０時５８分開議 

～～～～～～～～～～ 

○委員長（佃 昌樹）休憩前に引き続き、会議

を開きます。 

コミュニティ課の平成２５年度の予算説明があ

りました。これから質疑に入ります。御質疑願い

ます。 

○委員（森永靖子）予算調書の９８ページの、

５０人委員会、いろいろなのはもろもろ申し上げ

てきましたので、今回はこの日本女性会議は、今

回はどこであるんですか。それに出席される予定

があるのか、たった９，０００円でどこまで行け

るのかなと思うんですが、教えてください。 

○コミュニティ課長（園田恒治）グループ長に

答弁させます。 

○男女共同参画グループ長（羽田美由紀）

２５年度の日本女性会議は、徳島県で開催されま

す。今回は職員一人ということで、予算のほうは

つけてございます。 

○委員（森永靖子）以前、一緒に審議会をして

おりましたときに、担当の職員と一緒に出ました

ときに、東京から上は幾ら、東京からこっちは幾

らかしか出ないよというふうに聞いたことがあっ

たんですが、それで担当の職員がしっかりした研

修ができるのかなと思ったんですが、今回はこれ

では十分じゃないんですが、大丈夫なんですか。 

○コミュニティ課長（園田恒治）今回は徳島県

です。平成２４年度は仙台のほうでございました。

それらにつきましては、市民の方を公募しまして

行っていただきました。そういう形で、予算は東

京以北であっても審議いただいて確保できている

状況でございます。 

○委員（森永靖子）委員ではなくて、職員を今

聞いたところだったんですが、今回は、職員、担

当者はついていかれなくて、委員の中から、審議

会委員の中から行かれるということですね。 

○コミュニティ課長（園田恒治）平成２５年度

は職員が参ります。平成２４年度につきましては、

市民の公募で行っていただきました。ただし、職

員も１名仙台に行くということで、原子力の関係

の避難所の状況やら、そういうのを視察する研修

と踏まえて、女性会議のほうに参加させていただ

いたところでございます。 

○委員長（佃 昌樹）予算が足りるか足りない

かと。 

○コミュニティ課長（園田恒治）これは会議の

負担金が９，０００円で、そのほかに旅費等は確

保できておりますので、十分でございます。 

○委員（谷津由尚）今まで生涯学習とか、コミ

ュニティを中心にフェスティバルとかフォーラム

なんかの生涯学習という機会をたくさんつくって

きておられたわけですけれども、常々私はその中

で、もっとテーマを絞ってもいいのではないかと、

いろいろなそこには目的を持たれて、幅広くされ

ておったわけですけれども、常々もうちょっと絞

ってもいいんじゃないかと思ってたんですが、今

回の地域資源利活用事業という形で、モデルを二

つつくってやられるというのは非常にそういう意

味では、これは意味があるだろうと思ってまして、

ぜひこれは今後のために積極的にやっていただき

たいんです。 

 その中で、今回は閉校跡地利活用モデル事業と

いうことをうたわれてあるんですが、本市の大半

のコミュニティが抱えている問題というのは、こ

れに加えまして、例えば先ほどありました空き家

の問題ですとか、あるいは耕作放棄地ですとかい

ろんな問題があるわけで、できればそういうとこ

ろまで、目的を、これは今後のという課題になる

んでしょうけれども、目的をもっと絞り込んで、

もっと具体的にそういうふうに各コミュニティを

誘導していくというやり方も、ある一方では必要

ではないかなと思います。そういう目的を持って、

コミュニティに指導したり、いろんな情報を与え

たり、勉強会をやったりということをやっていか
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ないと、逆に言うと、今本市が抱えている、先ほ

ど言いました廃校跡の利用も、まだ全然例がない

んですね。全然一つも成就していなくて、本当に

このままいったらどうなるのかなというのがあり

まして、もちろんコミュニティビジネスというの

もそこにあるんです、目的が。そういう意味でコ

ミュニティの自立というのを含めて、もっともっ

とこの辺は具体的に、突っ込んでやっていかれて

もいいんではないかと思っています。どうですか。 

○コミュニティ課長（園田恒治）今、御意見い

ただきましたけれども、そこの部分についても、

今後ゴールド集落などもございますので、そうい

うところとも関連しながら、いろいろ研究してま

いりたいと思います。 

○委員（谷津由尚）ぜひお願いをしたいんです

が、ちょっと順番が後先になって申しわけないで

す。今回の地域資源利活用モデル事業で、さまざ

まな交流体験事業を計画したいということなんで

すが、ちょっと具体的にどういうことなんですか。 

○コミュニティ課長（園田恒治）体験モデル事

業ということで実施したいと考えておりますが、

この内容につきましては、地域にある資源を利用

しまして、四季を通じてのいろいろな、例えば春

先ですとタケノコ堀りをするとか、いろいろあり

ますので、あと竹を利用したりとか、地域資源に

応じて、年間を通じて、その地元のほうと３回か

ら４回ぐらい交流をする事業を地区で実施できれ

ばというふうに考えております。 

 閉校跡地利用は、先ほど説明しましたように、

こちらにつきましては、あくまでも空き教室の中

に、地元で何かを講師として教えることができる

人がいらっしゃいましたら、そこで教室を開いて

いただくと。そして、地元にもいらっしゃらない

場合は、地区外から講師になっていただける方を

呼んででも、そちらで開催していただくと。地元

の方々は、そういった状況等も見ていただいて、

当然、地元の協力も必要になります。最終的には、

それが終わった後に、地元の産品も買って帰って

いただけるような形で、事業を展開できればとい

うふうに考えているところです。以上です。 

○委員（川畑善照）この資料の４ページですけ

れども、企画政策部の、市民活動支援補助金につ

きまして、提案公募型と統一していくということ

ですが、提案公募型は３年間ということでしたけ

れども、今回も一切含めて５回までは認めるとい

うことですか。 

○コミュニティ課長（園田恒治）提案公募型補

助金は、途中で内容が改正されまして、今現在

４回になっております。それで、今回、以前、申

請がされた団体につきましては、新たにこちらを

される場合、２回も申請されていれば、３回目か

らというような取り扱いになります。今、質問が

ございましたように、両方合わせて５回までしか

できないということでございます。 

○委員（川畑善照）申請内容にもよると思うん

ですけれども、提案公募型である団体が３年間の

うちの１回は、例えば舞台を購入して、それが

４００万円を超える数字だったと思いますが、そ

ういうのも認められるのかということ、それと、

それは提案公募型で購入すれば、その団体だけが

使うことになってしまうものですから、例えば、

いろいろなイベントのときに、どっちかといった

ら、市の財産として、あるいは株式会社の財産と

して利用していけば、例えばいろんなイベントの

ときに、市外業者に丸投げして、地元のそういう

あるものを利用しないと、無駄な税の執行になる

んじゃないかということを懸念したものですから、

今その点について、申請の許容内容です。 

○コミュニティ課長（園田恒治）備品について

御説明いたしますが、スタートアップ、おおむね

３年の団体に初期の補助をするものがございます

が、こちらのほうにつきましては、備品購入を認

めておりますが、ステップアップコース、提案公

募型補助金に該当しますが、こちらでは備品購入

は非該当という形で今回はしております。 

○委員（川畑善照）やはり今後できるだけ、結

構補助金になりますと、持ち物がその団体のもの

になってしまうもんだから、やはりここはよく考

えて執行されるべきじゃないかなという気がする

わけです。今後のことを一応懸念したものですか

ら、できるだけ備品には余りないほうがいいんじ

ゃないかという意見だけ申し上げておきます。 

○委員長（佃 昌樹）意見です。 

○委員（宮里兼実）ゴールド集落活性化事業と

か、ゴールド集落、もうこれから先どんどん、ど

んどんゴールド集落になっていく。私の陽成にし

ても、今、３自治会、ゴールド集落になっている

んですけど、やはり私も自治会の合併をしたほう

が、またそういうふうに市のほうからも話を持っ

ていくんですけど、なかなか、「もうそげんせな、
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運営もしていけないよ」とは言うんですけど、な

かなか、城上の今寺がやったけど、やっぱりああ

いったいうふうに、もうある自治会などは自治会

長手当も、もう廃止せんと、自治会の運営がなっ

ていかない。そのためにはまたその自治会費を上

げるわけにもいかないというようなのがある。陽

成だけじゃなくして、もうほとんどの田舎はそう

いう自治会が出てきてるはずだと思うんですよね。 

 だからやっぱり行政側がもうそういう指導もや

ってもらってはいかがかと思うんですけど、そう

いうふうにはできないわけですか。 

○コミュニティ課長（園田恒治）自治会につき

ましては、民間の任意団体ということでございま

すので、指導はできません。ただし、自治会のほ

うからアドバイスを求められたりした場合、助言

という形で行ってきております。また、自治会再

編補助金というのがございます。合併されるとき

に３万円補助するものでございますが、そちらに

つきましても、合併の相談があったら、コミュニ

ティ課職員がその協議の場に出向いていって、合

併後はどのようになりますよという説明やら、そ

ういうのは進んで要望があれば出ていっておりま

すので、そういう形で利用していただければとい

うふうに考えております。 

○委員（帯田裕達）先ほどの説明で、コミュニ

ティ主事さんが４８から４５人になったというこ

とですが、峰山地区を地区名を挙げられたんです

が、そのいきさつと、例えばコミュニティ主事さ

んが一人いなくなって、協議会職員さんが二人と

いうことでよろしいんでしょうか。 

○コミュニティ課長（園田恒治）コミュニティ

主事につきましては、地区コミュニティセンター

に配置すると条例でなっております。それで、

４５人ということで説明しましたが、地区コミュ

ニティ協議会が雇用した職員に対しまして、コミ

ュニティ主事を委嘱しております。ですから、全

部で４８地区のコミュニティ主事はおります。そ

して、その雇用されたところ３地区、川内、峰山、

亀山ですが、こちらにつきましてもコミュニティ

主事のほかにも、コミュニティ協議会で雇用され

た職員がおりますので、そういう形での体制にな

っております。 

○委員（帯田裕達）協議会職員は、例えば市比

野とか樋脇もそうですけど、一人ずつは大きいと

ころは世帯数によっていますよね。今ちょっと課

長の説明では、コミュニティ主事は、市長の拝命

じゃないですかね、主事さんは。協議会職員は

１４日以内の７７万円という職員の手当が来ます

よね、コミュニティ協議会に。その方々が配置さ

れて、例えば小さな世帯の戸数のコミュニティは、

例えば何時間採用とかで、そういう自由に使えま

すよね。例えば１４日以内で、７日間出てもらっ

て、７日はほかの経費にも使っていいですよとい

うようなものがありますけど、今の説明では、コ

ミュニティ主事さんは４８地区全ていらっしゃる

ということですか。その３減ったということをさ

っき言いやったけど。 

○コミュニティ課長（園田恒治）申しわけあり

ません。市の嘱託員として４５名います。そして、

地区コミュニティ協議会で３名が雇用されます。

その３名につきましても無報酬のコミュニティ主

事ということで、市が委嘱をします。ですから、

４８人のコミュニティ主事はいるという形になり

ます。そういうことになります。 

○企画政策部長（永田一廣）経過を申し上げま

す。合併当時４８の地区コミが設立されまして、

市の月額の嘱託員、１７日勤務の嘱託員というこ

とで、全ての４８地区にそれぞれ置かれました、

４８名。今後は地区コミでやってもらいたいんで

すけど、４８でスタートした中で、川内、峰山、

そして亀山につきましては、自分たちの地区コミ

に合わせた雇用形態にしたいという思いが過去ご

ざいまして、今回３地区になります。つきまして

は、この３地区につきましては、市からコミュニ

ティ主事の発令は直接はしないんですけど、お金

は払わないんですけれども、一方、コミュニティ

協議会の全体の予算の中で、一人追加、二人追加

されますよね。その方々に対して、市はお金は払

わないんですけれども、身分を確定させる意味で、

市長からコミュニティ主事発令の辞令を渡すと。

結果、４８名の地区コミ主事は形としては整うと

いうことです。 

 市が月額報酬を払うのは４５名です。そして、

地区コミ主事の発令をします、これは４５名です

ね。一方、３地区につきましては、市が報酬とし

て払わないんですけれども、地区コミがお金を払

うんですけれども、その方々に対しては、身分を

事故とかいろいろあったり、あるいは市職員とし

て動いてもらう必要があることから、３名につい

ては無報酬ですけれども、発令をすると。結果、
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地区コミ主事は４８名になるということです。 

 それと、つけ加えます。その３地区につきまし

ては、地区コミで新たに職員を採用してもらう必

要がありますので、その必要経費については、地

区コミの運営補助金ということで、今後は交付金

ですが、お金は手当てはしてやっているというこ

とになります。 

○委員長（佃 昌樹）改めてまた、個人的にお

伺いをしてください。 

 委員のほうはないですか。 

○委員（帯田裕達）もう１点だけ、例えば、自

治会とコミュニティ協議会の、今度交付金になる

んですけど、書類の提出が簡素化されるというこ

とでしたけど、もうちょと具体的に、どの程度、

どのぐらいのものなのか。 

○コミュニティ課長（園田恒治）今現在、当然、

交付申請書は出していただいておりますが、その

中で添付書類ということで、旧年度の決算書関係、

それと新年度の予算書関係を提出していただいて

おります。今回は当然市のほうでも地区コミュニ

ティ協議会の交付金がどのように使われているか

というのを知る必要がありますので、決算書の部

分については、総会資料でも結構ですから出して

くださいという運びになります。自治会につきま

しても、今現在、同じような形で事業計画も含め

てですが、出していただいておりますが、あくま

でも決算のほうだけ出していただくという形で進

めることになります。以上です。 

○委員長（佃 昌樹）質疑は尽きたと認めます。 

 次に、委員外議員の発言を許します。 

○議員（井上勝博）防犯灯の管理費なんですが、

予定としては５００基つけるということが、四百

何十基ということで、要望は全て充足されたとい

うふうに見ていいのかということが一つです。 

 それから、所管は違いますけれども、たしか新

エネルギー課がとったアンケート調査によると、

トップが防犯灯をつけてくれというのが一番要望

が強いという結果が出ていて、それがいつの時点

でそういうアンケートをとったのかというのがよ

くわからないんですが、やっぱり引き続きこの防

犯灯については要望が強いのではないかというふ

うに思うんですが、それについてはどうお考えな

のかということです。 

 それから、コミュニティマイスターの事業なん

ですが、これについては、以前から耳にはしてい

ますが、実際、この制度が使われたということに

ついては、余り私も聞いたことがないもんですか

ら、例えば、市の施設ということでいうと、市道

などの整備を、その近辺に住んでいる人が、俺が

してやるよということで、現物でもらってそこを

修繕したと。その際に、そこをきっかけにして、

何か事故が起こった場合というのは、責任はどう

なるのかという問題などはどう解決されているの

かということをお聞きしたい。 

 それから三つ目に、公有財産購入費について、

結構、２カ所で１，６９０万５，０００円で土地

を買ってということですかね。ちょっと勘違いが

あれば、訂正してほしいんですが、１，６９０万

円で土地を買って、そして、それをコミュニティ

か、そういう自治会に譲与すると。土地と建物で

という、そういうふうに私理解したんですけれど

も、そうすると、むしろ建物は譲与するけれども、

土地については、その使用料を払っているという

ふうにしたほうが、財政的にはいいのではないか

と。わざわざ土地を買って譲与しなければいけな

いんだろうかというふうに思うんですが、その点

について。 

○コミュニティ課長（園田恒治）まず、特設防

犯灯につきましては、原則自治会境の通学路に設

置するという目的で始まった事業でございます。

平成２２年度から２４年度まで３年間実施しまし

たけれども、平成２１年度にまず１回目の要望を

小・中学校ＰＴＡ及び地区コミュニティ協議会な

どからとったところでございます。そのときに約

８００基要望がありましたが、精査する中で、約

５００基設置するということで、この事業につき

ましては、基数が多いですので、３年間かけて実

施するということで実施してきたところでござい

ます。 

 そして２年が経過しまして、平成２３年度にも

ＰＴＡ会長さんなどが交代されていらっしゃいま

すので、再度、要望をとり直したところでござい

ます。そういう中で、最終的に４６５基の設置と

いうことになりました。ですから、要望は２回聞

いておりますので、今のところでは要望を満たし

たというふうに判断しております。 

 それから、マイスター事業のほうですけれども、

こちらにつきましては、地区コミュニティ協議会

のほうが２０万円、自治会のほうが１０万円、原

材料等、あるいは重機等の賃借料を市が負担する
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形でございますが、こちらについては、要望はか

なりあります。今年度も要望にほんの少しですが

応えられない状況もございました。そういうこと

で、予算は昨年度としますと、原材料費をかなり

２５年度は増額したところでございます。ちなみ

に、２４年度は１６件の利用がございました。 

 それから、公有財産の土地購入の件ですが、こ

ちらにつきましては、土地を購入しまして、市有

地ということになります。これについては譲渡す

るということではございません。川内地域で唯一

民有地に建っているところがこの八幡地区コミュ

ニティセンターの敷地だけでございます。要望等

を受けまして、市のほうで敷地のほうを買い取る

ということで、予算をお願いしているところであ

ります。 

 それと、ちょっと漏れましたが、新エネルギー

対策課のほうでもアンケートがあって、市内が暗

いから防犯灯をというのが多いというのは、私も

確認しております。その中で、今回設置しました

のは、自治会境の通学路ということで、限定され

ておりますので、このほかにつきましては、今、

市の防犯灯設置費補助金がありますので、そちら

を活用していただくという形でお願いしたいと思

います。以上です。 

 済みません、もう１件漏れているのがありまし

た。マイスター事業で修繕後の事故ということで

すが、こちらにつきましては、道路等の修繕等に

ついては、市のほうで別途保険がありますので、

そちらで対応できますが、コミュニティの修繕等

については、市のほうで修繕後の事故が想定する

のについては、当然、市のほうで修繕すべき案件

ということで、軽微な部分の事故が発生しにくい、

そういった修繕等を対象に行ってもらうというこ

とで、実施しているところでございます。以上で

す。 

○議員（井上勝博）公有財産の購入費で、建物

を譲与するというふうなことと、市有地にしなく

てはいけないというのは、また別のことじゃない

かなと。つまり、今までのように土地代を払いな

がら、建物を譲与すればいいのであって、何も土

地を全部買わなければいけないという、その理由

がよくわからないんですけど。 

○企画政策部長（永田一廣）公有財産購入費の

１，６９０万円は、集会所ではなくて、八幡地区

のコミュニティセンターです。集会所につきまし

ては、一部自治会に譲渡という考え方ありますけ

ど、コミュニティセンターです。コミュニティセ

ンターは市の直営で管理していくんです。まずそ

の点御理解ください。八幡地区コミセンは、施設

はもちろん市の所有ですけども、底地は今、ＪＡ

さんの土地なんです。川内地域だけで今その１カ

所だけ、その他は川内地域は全部市有地になって

いるんです。こうした状態にございますので、Ｊ

Ａさんから市が底地である土地を購入するという

ものでございまして、さらにコミセンを譲渡とか、

そういうことじゃなくて、直営のままでございま

す。集会所ではございません。 

○委員長（佃 昌樹）質疑は尽きたと認めます。 

────────────── 

   △所管事務調査 

○委員長（佃 昌樹）次に、所管事務調査に入

りますが、ここで協議会に切りかえたいと思いま

す。 

～～～～～～～～～ 

午後１時３２分休憩 

～～～～～～～～～ 

午後１時３７分開議 

～～～～～～～～～ 

○委員長（佃 昌樹）ここで本会議に戻します。 

それでは、所管事務調査について報告をしてい

ただきたいと思います。 

○コミュニティ課長（園田恒治）特にございま

せん。 

○委員長（佃 昌樹）所管事務調査の項目はな

いということであります。 

 委員のほうから質疑がございますか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）質疑はないと認めます。 

 委員外議員の質疑を認めます。ありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）質疑はないと認めます。 

 以上で、コミュニティ課を終わります。御苦労

さまでした。 

────────────── 

   △情報政策課の審査 

○委員長（佃 昌樹）次に、情報政策課の審査

に入ります。 

────────────── 

   △議案第５９号 平成２５年度薩摩川内市

一般会計予算 
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○委員長（佃 昌樹）一般会計予算について、

まず、部長の概要説明を求めます。 

○企画政策部長（永田一廣）情報政策課の概要

につきまして説明いたします。 

 予算概要の３４ページ、上段になります。 

 同課の事業といたしましては、合併後、支所、

公共施設、９６カ所に公開用パソコンを配備して

おりますけれども、設置から年数も経過し、今後

更新を迎えることになりますことから、新年度に

おきまして、７０の施設、７６カ所に公衆無線Ｌ

ＡＮを整備するものでございます。これによりま

して、市民個人が所有しております携帯電話等に

よりまして、インターネットや市の行政情報が利

用できる環境を整えまして、市民や観光客の利便

性の向上につながるものと考えておりまして、ま

た災害時の緊急連絡用にも寄与するものと考えて

おります。事業としてはこの１件でございます。 

 予算概要につきまして、課長から説明いたしま

す。よろしくお願いいたします。 

○委員長（佃 昌樹）引き続き、当局の説明を

求めます。 

○情報政策課長（瀬戸口良一）情報政策課でご

ざいます。 

 ２５年度予算の内容につきまして、まず歳出か

ら説明申し上げますので、お手元の予算調書の

１０４ページをお開きください。 

 議案第５９号２款１項７目地域情報化推進事業

費でございます。主な経費は、部長がただいま申

し上げました公衆無線ＬＡＮ整備事業、無線シス

テム普及支援事業費等補助金事業、通信インフラ

や機器の維持管理、情報化の調査及び推進事業に

係る経費１億６１５万円５，０００円であります。 

 経費の主な内容ですが、本土・甑島間海底光

ケーブル保守点検業務委託等につきましては、光

ファイバー保守点検業務や、ネットワーク機器等

の保守に係る経費です。 

 次に、甑島地域光ケーブル移設工事等について

は、道路拡幅等による電柱移設に伴う光ケーブル

移設工事に係る経費です。 

 次に、負担金及び補助金については九州テレコ

ム振興センター負担金の１万円は、地域情報化に

関する情報の提供や各種セミナーの開催などに必

要な経費の同センターへの負担金、ＬＧＷＡＮ回

線通信料負担金の２０万９，０００円は、国・

県・市町村のネットワーク相互接続による情報共

有、行政事務の連携に係る負担金、鹿児島県電子

自治体運営委員会負担金の１０万５，０００円は、

行政手続の電子化に係る電子自治体を運営するた

めの負担金、電波利用料の６，０００円は、下甑

地区（長浜―内川内間）の無線利用によるネット

ワークの電波利用に係る経費、高度情報化研究会

負担金の１万円は、九州管内５自治体で組織して

いる地域情報化の研究会負担金、海底光ケーブル

工事負担金の５０万円は、下甑の佐野浦海岸の海

底ケーブルの陸揚げ部分の外装補強のための工事

負担金です。 

 ネ ッ ト ワ ー ク 研 修 等 負 担 金 の １ ６ 万

６，０００円は、職員が高度情報化、ネットワー

クに係る研修に参加する際の負担金、無線システ

ム普及支援事業費等補助金の１，３３４万

５，０００円は、地上デジタルテレビ放送の新た

な難視聴地域の解消を図るために共聴施設を新設

する地区に対して、国と市が補助するものであり

ます。 

 次に下のほうになります。２款１項７目情報管

理費、基幹系システム等、行政事務電算化の機器

賃借及び保守委託及び電算適用業務の運用管理及

び研修に係る経費１億４，５４４万４，０００円

であります。 

 経費の主な内容ですが、業務サポートＳＥ運用

業務作業委託等については、基幹系システムの業

務の外部派遣システムエンジニアへの委託や基幹

系システム、仮想化、ＯＡ化等の保守に係る経費

です。 

 次に、負担金及び補助金については、地方自治

情報センター会費の９万円は、地方公共団体の情

報システムに関する情報の提供や各種セミナーの

開催などに必要な経費の同センターへの負担金、

九州自治体情報システム協議会会費の２万円は、

基幹系システムを導入している団体で構成され、

システムの高度利用、新システムの共同研究開発

を協議する同会への負担金、システム運用研修等

負担金の３２万円は，職員の情報化に関する資質

向上を図るための研修負担金であります。 

 続きまして、歳入予算について説明申し上げま

すので、予算調書の１７ページをお開きください。 

 １５款２項国庫補助金、１目総務費補助金

１，２５０万円は、先ほど述べました総務管理費

補助金で、新たな難視聴地域の解消を図る無線シ

ステム普及支援事業費等補助金です。 
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 １７款１項財産運用収入、１目財産貸付収入

７６万２，０００円は、財産貸付収入で移動通信

用鉄塔施設伝送路を貸し付けていることによる収

入でございます。 

 以上で、説明を終わります。御審査のほどよろ

しくお願いいたします。 

○委員長（佃 昌樹）ただいま当局の説明があ

りましたが、これより質疑に入ります。御質疑願

います。 

○委員（谷津由尚）端的に２点お伺いします。

まず、ＬＡＮのフリースポットが７０施設、

７６スポットという具体的な場所、大体でよろし

いです、こういうところですという形でおっしゃ

ってください。それが一つ目。二つ目が、２款

１項７目の電算適用業務の運用管理及び研修に係

る経費のところで、節の内容で使用料及び賃借料

７，８２４万４，０００円、ちょっとこの内容に

ついて具体的に説明をお願いします。以上２点で

す。 

○情報政策課長（瀬戸口良一）まず１問目の質

問になります。無線ＬＡＮフリースポットの設置

予定施設です。まず、４８コミュニティセンター

全てに設置いたします。次に、本庁、支所に設置

いたします。それとあと人が集まります川内駅、

サンアリーナ川内、文化ホール、それと図書館、

それと甑島のほうで宿泊施設里の交流センター甑

島館、それと下でいいますと、竜宮の郷に設置す

ることになります。 

 次に、二つ目の御質問の、使用料及び賃借料の

主なものになります。まず、基幹系システム、四

つの分類があります、これにつきましては。まず

基幹系システムの一つの分類、これが五つの項目

がございます。次に仮想化、新しい技術の項目に

これ二つの執行がございます。それとＯＡ化、こ

れは職員が情報共有するものの共有サーバーにな

ります。それと、パソコン及びプリンター、これ

については職員が利用するパソコンやプリンター

関係になります。 

 まず１点目、基幹系システム、済みません、ま

た元に返りますけど、日本語ラインプリンターの

使用料、基幹系システムの機器一式、それと基幹

系システム、この上で動きますパッケージの使用

料、それと総合窓口のハードウェア、３月１日か

ら動いております総合窓口の機器一式、それとＯ

ＣＲ装置の一式、これは歳入関係の帳票を読むも

のです。 

 次に、仮想化は、仮想化サーバーストレージ等

機器一式、これにつきましては大容量の共有の

ハードディスクになります。それと仮想化スト

レージの追加をしている機器一式。 

 ＯＡ化につきましては、ファイル共有サーバー、

それとパソコン及びプリンターにつきましては、

パソコン一式とプリンター一式、それとカラープ

リンター一式になります。以上になります。 

○委員長（佃 昌樹）ほかにございませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）質疑は尽きたと認めます。 

 次に、委員外議員の発言を許します。 

○議員（井上勝博）無線ＬＡＮのスポットなん

ですが、例えば、コミュニティセンターにつける

のと、それから川内駅につけるのと、川内駅につ

けた場合、範囲がありますよね、有効範囲みたい

な。だから川内駅だったら１カ所だけでは足りな

いような気がするんですが、そういったのは、ど

のぐらいまで届くようにするのか、施設内は全て

届くようにするんだったら、何カ所がつけるとか、

そういうふうになるんですか。 

○情報政策課長（瀬戸口良一）これにつきまし

ては、施設内は、これもう状況によって変わりま

すけど、５０メートルぐらい届くと言われており

ます。それと見通しがよければ１００メートルと

いう範囲になります。このつける台数等につきま

しては、また新年度のほうで調査もいたしまして、

電波状況やら調べる必要があります。ですから、

その中で状況によっては２台になるところもある

かと思います。ですから、それは調査結果をもと

にという形になるかと思います。以上です。 

○委員長（佃 昌樹）質疑は尽きたと認めます。 

────────────── 

   △所管事務調査 

○委員長（佃 昌樹）次に、所管事務調査に入

ります。当局から所管事務調査について報告をお

願いします。 

○情報政策課長（瀬戸口良一）特にございませ

ん。 

○委員長（佃 昌樹）特にないということです

が、委員の方々からございませんか。 

○委員（谷津由尚）多分これはお考えだと思う

んですけど、今回、国の指針でＵＰＺが３０キロ

となったわけです。この薩摩川内市の基幹系サー
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バー全て６階にあるわけですけど、この３０キロ

といいますと、もう祁答院の間よりのほんの一部

しか本土では残ってないわけです。その辺のもし

最悪の緊急事態を想定するならば、本庁のこの基

幹系サーバー及びデータバンク等々、将来的にこ

れをどういう方針で対応されるのかというのが、

もし今ありましたら教えてください。 

○情報政策課長（瀬戸口良一）まず現段階、実

施していることを申し上げます。バックアップを

月１回、毎日とっておりますけど、月締めで祁答

院支所のほうに持っていっております。もし何ら

かがあった場合には保管しております。機器を立

ち上げる必要があるんですけど、最低データがご

ざいますので、それから立ち上げることは可能と

いう形になると思います。本当にあとは、今後に

なりますけど、経費をかければ、ネットワークで

つながっておりますので、６階のセンター設備を

祁答院ですとか、例えば下甑へ持っていくとかそ

ういうこともできます。それでも同等の機能提供

はできます。ただ、それにつきましては、やはり

経費がかかりますし、今後の動向を踏まえながら、

対応していきたいと思います。最低限の、東北で

ございましたようなデータ喪失、いろいろな戸籍

のデータがなくなったりとか、そういうのがあっ

たわけですけど、本市の場合は祁答院支所のほう

にバックアップを持っていっておりますので、本

庁が完全にどっかぽしゃったにしても、データだ

けはあるという状況でございます。以上です。 

○委員（谷津由尚）ありがとうございます。厳

密にいうと祁答院支所も３０キロ圏内に入ってお

りませんか。 

○情報政策課長（瀬戸口良一）入っております。

現段階で一番近い耐火金庫がある支所という、遠

い支所ということで祁答院を選んでおります。で

すから、実際それを離れるのは黒木地区コミ付近

からだというのは把握しているんですけど、現段

階で、一番安全な場所といいますか、一番遠いと

ころというのは祁答院の支所の耐火金庫というこ

とになります。 

○委員長（佃 昌樹）委員による質疑は尽きた

と認めます。 

 委員外議員の質疑を認めます。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）質疑がないと認めます。 

 以上で、情報政策課を終わります。御苦労さま

でした。 

────────────── 

   △広報室の審査 

○委員長（佃 昌樹）次に、広報室の審査に入

ります。 

────────────── 

   △議案第５９号 平成２５年度薩摩川内市

一般会計予算 

○委員長（佃 昌樹）一般会計予算について、

まず部長の概要説明を求めます。 

○企画政策部長（永田一廣）広報室の概要を説

明いたします。 

 予算概要は、３４ページの中段、下段に記載し

ております。 

 広報室は、広報・広聴に関する業務を所管して

おりまして、まず意見交換会開催業務は、市民の

意見要望を市政に反映させますために、市長みず

からが各地域に出向き、地域の住民の方々と意見

交換を行うもの、年６回予定してございます。 

 次の広報薩摩川内、これにつきましては、市民

の皆様に広く行政情報をお知らせするために、月

２回発行しているものでございます。なお、広報

紙につきましては、記載のとおり、地産地消の観

点から、竹パルプを原料とします紙を新年度から

使用する予定でございます。 

 予算の概要につきまして、室長のほうから説明

いたします。よろしくお願いいたします。 

○委員長（佃 昌樹）引き続き、当局の補足説

明を求めます。 

○広報室長（小原雅彦）広報室です。予算調書

の１０５ページをお開きください。 

 まず、事項、広聴活動費は、市政モニター制度

やまちづくり懇話会などの広聴活動に要する経費

６８万７，０００円です。 

 経費の主な内容は、市政モニターの出会謝金と

旅費です。 

 なお、２５年度のまちづくり懇話会でございま

すが、川内地域の６中学地区と里・上甑地域の合

計７会場で開催を計画しておるところです。これ

に要する旅費１４万２，０００円を計上しており

ます。 

 次に、事項、広報管理費は、広報薩摩川内及び

お知らせ版の発行やテレビ広報、ホームページ、

駅ビル情報表示板の管理など広報業務にかかわる

経費です。 
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 次に、広報員会等旅費の１０万８，０００円は、

市民目線の広報紙を目指すことから、公募による

６名の広報員で年３回開催します広報員会等の経

費です。 

 次の広報薩摩川内等印刷製本費１，９６９万円

は、広報薩摩川内と同お知らせ版の発行に要する

経費が主なものであります。 

 次に、テレビ広報業務委託等の１，５００万円

は、民放テレビ４局へのテレビ広報業務委託に係

る経費のほか、駅ビル情報表示板情報コンテンツ

制作業務委託、ＦＭさつませんだいへのラジオ広

報委託業務などでございます。 

 このほか、ＤＴＰ用パソコンに係る経費や、日

本広報協会の負担金であります。 

 なお、補助金については予算計上はありません。 

 次に、歳入予算の説明をいたします。予算調書

の１８ページをお開きください。 

 広報室所管の歳入予算の主なものは、科目、雑

入の広報紙等広告掲載収入の１９８万円でありま

す。これは広報薩摩川内、毎月１０日号に掲載し

ます広告の広場、一番最終ページのところに掲載

しておりますが、広告の広場と市ホームページに

掲載しておりますバナーの広告分でございます。 

 以上で、広報室所管の歳入歳出予算の説明を終

わります。 

 御審査方よろしくお願いいたします。 

○委員長（佃 昌樹）ただいま当局の説明があ

りましたが、これより質疑に入ります。御質疑願

います。 

○委員（森永靖子）市民の方からの要望だった

んですが、広報の仕方が少しあれかなって、もっ

とみんなが飛びつくような、わあっと飛びつくよ

うな大げさに少し広報紙のあり方ができないのか、

何かイベントがあるときなど、誰かが来るときな

ど、アリーナで何かがあるときなど、もっと飛び

つく紙面にできないのという、市民の方の意見が

ありましたが、どうお考えでしょうか。 

○広報室長（小原雅彦）広報紙の作成に対する

考え方でございますけれども、基本的にはやはり

市政に関する情報をスピーディーにお知らせする

ということ、旬な情報、それから市民に役立つ情

報をお届けすることを基本的に考えてやっており

ます。皆さん方に関心のあるような、例えばテー

マ性の持った記事等も入れるということも必要で

ございます。委員の御指摘は非常に貴重な御意見

として承っておきます。また、２５年度の広報紙

作成に当たり参考とさせていただきたいと思いま

す。 

○委員長（佃 昌樹）ほかにございませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）質疑はないと認めます。 

 次に、委員外議員の発言を許します。 

○議員（森満 晃）この発行に関しまして、今

回からなんですかね、この竹パルプを原料とされ

るのは。これについてのコストは従来と変わらな

いんでしょうか。 

○広報室長（小原雅彦）従来、竹紙の振興につ

きましては、これまでも取り組みたかったところ

ですけれども、単価的にそりが合わなかったとい

う分でございます。ただ、普及が伴ったせいか、

非常に木材パルプと同等の単価が業者から出るよ

うになったものですから、２５年度から取り入れ

るようにしたいという考えでございます。 

○委員長（佃 昌樹）質疑は尽きたと認めます。 

────────────── 

   △所管事務調査 

○委員長（佃 昌樹）次に、所管事務調査に入

ります。当局から所管事務について報告をお願い

します。 

○広報室長（小原雅彦）御用意しております委

員会資料の６ページをお開きください。 

 ３点の報告をさせていただきます。 

 今も御質問のございましたところですが、１点

目、２５年度４月２５日号から竹パルプ材を原料

とする広報紙を発行しようとするものであります。

混入割合は１０％のものを使用いたします。発行

計画はもう２４年度同様、月２回、１回当たり

３万９，０００部の印刷で行いたいと考えており

ます。 

 ２点目でございます。御承知のＦＭさつません

だいの開局に合わせまして、市政情報広報を業務

委託し、３月４日から放送を開始しているところ

でございます。放送時間はごらんのとおりであり

ます。放送内容の主なものは、広報薩摩川内に掲

載してありますお知らせ情報等を使っております。 

 ３点目です。民放テレビによるデータ放送開始

でございます。現在は薩摩川内市が民放テレビの

データ放送を提供しているのはＮＨＫだけですけ

れども、一部民放でも開始したので、本市といた

しましても、現在準備を進めているところであり
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ます。放送開始は今年の４月以降の予定としてお

ります。２５年度は試験放送としておりますので、

費用はかかっておりません。無料です。 

 以上で説明を終わります。よろしくお願いいた

します。 

○委員長（佃 昌樹）当局からの説明がござい

ました。これより質疑に入ります。御質疑願いま

す。 

○委員（谷津由尚）今ほどありました竹パルプ

を原料とする紙、今発行部数で３万９，０００部

ということで、紙の入手できる、印刷のメーカー

さんのほうだと思いますが、印刷される業者さん

のほうで入手する紙の数というのは、まだふやせ

られるんですか。 

 済みません、ちょっと質問変えます。要するに、

庁舎で使う、行政で使う紙類を、例えば全部この

竹パルプにかえることは可能なんですかという質

問です。 

○広報室長（小原雅彦）私どもが取り扱ってい

るものとしては、広報薩摩川内の紙だけでござい

ますので、庁内の分につきましては、ちょっと把

握しておりません。 

○企画政策部長（永田一廣）谷津委員の御質問

というのは、庁内で使う、きょうも配付しており

ますこういった資料等に、竹パルプを使った紙が

コスト的に、あるいは量的に確保・提供できるの

かということだと思います。済みません、先ほど

もありましたとおり、現時点で、業者さんのほう

に確認しておりませんので、改めて確認をし、も

しコスト的に、あるいは供給体制もしっかりでき

るんであれば、経費削減の意味もありますので、

積極的に検討はしたいと思っております。調査を

させていただきたいと思います。 

○委員（谷津由尚）ということを言いましたの

は、もしコストが同等であれば、それだけ本市に

とっては物すごいメリットがあるわけです。なぜ

かといいますと、材料になる竹の産地というのは、

本市は全国２位であると。おまけに竹パルプをつ

くるメーカーさんが直接そこにあると。紙の流通

業界というのは複雑ですから、直接入るわけじゃ

ないんですけど、いずれにしても、そういう宣伝

効果としてはもう抜群だと思います。 

 今後、世界的な森林保護ですとか、そういう方

向には、今もいっているわけなんですが、そこが

余り顕著にはなってないんですけれども、今後そ

ういう面では、かなりのこれは宣伝効果となるの

はもう目に見えているわけです。ですので、ぜひ

そこまでやって、これはマイナスになることはな

いと思いますので、ぜひ前向きに検討をお願いし

ます。 

○企画政策部長（永田一廣）先ほどコストと量

の話からでしたが、今も谷津委員からございまし

た。そして、先ほどのコミュニティ課のバイオマ

スの竹チップの関係もございまして、これが量的

に導入できれば、コスト削減もそうですけれども、

荒れております竹林の適正管理とか、あるいは雇

用という面も増大が期待できると思います。そし

て、何よりも地場産業の振興ということで、地産

地消を進めるまちというイメージアップにもつな

がると思いますので、いずれにいたしましても、

いろいろな面で調査させていただいて、取り組め

るものについては、積極的に取り組んでまいりた

いと思います。 

○委員（川畑善照）今の６ページの２のＦＭさ

つませんだいの広報料金の問題と、それから民放

の場合、差し当たり、試験放送で無料と言われま

したが、もしこれを続けて実費を払うようだった

ら幾らになるのか、この２点教えてください。 

○広報室長（小原雅彦）委託料総額で２５年度

は契約前でございますけれども、１７２万円ほど

の予算を考えております。単価的には、Ｓタイム

とＡタイムというのがございまして、Ｓタイムと

いうのは一番いろいろな情報が、聞く時間帯とい

いますか、高い時間帯でございますが、５分間で

３，０００円、それからＡタイム、それ以外の時

間帯ですけれども、それが２，０００円となって

いるところでございます。 

 あと、ことしは現在この時間帯でやりまして、

今後につきましては市民の評価、効果、声、そう

いったものを参考にしながら検討を加えていく考

えでございます。 

○委員（川畑善照）今、ＦＭを言われましたよ

ね。ＦＭですね。ＦＭの場合に、今現在、１カ月

で幾らぐらい払われるのかということと、民放の

場合は将来的に実費を払う場合に幾らになるんで

すかということ。 

○広報室長（小原雅彦）一月当たり１４万

４，０００円ほどになろうかと思います、ＦＭが。

民放は今そういうサービスについては、今のとこ

ろ検討はしています。ちょっと単価的には済みま
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せん、調べておりませんので、また後日。 

○企画政策部長（永田一廣）ＦＭにつきまして

は、今、室長のほうがお答えしました。民放が新

たな取り組みとして、このデジタル放送、提案が

ありまして、新年度から試験的に運用して入って

いきますが、１年間は無料ということで聞いてお

ります。なお、２６年度以降、今の試算では、年

間９０万円程度と見込まれるということで聞いて

おります。県内でも二、三の団体も既に民放さん

に入っているんですが、その参画する団体がふえ

てくれば、また価格もダウンしてくるのかなと思

いますが、現時点では９０万円程度と聞いており

ます。 

○委員（川畑善照）これは将来のことですから

民放はいいとしまして、ＦＭさつませんだいは、

これ１４万４，０００円というのは年間ですか。 

○広報室長（小原雅彦）月額でございます。 

○委員（川畑善照）月額であれば結構大きいで

すね。これは今後、ＦＭさつませんだいの場合は、

やはり地元の企業であり、そしてまた、聞くとこ

ろによると、やっぱり雇用が１０人ぐらいと聞い

ておりますので、大分やっぱり広告がないと大変

だと思います。特に市も出資してますのでね。そ

ういう点では。これはぜひ広報源として薩摩川内

のＰＲを、力を入れていただきたいと思います。

以上です。 

○委員（帯田裕達）ＦＭさつませんだいのこと

で、ちょっと市民のどのぐらいの方が聞いていら

っしゃるのか、把握していらっしゃったら。 

○企画政策部長（永田一廣）ＦＭさつませんだ

いで、現在どれだけというのはちょっと私どもも

把握できていません。テレビのように視聴率の調

査があれば別なんですが、ただ一般的に言われて

いるのは、ＦＭ放送の場合、１％程度の、程度と

言ったら変ですが、１％ぐらいの視聴率、そして、

よく聞かれる、先ほどＳランクやったかな、よく

聞かれる時間帯、朝の７時から９時、夕方の

１７時から１９時、その時間帯は４～５％程度と

いうのが、ＦＭ放送の一般的な視聴率というふう

に聞いております。本ＦＭさつませんだいの状況

はちょっと数字は押さえておりません。一般論で

申しわけございません。 

○委員（佃 昌樹）私も７時５５分から始まっ

たときに聞いたことはあるんです。５分間という

ことなんですが、３分何秒かで終わって、あと音

楽といったようなケースなんです。やっぱりフル

タイムじゃないのかなと思ってるんですが、その

辺のところをまた研究もしてみてください。 

○委員（帯田裕達）僕もその放送はよく聞くん

ですけど、例えばパーソナリティーの方が広報紙

を見ながら放送されるわけですよね、今の形では。

常時とは言わないけど、たまには職員が行って、

やはりパーソナリティーと対面して、こういうの

はどういう事業なんですかというのも、やはり薩

摩川内市の一体感も出て、常にこんなこと放送し

てたよというような話題にもなると思いますから、

その辺も検討してみてください。 

○企画政策部長（永田一廣）議会の一般質問で

も申し上げました。地域に愛される密着したＦＭ

放送に早くなってほしいということで、私どもも

いろいろな形で支援していきたいと思っておりま

す。まだ始まってまだ間もありません。したがい

まして、放送局のほうの今後の方針も見きわめな

がら、あるいはＦＭ放送の定着の状況を見ながら、

私どもとしては、できるだけ広く市民に知ってい

ただくというのが大事ですので、積極的に取り組

みたいと。そして、また今提案がありました、市

の職員も市長以下、たまには出張っていくという

のが有効であれば、これも研究はしてまいりたい

と思っています。 

○委員長（佃 昌樹）検討してみてください。 

 質疑は尽きたと認めます。 

 委員外議員の発言を許します。 

○議員（井上勝博）ＦＭさつませんだいに実際

行って、いろいろお聞きしたんですけど、市が出

資しているということとは違うというふうに聞い

ているんです。だから、そうじゃなくて、放送の

広報の枠を市が買っているということで、やって

いる側は、やっぱり自分たちは独立した放送局で

あるという自負を持っていらっしゃるようですの

で、そこら辺、正確に出資はしてないんじゃない

かと思うんですが、そこら辺、正確なところをお

聞きしたいです。 

○企画政策部長（永田一廣）ＦＭ放送のこの事

業自体に出資はしてございません。その親会社、

親会社というか、母体として、株式会社まちづく

り薩摩川内というのがございます。この立ち上げ

につきましては出資はしておることは事実ですが、

ＦＭ放送事業については、してございません。以

上でございます。 
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○議員（井上勝博）議員全員協議会のときに説

明されましたけれども、要は３，０００万円の広

告収入を見込んで、そして、それで運営をすると

いう話なんですが、この３，０００万円で放送局

の人件費という、ほとんどが人件費だと思うんで

すが、そういったのが採算がとれるものなんです

か。その団体からの補助金が放送局にもやっぱり

入るということなんですかね。 

○企画政策部長（永田一廣）済みません、広報

室の審査をお願いしておりますが、我々は媒体と

してテレビ、ＦＭという、そのメディアを使って

の広報という担当で今ここに在席しております。

ＦＭ放送につきましては、商工サイドのほうで、

場所の提供とか、いろんな相談とかしております

ので、そちらのほうでお聞きになっていただきた

いと思っております。以上でよろしいですか。 

○委員長（佃 昌樹）経営者が全然違いますの

で、市と株式会社ですから、井上議員の質問、な

じまない部分がありますので、お答えなさらない

で結構です、この部分についてはですね。 

 質疑は尽きたと認めます。 

 以上で、広報室を終わります。御苦労さまでし

た。 

────────────── 

   △新エネルギー対策課の審査 

○委員長（佃 昌樹）次に、新エネルギー対策

課の審査に入ります。 

────────────── 

   △議案第５９号 平成２５年度薩摩川内市

一般会計予算 

○委員長（佃 昌樹）一般会計予算について、

まず新エネルギー対策監に概要説明を求めます。 

○新エネルギー対策監（向野陽一郎）新エネ

ルギー対策監の向野でございます。平素は次世代

エネルギー関連の施策に関しましての大変な御理

解をいただきましてまことにありがとうございま

す。おかげさまでといいますか、１年間も多くの

時間をいただきましたもんですから、その間に本

市の次世代エネルギービジョン、それから行動計

画につきましては、おおむね目鼻がついておりま

して、今度の３月２６日の第９回目のビジョン策

定委員会の席上で、セットを目指しているところ

でございます。 

 これはもう多くの皆様からたくさんの御指摘を

いただいておりますけれども、ビジョンや行動計

画をつくるのは大変結構だけれども、具体的な取

り組みをしっかり進めていくことが、もうとにか

く大事だということをいただいておりまして、今

年度からも事業は幾つかやっておりますけれども、

来年度からはもう本格的な事業を実施をしていき

たいというふうに考えております。 

 ただ、一方で、実施をしていくに当たっては、

やみくもに事業をやるということではなくて、一

定の基本的な考え方に基づいて事業を実施してい

くことが大変大事ではないかと思っておりまして、

私どもが考えております基本的な考え方につきま

して、事業の説明をさせていただく前に少しだけ

お時間いただいて御説明させていただきたいと思

います。 

 まずは、大きくいえば４点あるというふうに考

えております。１点目が、先ほど申し上げました

ようなビジョンや行動計画を具現化していくとい

う方針に基づいた取り組みであること、それから

２点目でございますけれども、岩切市長が政権公

約あるいはマニフェストとして対外発表している

ようなことに対して、実現につながるような取り

組みであること、それから当然でございますけれ

ども、国のいわゆるエネルギーの関連政策などに

合致をしていること、それから４点目でございま

すが、私ども地域との対話ということで、地区コ

ミュニティ協議会を初め、さまざまな団体の方々

と今お話をさせてもらってまして、その中で得た

ニーズ、それから御指摘、あるいは問題提起とい

うようなことを踏まえた取り組みであることとい

うようなことが、しっかりと念頭に置いた取り組

みである必要があると思っております。一方で、

本市の厳しい財政状況に鑑みて、可能であれば、

国の補助制度などを最大限活用していくというこ

とを基本にすべきではないかというふうに考えて

おります。 

 以上の点を踏まえた上で、来年度、事業をやっ

ていくわけですけれども、この概要については、

久保課長から説明をさせていただきます。その後、

御説明をさせていただいた後で、質疑の中で御審

査を賜ればと思います。以上でございました。 

○委員長（佃 昌樹）引き続き当局の補足説明

を求めます。 

○新エネルギー対策課長（久保信治）それで

は、議案第５９号平成２５年度一般会計予算のう

ち、新エネルギー対策課分について御説明いたし
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ます。 

 初めに、歳出予算について御説明します。予算

に関する説明書の５９ページをお開きください。 

 ２款１項６目企画費予算は、３億１，８０８万

８，０００円でありますが、説明欄のほうにござ

います事項、次世代エネルギー推進費は１億

９，９６１万６，０００円でございます。 

 次に、予算書の９１ページをごらんください。 

５ 款 １ 項 １ 目 労 働 諸 費 予 算 は 、 １ 億

２，６４１万５，０００円でありますが、説明欄

にございます事項、緊急雇用創出事業臨時特例基

金事業費５，７４４万２，０００円のうち

１７５万７，０００円が、新エネルギー対策課に

係る予算でございます。 

 各事項の内容につきましては、予算調書により

説明させていただきますので、同調書の９６ペー

ジをお開きください。 

事 項 、 次 世 代 エ ネ ル ギ ー 推 進 費 １ 億

９，９６１万６，０００円は、次世代エネルギー

推進に係る経費であり、委託料については、次世

代エネルギー導入促進事業支援業務委託、川内駅

ゼロエミステーション化検討業務委託、次世代エ

ネルギーシンポジウム及び次世代エネルギーフェ

アの運営業務委託、それからホームページの保守

サポート業務委託などでございます。工事請負費

については、電気自動車等充電設備工事及びス

マートハウス建設工事費を計上しております。こ

れらについては、後で詳しく調書により御説明い

たします。 

 次に、負担金としましては、鹿児島県小水力利

用推進協議会負担金と先進地視察負担金を、補助

金については、地球にやさしい環境整備補助金を、

積立金については、次世代エネルギー推進基金利

子積立金を計上しております。 

 事項、緊急雇用創出事業臨時特例基金事業費

１７５万７，０００円は、次世代エネルギーＰＲ

に係る経費であり、行政事務嘱託員１名を雇用す

るものでございます。 

 次に、歳入について御説明しますので、予算調

書の１４ページをお開きください。 

 １ ７ 款 １ 項 ２ 目 利 子 及 び 配 当 金 １ ０ 万

２，０００円は、次世代エネルギー推進基金に係

る利子収入であります。 

 続きまして、１９款１項６５目次世代エネル

ギー推進基金繰入金５，２００万円は、ビジョン

及び行動計画に基づく具体的事業に充てるために、

次世代エネルギー推進基金から一般会計に繰り入

れるものでございます。 

 続きまして、その下の２１款５項４目雑入

１，１２０万円は、総合運動公園防災機能強化事

業に係る太陽光発電売電収入８７０万円と、電気

自動車等充電設備に係る国からの補助金２５０万

円を計上しているものでございます。 

 次に、債務負担行為について御説明しますので、

予算書、予算に関する説明書の１６０ページをお

開きください。 

 表の一番上をごらんください。 

 総合運動公園防災機能強化事業につきましては、

再生可能エネルギーの全量買取制度と自家消費で

の活用を組み合わせて、総合運動公園に太陽光発

電設備・蓄電池等を整備し、総合運動公園の防災

対応能力の向上を図るもので、期間を平成２５年

度から４５年度までとし、設備建設及び維持管理

費等の経費一式を含めた包括的リース契約に係る

経費相当分を限度額として設定するものでござい

ます。 

 先ほど言いました主な事業については、別紙の

お配りしました企画経済委員会資料のほうで詳細

に御説明させていただきます。７ページをお開き

ください。こちらで歳出の主な事業、五つの事業

について、さらに詳細に御説明させていただきた

いと思います。 

 それでは一つ目です。 

 １、次世代エネルギー導入促進事業支援業務委

託についてでございます。 

 まず、（５）のほうを見ていただきますと、今

までの実績がございます。一昨年の１０月に新エ

ネルギー対策課を立ち上げまして、市内のエネル

ギーの利用可能量を調査しましたビジョン基礎調

査業務委託と、１年間かけましてビジョンと行動

計画を策定いたしましたビジョン・行動計画策定

業務委託を実施しているところでございます。 

 来年度からは、このビジョン・行動計画に基づ

いて、実際の事業を展開することが、先ほどもあ

りましたとおり、最も重要なことであります。ビ

ジョンや行動計画につきましては、絵に描いた餅

にしないためにも、一番最初で力を使う初期段階

について支援をしていただくとともに、我々職員

の事業構築及び推進能力の向上をあわせて図るも

のでございます。 
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 具体的には（２）の事業概要に記載してござい

ますとおり、関連事業者間の調整やマッチング支

援、補助金などの国の施策等情報収集や獲得、フ

ァンドやＳＰＣなどを起こす際の知的支援、行動

計画の進捗管理、ＰＤＣＡサイクルによる評価制

度の構築の支援、それから、エネルギー教育やＰ

Ｒ活動のための媒体等の作成であります。また、

すばらしいビジョン策定委員がいらっしゃいまし

たけれども、この委員の方々には、別の形で残っ

ていただきながら、今後も大所高所から御指導・

御支援をいただこうと思っております。これらの

会議もこの検討業務の委託の中に入れて検討して

いったらどうかというふうに考えております。 

 なお、予算は２，５００万円を計上していると

ころでございます。 

 いずれにせよ、これまで向野対策監を初め、国

の御支援を十二分に引き出し、後発組でありまし

たが県内でも九州でもトップランナーに近いとこ

ろまで並びかけてまいりました。さらに、職員が

自立して継続的に事業を推進するためには、この

支援業務が必要だというふうに位置づけておりま

す。 

 次に、８ページをごらんください。 

 ２、地球にやさしい環境補助金の拡充について

御説明します。 

 この事業につきましてはポイントが二つござい

ます。一つ目のポイントは、来年度から環境課が

所管しておりました地球にやさしい環境整備補助

金については、本市の次世代エネルギーについて

の取り組みをＰＲし、再生可能エネルギーの普及

をさらに図るため、新エネルギー対策課で所管す

ることになりましたので、まず御報告いたします。

これが１ポイント目でございます。 

 ２点目は、補助金を二つ拡充いたしました。一

つ目の拡充は、（２）の①にございます家庭用燃

料電池システムでございます。２００９年から名

称をエネファームとして統一されている商品でご

ざいます。ＬＰガスや石油でお湯を沸かしながら

発電をするという、家庭内の電力に、お湯と電気

を供給するシステムでございます。これにつきま

しては、震災以降、特に東北とか東京以北では、

停電時の独立電源として注目され、人気のあるも

のでございます。オール電化だけではなく、ガ

ス・石油など多様なエネルギーで、ＣＯ２削減や省

エネ効果に加えて、防災効果のあるエネファーム

は、いまだ２００万円を超える非常に高価なもの

であります。国も１件当たり４５万円の補助を出

しておりますが、なかなか普及しないということ

もありまして、今回、国の施策に合わせる形で、

本市も１件２０万円の補助をするものでございま

す。 

 二つ目の拡充は、電気自動車等充電設備の補助

でございます。電気自動車の普及については、国

の施策に合わせて補助しているところであります

がなかなか普及していないのが事実であります。 

 そこで、国が全国に充電施設を爆発的に普及さ

せるために、１，５００億円の予算を組んでおり

ます。今後は充電インフラが拡充されるというこ

とが予想されますが、しかしながら、いまだ充電

設備は高額であるため、国の施策に合わせる形で

補助金を拡充することといたしました。充電設備

と電気自動車の関係については、鶏が先か、卵が

先かと言われております。そういったことで、電

気自動車の普及に必要な充電設備の補助として、

３分の１という補助の形で、上限を急速充電が

５０万円、普通充電が１５万円としております。 

 なお、個人の住宅に対する補助ではなくて、不

特定多数の市民の方が使用できる充電器に対して

補助するものでございます。 

 それらにあわせて、太陽光、それからＥＶ・Ｐ

ＨＶと言われる電気自動車等、それから電動アシ

スト自転車の補助金を合わせた合計で、予算は

４，８２０万円でございます。 

 次に、三つ目でございます。 

 ３の甑島におけるＥＶレンタカー導入実証事業

について説明します。本会議でも御質問があった

ところですが、さらに詳細に説明したいと思いま

す。 

 背景といたしまして、甑島地区はガソリンが本

土地区に比べ３０円から５０円ほど高いというこ

と、それから、昨年の台風の影響で与論島など離

島でガソリンが不足するなど、島民にはこのエネ

ルギーというものは非常に大きな影響があるとい

うところでございます。逆に申しますと、甑島地

区につきましては上下に甑島架橋がかかっており

ませんけれども、直線では約４０キロということ

で閉鎖された環境にございます。島内の移動距離

も現在の技術で十分に対応できるような距離でご

ざいます。 

 ところが、電気自動車等が走るような環境には
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なっておらず、充電インフラを同時に設置するこ

とが重要であるということになっております。今

回は行政主導により第一歩としまして上甑島に

２台、下甑島に２台、リース形式で投入いたしま

して、あわせて急速・普通充電器を各１個ずつ、

上甑島と下甑島に設置するものでございます。島

内における問題点や利点などを把握するためには、

とにかく車を走らせることが重要であります。そ

のため、島内のレンタカー業者３社と連携しまし

て、週末とかゴールデンウィークなどのいわゆる

繁忙期は、島内のレンタカー業者がレンタカーと

して活用していただき、平日や閑散期につきまし

ては公用車として運行して、さまざまなデータ収

集を行いたいと思っております。 

 このデータで、ひいては島内住民の足として活

用され、安価な電気エネルギーで持続的生活に寄

与し、その生活様式を含めた生活がブランド化す

ることに、エコアイランド化というような進展に

つながり、さらには観光振興などの効果を見込ん

でいるものでございます。 

 予算は車のリース代、充電器の設置費用に係る

１，６５２万３，０００円であります。今後は国

の充電インフラ等に係る補助金を活用して、経費

をさらに圧縮したいというふうなことで検討して

まいりたいと思っております。 

 次に９ページの、４、スマートハウス実証事業

について御説明いたします。 

 この件に関しましては、ビジョン策定委員会や

４８地区コミなどの意見交換会などの御意見の中

で、薩摩川内市の次世代エネルギーの取り組みを

目で見て、手で触れ、体験するようなものを早く

行政主導でつくるべきという御意見をいただいて

おります。 

 意見は、薩摩川内市の取り組みやスマートハウ

スと言いますが、なかなか実際どのようなものか

実感が沸かないというものであります。そこで、

市街部にある市有地を活用してエネルギーをつく

る、ためる、省エネで賢く使うスタイルを、現在

の技術プラスアルファでつくった場合、どのよう

になるのか体験していただこうというものであり

ます。どちらかというとモデルハウスでございま

して、市の取り組みの紹介とか、田舎の１０万都

市としての住まい方とか、九州電力さんと実証実

験をしますスマートグリッドの体験などを提供し、

エネルギーの観光や定住にもつなげてまいりたい

と思っております。 

 今後の活用方法については、宿泊体験とかイベ

ントの利用など、エネルギーを感じながら体験で

きるようなものにさらにならないかということで、

検討をしてまいりたいと思っております。 

 予算額は４，５００万円を計上しております。

設備費用などかなり高額なものもありますので、

建設に当たりましては、設備のスポンサーなど共

同実証の方に参加を募るなど、経費節減にさらに

努めてまいりたいと考えております。 

 最後に、５、川内駅ゼロエミステーション化検

討事業について御説明します。 

 こちらも地区コミに加えまして実施しました純

心女子大学、れいめい高校、川内高校、ポリテク

カレッジなど、生徒さんの御意見などの中で出て

きた意見の中に、「エネルギーのまちの玄関であ

る川内駅は非常にきれいであるが、おり立ったと

きにエネルギーを感じることができない」という

ふうな御意見でありました。エネルギーのまち薩

摩川内のランドマークとしてふさわしい駅を目指

し、再生可能エネルギー関連施設の導入や、市民

はもとより観光客の集いの場として整備の可能性

を検討してはということで、検討するものでござ

います。 

 御案内のとおり、平成２６年春には新高速船が

川内港から就航し、川内駅から川内港までシャト

ルバスが運行いたします。また、２６年は新幹線

部分開業１０周年、さらには川内駅開業１００周

年を迎えることもありまして、再生可能エネル

ギー設備や導入、創出のための空間づくりに向け

た調査を行うものでございます。 

 １０ページを見ていただきますと、事業効果と

しましては、市民が集う次世代エネルギーの導入

による見える化、体験。それから魅力的な観光

ルートの構築。初期段階ではございますが、災害

における独立電源等の整備といったものが効果と

して挙げられます。予算額は調査費１，５００万

円を計上しております。 

 以上で、平成２５年度薩摩川内市一般会計予算

について説明を終わらせていただきたいと思いま

す。よろしく審査を賜りますようお願い申し上げ

ます。 

○委員長（佃 昌樹）ただいま当局の説明があ

りましたが、これより質疑に入ります。御質疑願

います。 
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 関連資料も含めて、一括でお願いします。 

○委員（川畑善照）先ほど課長が全国的にもト

ップレベルにいっているようなことを言われまし

たけれども、県内でも各地でもう発電やら、その

計画が着々と進んでおります。発電的にどんなも

んですか、今、薩摩川内市はモデルとなる小型の

水力ですかね、小型水力で取り組もうとしてます

けれども、現在、各地でそれぞれ例えば南国殖産

の企業にしましても、ここに一本に絞らず、あち

こちでやっていらっしゃいます。そういうのを比

べたときに、どんなもんですか、鹿児島は例えば

石播の跡に大型のソーラーを準備されてますけれ

ども、はっきり言って薩摩川内市が本当にトップ

としてよく見えてくるのはいつごろなんでしょう。 

○新エネルギー対策課長（久保信治）鹿児島

もしくは九州でトップランナーに近づいてきたと

いう御説明の中での、本当に薩摩川内が発電とか、

そういったものでトップランナーなのかと、見え

ていないではないかという御質問だと思います。 

 太陽光につきましては、先ほどおっしゃいまし

た石川島播磨重工業の７０メガとか、規模感でい

きますとたくさんの、例えば枕崎空港とか、大き

な取り組みは民間でなされているところでござい

ます。本市におきましても南国殖産とか、その他

あらゆるところで太陽光発電はどんどん今後もで

きていくものと考えております。 

 それから、風力発電につきましても、今後本市

につきましてもできていくということであります。

小水力につきましても、以前御説明しました東郷

地区における小鷹井堰というのは、日本では初め

ての形式、低落差で起こすような発電ということ

で、他の地域とは違ったものであるといったこと、

それからもちろん今まで原子力とか火力発電所と

かいろいろな、それから中越パルプとかいったよ

うな多様なエネルギーがありますので、それらを

加えますと、薩摩川内市はエネルギーのパビリオ

ンと申しますか、いろいろな多様なエネルギーが

あると。そういったものを活用しながら、エネル

ギーのまちとして今後も持続的発展を遂げるとい

ったビジョンがつくれたということで、トップラ

ンナーにだんだん近づけたんではないかというふ

うな御説明をしたところでございます。以上です。 

○新エネルギー対策監（向野陽一郎）ありが

とうございました。今、議員の御説明につきまし

て、もう少し踏み込んだ形で御説明をさせていた

だきたいと思います。 

 とかく発電に関して薩摩川内市の状況はどうか

ということが御質問のポイントではなかったかと

思いますけれども、具体的な地名を挙げていきま

すと、今、寄田で既に南国殖産さんが昨年の

１０月から太陽光発電を稼働させておられますし、

市内でもう既に建設中の、例えば隈之城のミタデ

ンさんとかいうお話もありますし、その他、遊休

地を活用して、太陽光発電をやりたいという事業

者さんが複数おられます。水力でいけば、今、久

保課長からもその紹介させていただきましたが、

東郷の藤川天神の手前ぐらいで実証実験をやると

いうお話もありますし、風力発電でいけば柳山の

ウインドファームがもう既に起工式を開催してお

りまして、２６年中の稼働を目指しておられると

いうふうに承知をしております。 

 さらにいえば、これはちょっと報道ベースであ

りますけれども、中越パルプさんなんかもメガ

ソーラーやバイオマス発電に取り組んでいきたい

というようなお考えもお持ちだということであり

まして、いろいろな実現に当たっては障害もある

と思いますので、これは私どもができることを、

事業者さんと力を合わせてしっかりやっていくと

いうことが基本だと思っておりまして、それこそ

薩摩川内市の中をぐるっと見回せば、多様なエネ

ルギー源があると、これは一つ有効ないわゆる産

業観光の種になるようなことにもつなげていきた

いなというふうに考えております。以上でござい

ます。 

○委員（川畑善照）大変積極的にいろいろな発

電に向かっていることはよくわかります。やはり、

今回川内駅ゼロエミステーション化のことが載っ

てますけれども、なかなか具体的に見えないんで

すけれども、ランドマークといいますか、まず玄

関口が明るくないといかんのですが、なかなかま

ず入って本当にエネルギーのまちかなと言われる

のは前からいろいろ出ておりますので、ぜひこの

川内駅のゼロエミステーション並びにエネルギー

が各種あるということをＰＲして、そして薩摩川

内市が本当にエネルギーのトップランナーだとい

うぐらいのＰＲをする、駅の周辺をまずランド

マークという目印がはっきりするようにしていた

だきたいなとお願いしたいと思います。以上です。 

○新エネルギー対策監（向野陽一郎）今の御

指摘の件でございます。まちが暗いという御指摘
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は、私ども地区コミュニティ協議会でいけば

４８のうち今２２カ所ほど回りまして、今年度の

うちに半分の２４カ所回ろうというふうに考えて

おりますけれども、皆さんとお話をさせていただ

くと、必ずまちが暗いからどうにかしてくれとい

うお話をいただくわけであります。それで、去年

の１１月にも市民の方々にアンケートをさせてい

ただきましたけれども、そのときも困りごとのト

ップに、やっぱりまちが暗いというお話が出てま

いりましたので、このような御意見に応えられる

ような仕組みについては、引き続き検討してまい

って、課題解決につなげていきたいというふうに

考えております。以上でございました。 

○委員（谷津由尚）甑島のエコアイランド化と

いうのが、恐らく観光や何やかやひっくるめたと

き、本市の宣伝効果というのは、ここを柱にでき

たらなというのが、私の個人的な思いです。まず

何か柱ができることによって、もう圧倒的に知名

度というのは上がるわけでして、その柱というの

は、じゃあ何なのかとなったときに、別にお金を

かけることじゃなくて、そこで出た例えばゼロエ

ミへの考え方ですとか、どこそこで発生した電気

ですとか、売電した電気代ですとか、そういうも

のをじゃあどう使うんだというところが実際一番

の目的というか、魅力があるところなんです。と

思ってます。そういう意味で、甑島のエコアイラ

ンド化という構想が、今まず電気自動車のレンタ

カーを置くというのがまずあるんですけど、最終

的には、省エネの島とかそういうふうに発展でき

たらいいなと。それをもし確認できるんでしたら、

川内駅のゼロエミステーションとか、スマートハ

ウスを置く、全部これ肉になるんです。骨があっ

て肉づけがそういう形でできると、相当な知名度

が上がるだろうなと思います。 

 そういう意味で、今、環境づくりの真っただ中

で、なかなか効果がどこから出るかわからないと

いう状態だと思うんですが、ぜひそういうふうに

最終はこういう形で本市のアピールをできる形を

つくろうということで、そこのところだけは必ず

きちっと見届けた上で進めていただきたいと思い

ます。 

 ＥＶバスですけれども、ゼロエミの駅から川内

港までをＥＶバスが結ぶとか、物すごいこれ宣伝

になる材料がそろってますので、今まだ点をつく

っておられますが、それを線で結ぶという形には

なると思います。難しいのは予算のかけ方と、少

ないお金でどれだけの効果を出すかということで

すので、市が直接やるところもあるでしょうが、

そうじゃなくて、やっぱり民間のところに力をか

りてやっていく、そこに市が助成をするというの

が一番恒久的な形になりますので、ぜひそこの二

つの目的とそのやり方をきちんと見きわめていた

だいて、ぜひ今までのこの１年間の期間というの

を、成果を出していただきたいと思います。よろ

しくお願いします。以上です。 

○新エネルギー対策監（向野陽一郎）委員の

御指摘に対しまして、決意表明とともに、お答え

をさせていただきたいと思います。御指摘の点で

ございます、事業の目的とその手法についてはし

っかりと考えるということについては、私どもの

行政の根本だと思っておりまして、なおかつこれ

はもうアイデア勝負といいますか、自治体の間の

競争をやっていく上での、もう本当に基本中の基

本だと思っておりますので、しっかりと肝に銘じ

て、目的と、それから手法、それから期待される

効果ということについては、一連の流れとして考

えていきたいと思います。 

 これが第１点目でございまして、第２点目でご

ざいますけれども、エコアイランド化のところに

つきましては、今の時点では、電気自動車をたか

だか入れたぐらいで、エコアイランド化になるの

かというような御疑問も多分に出てくるんではな

いかと思っております。他方で、この甑島のエコ

アイランド化につきましては、江口議員が一般質

問の中で御質問されたときにも私から申し上げた

のは、エネルギーのつくり方と使い方を考えなが

ら環境負荷の低減を図っていきますということを

申し上げました。どういうことかといいますと、

例えば、今、甑島でディーゼル発電が行われてお

りますけれども、例えばディーゼル発電の割合を、

再生可能エネルギーの導入を進めることによって

減らしていく、これがエネルギーのつくり方でご

ざいます。エネルギーの使い方についても、この

ような新しいエネルギー源でできたものを積極的

に使っていく、例えばですけれども、できた電気

を、この電気自動車に使ってもらうというような

ことも可能でありましょうし、あるいは既存のエ

ネルギー源であっても、例えば一般家庭や宿泊施

設などで、エネルギー管理の仕組みを導入するこ

とによって、無駄なく使っていくということによ
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って、その島全体の環境負荷をぐっと下げていく

取り組みをしっかりやっているということを対外

的に認識をしていただければ、甑島のＰＲにうま

くつながるんではないかという問題意識を持って

おります。 

 さらに申し上げれば、甑島のようなところで実

証してみて、その成果は、これは費用対効果も考

えれば、本土で当然に転嫁してくるものであると

思っておりまして、出てきました問題点も含めて、

本土での本格実施に当たってのしっかりとした検

討材料にしていきたいということは、私どもとし

ても強く認識をしているところでございました。 

 あともう１点でございますけれども、民間企業

の方ともしっかり手を組んで、例えば、費用面で

の軽減を図っていくべきではないかという御指摘

ももっともでございまして、私どももビジョン策

定をしている過程で、いかに行政の持ち出しを少

なくして、民需でこの構想を実現できるのかとい

うことを考えてまいりました。したがいまして、

来年度からも、どうやったら私どもの行政のお金

だけではなくて、民間の企業の方々と組んで、要

するに民間のお金、どういうふうに回せるのかと

いうことも、引き続き考えていきたいと思います。

御指摘の点が大変重たい点ばかりでございますけ

れども、しっかりと引き続き考えていきたいと思

います。以上でございました。 

○委員（宮里兼実）新エネルギー対策監を初め、

新エネルギー対策課に反発するわけじゃないです

けど、これだけ今、太陽光、風力、もうあちこち

で民間企業にしても、ちょっときのう聞いた話な

んですが、殖産のある方が、もうこげなよか商売

はなかと、人は要らないし、雇用は必要ないし、

巡回程度ぐらいで、毎日毎日雇用も必要もない。

ただおてんとうさまを眺めとけばいいと。だから

そういうようなことで、もう今あちこちで、そう

いうのが、もうそれこそラッシュみたいに行われ

てきておるわけです。だから、果たしてこれがこ

れから先、需要と供給のバランスがとれていくか

と、薩摩川内市も一生懸命、今、対策監を初め、

やっておられるけれども、雇用は生まれないわけ

でしょう。それ行けどんどんで、薩摩川内市は何

でもかんでも一番に、一番にって、あしたのそれ

こそバスの件でもちょっと言おうかなと思ったん

だけど、そういうようなことで、あんまりそうい

うので一番、一番って言うんじゃなくして、人が

やってみてからでも遅くはないと、失敗をしてほ

ら見たかとなるよりか、私も代表質問で言いまし

たように、ぱくれと質問しましたが、そういうよ

うなことで、もうそれこそ今のような状態が続け

ば、需要と供給のバランスがとれなくなるんじゃ

ないかと。ましてや川内市は、人口はどんどん減

っていく。雇用は生まれない。そういう、それ行

けどんどんじゃなくして、やはりそういった観点

からも、需要と供給もちょっと検討して、前に進

んでいってほしいなと思っております。要望です。 

○新エネルギー対策監（向野陽一郎）委員の

御指摘は大変ごもっともだと思っておりまして、

何がごもっともかといいますと、特に人口減や雇

用の問題というのが、まちの根本的な課題として

ある中で、単にメガソーラーや風力をどんどん入

れることだけに注力していいのかということをお

っしゃっておられるのではないかと私は理解いた

しました。 

 実は、私どもが今回策定をいたしました次世代

エネルギービジョンは、実はほかの自治体の新エ

ネビジョンとどこが違っているのかといいますと、

この点が違っております。何が違っているかとい

いますと、私どもがビジョンを策定をした背景は、

本市の抱えている課題を解決するための処方箋を

提示するということでございました。つまり、例

えば限界集落の増加の問題でありますとか、特に

若い世代の方々が市内で雇用がないというような

お声をたくさんいただいておりまして、将来的に

人口が大変減っていく中で、これを今の時点から

何とかしなければいけない。そのためにエネル

ギーを使うのであれば、どういう使い方ができる

のか、どういう活用の仕方ができるのかというこ

とが、このビジョンの出発点になっているわけで

ございます。 

 したがいまして、単にこのビジョンの中では、

メガソーラーや風力発電のような新しいエネル

ギー源を導入していくという観点だけではなくて、

次世代エネルギーを活用しながら、例えば地域で

の高齢者の方々の見守りサービスを進めていくと

か、あるいは関連産業の育成をし、今御指摘のよ

うな雇用をふやしていくというような道筋を提示

しているわけでございまして、今の御指摘のよう

な点をしっかり踏まえて、単に雇用を生まないよ

うな事業だけは確かに意味がないと思いますので、

問題点を踏まえた格好での事業実施に心がけてい
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きたいと思います。 

 それから最後、ぱくるという点は大変大事でご

ざいまして、私ども、何でもかんでも一番にとい

うのは確かにおっしゃるとおりかもしれませんの

で、ほかの事業、先進地の好事例などについては、

私ども積極的に導入し、薩摩川内市なりにアレン

ジをして実施をしてまいりたいと思います。以上

でございました。 

○委員長（佃 昌樹）質疑は尽きたと認めます。 

 委員外議員の発言を許します。 

○議員（井上勝博）やっぱり今議論されたよう

に、次世代エネルギーの導入計画について、やは

り市民が何を期待しているかというと、再生可能

エネルギーと、そして雇用というふうに思うんで

す。再生可能エネルギーがこれからやっぱり大い

に普及しなくてはいけないという、そうでなけれ

ば、今までの火力、石炭、また原発、そういった

ものから抜け出せないから、再生可能エネルギー

を普及する。それが結局雇用と結びつくんだとい

うことを、そこに希望があると思うんです。 

 そういう点で、やっぱり方向性として、例えば

バイオマスっていうのは、いろんなやり方ありま

すけれども、例えば森林の間伐材を使ってバイオ

マスでやるという、先ほどちょっと出ましたけれ

ども、そういったのは、伐採をする際に雇用も必

要になってくるわけだし、それを非常に安い価格

で提供できるようになれば、エネルギー源ともな

ってくるという、そういう方向性も出てくると思

うんです。そういう何か光みたいなものが、まだ

見えないという感じがするんです。この薩摩川内

市に合ったやり方というのがここにあるんだとい

う、そういうものがもっと追求していかなくては

いけないんじゃないかと思っているんですが、ど

うも方向性として、電気バスとか電気自動車とか、

そういうのは出てくるんだけども、再生可能エネ

ルギーをどうするかということについては余り光

が当てられてないような気がするんですけど、ど

うなんでしょうか。 

○新エネルギー対策監（向野陽一郎）今の御

指摘の点についてお答えをさせていただきます。 

 来年度の予算の中では、議員の御指摘のように、

バイオマスの利活用の点については、盛り込まれ

ておりません。他方で、地域特性を見ていくと、

特に木質バイオマスの有効性については、鹿児島

県内全体を見回したときに、盛んに論じられてい

るわけでございまして、特に地域で、それこそエ

ネルギーで活用したりとか、もので活用したりっ

ていう、利活用の方法については、引き続き検討

していきたいと思います。 

 議員の御指摘の本質は、恐らくこれらの事業を

通じて、例えば企業の方のみならず、市民の方に

対して、どういうメリットがあるのかということ

をもうちょっとしっかりとアピールし、考えてい

くべきではないかというふうな理解をいたしまし

たので、引き続き、検討し、多くの市民の方も巻

き込んだような事業化につなげていきたいと思い

ます。以上でございました。 

○委員長（佃 昌樹）質疑は尽きたと認めます。 

 ここで休憩します。次の再開は３時２０分にい

たします。 

～～～～～～～～～ 

午後３時 ５分休憩 

～～～～～～～～～ 

午後３時２０分開議 

～～～～～～～～～ 

○委員長（佃 昌樹）会議を引き続き再開をい

たします。 

────────────── 

   △所管事務調査 

○委員長（佃 昌樹）ここで所管事務調査に入

ります。 

 協議会に切りかえます。 

～～～～～～～～～ 

午後３時２０分休憩 

～～～～～～～～～ 

午後３時３４分開議 

～～～～～～～～～ 

○委員長（佃 昌樹）ここで本会議に戻します。

それでは、所管事務調査について、御報告をお願

いしたいと思います。 

○新エネルギー対策課長（久保信治）ござい

ません。 

○委員長（佃 昌樹）当局としては所管事務調

査がございませんが、委員の皆さん、ございませ

んか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）質疑はないと認めます。 

 委員外議員、ありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）質疑はないと認めます。 
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 以上で、新エネルギー対策課を終わります。御

苦労さまでした。 

 次に、１６款３項４目農業費委託金８万

６，０００円は、農地法に係る鹿児島県市町村権

限移譲委託金であります。 ────────────── 

   △農業委員会事務局の審査  次 に 、 ２ １ 款 ５ 項 ４ 目 雑 入 １ １ ７ 万

４，０００円は、独立行政法人農業者年金基金と

の業務委託契約に基づきます農業者年金事務委託

金と、鹿児島県地域振興公社との業務委託契約に

基づきます農地保有合理化事業業務委託金、農地

の賃貸借契約途中の解約に伴う農地流動化補助金

の返納金であります。 

○委員長（佃 昌樹）次に、農業委員会事務局

の審査に入ります。 

────────────── 

   △議案第５９号 平成２５年度薩摩川内市

一般会計予算 

○委員長（佃 昌樹）一般会計予算について、

当局の補足説明を求めます。  以上が、平成２５年度農業委員会に係る当初予

算であります。 ○農業委員会事務局長（大園俊秀）農業委員

会に係る平成２５年度当初予算につきまして説明

いたします。 

 御審査方よろしくお願いいたします。 

○委員長（佃 昌樹）ただいま当局の説明があ

りましたが、これより質疑に入ります。御質疑願

います。 

 予算調書は２５６ページになります。 

 それでは、６款１項１目農業委員会費の事項、

農 業 委 員 会 管 理 運 営 費 で 、 ８ ， ７ ０ ８ 万

９，０００円お願いいたしております。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）質疑はないと認めます。 

 次に、委員外議員の発言を許します。  主なものは、農業委員４１名に係る報酬・現地

調査等の費用弁償と職員７名に係る給与費等のほ

か、負担金といたしまして県各市農業委員会連絡

協議会、鹿児島県農業会議、北薩地区農業委員会

連絡協議会、鹿児島県農業委員会職員連絡協議会

等の負担金が主なものであります。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）質疑はないと認めます。 

────────────── 

   △所管事務調査 

○委員長（佃 昌樹）次に、所管事務調査に入

ります。  次に、事項、農業者年金受託事務費で、

１１６万８，０００円をお願いいたしております。  当局からの所管事務の報告はございますか。 

○農業委員会事務局長（大園俊秀）所管事務

といたしまして、１件報告させていただきたいと

思います。 

 主なものは、農業者年金受給者の現況確認、資

格喪失、新規加入者等に係る年金事務執行に係る

経費と農業者年金受給者会５組織への補助金が主

なものであります。  農業委員会では、農業者の代表組織として、情

勢の変化に対応した組織・役割・機能体制を構築

していくために、本年１月に各地域代表１３名に

よります検討委員会を立ち上げ、三つのテーマを

設けて、検討・協議を重ねているところでござい

ます。 

 次に、２５７ページをお開きください。 

 事 項 、 農 業 経 営 規 模 拡 大 促 進 事 業 費 で

１，１７５万７，０００円お願いいたしておりま

す。 

 主なものは、農家台帳システムに係る保守業務

及び賃借料と農地流動化促進をするための農地流

動化促進事業に係る補助金が主なものであります。 

 一つ目が、農業委員会組織のあり方について、

二つ目が、鹿児島県からの権限移譲について、三

つ目が、農業委員会委員の資質の向上について、

現在、検討・協議を重ねているところであります。

検討・協議の結果がまとまり次第、また、報告さ

せていただきたいと思います。 

 続きまして、歳入、７１ページをお開きくださ

い。 

 １ ４ 款 ２ 項 ４ 目 農 林 水 産 業 手 数 料 ７ 万

７，０００円は、経営基盤強化促進法に基づきま

す嘱託登記及び諸証明に係る手数料であります。  以上で報告を終わります。よろしくお願いいた

します。  次 に 、 １ ６ 款 ２ 項 ４ 目 農 業 費 補 助 金

１，０１７万６，０００円は、農業委員会補助金

と食料安定供給特別会計交付金であります。 

○委員長（佃 昌樹）農業委員会検討委員会を

立ち上げて協議中だということの事務報告があり
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ました。委員の皆さん、質疑ございますか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）質疑はないと認めます。 

 委員外議員、質疑ございますか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）質疑はないと認めます。 

 以上で、農業委員会事務局を終わります。御苦

労さまでした。 

────────────── 

   △農政課の審査 

○委員長（佃 昌樹）次に、農政課の審査に入

ります。 

────────────── 

   △議案第５９号 平成２５年度薩摩川内市

一般会計予算 

○委員長（佃 昌樹）一般会計予算について、

まず部長の概要説明を求めます。 

○農林水産部長（小柳津賢一）まことに申しわ

けございません。失念をしておりまして、準備を

ちょっとしておりませんでした、まことに申しわ

けございません。 

 申しわけございません、ちょっと協議会に切り

かえていただけないでしょうか。申しわけありま

せん。 

○委員長（佃 昌樹）協議会に切りかえます。 

～～～～～～～～～ 

午後３時４３分休憩 

～～～～～～～～～ 

午後３時４５分開議 

～～～～～～～～～ 

○委員長（佃 昌樹）本会議に戻します。 

○農林水産部長（小柳津賢一）それでは、農政

課の予算の概要について御説明を申し上げます。 

 当初予算概要の７２ページをお開きいただきた

いと思います。 

 中段からでございます。鳥獣被害対策実践事業

といたしまして、こちらは県支出金を用いまして、

鳥獣被害防止施設、防護柵等の設置を行うもので

ございます。２４年度に引き続きまして、こちら

は２５年度、黒木地区の防護柵の設置を予定いた

しております。それと、真ん中、下の丸でござい

ますけど、鳥獣被害調査研究といたしまして、こ

ちらは市単独事業といたしまして、鳥獣被害防止

対策協議会に対しまして補助金を交付する形で、

新たな市単独事業としての鳥獣被害の関係する実

証後の調査研究を行いたいというふうに考えてお

ります。 

 それから、７７ページをお開きいただきたいと

思います。 

 上段及び中段でございます。産地農業後継者支

援事業、中段は産地農業活性化支援事業でござい

ますが、こちらは平成２２年度から実施している

事業でございますけれども、市単独事業といたし

まして、産地後継者、あるいは産地後継者に該当

しないけれども、地域の担い手に該当すると認め

られる農業者の方々に対しまして、主に機械の導

入、トラクター等の機械の導入、施設等の導入に

対する助成を市単独事業で行うものでございます。 

 それから、お開きいただきまして７８ページ、

お願いいたします。中段でございます。 

 青年就農給付金事業につきましては、これは

２４年度から実施されているもので、国の事業で

ございます。人・農地プランというプランを各地

域ごとにつくりまして、こちらに位置づけられた

担い手農家、おおむね４０歳未満の担い手農家で

ございますけれども、こちらにつきまして、プラ

ンに位置づけられますと、大体年間１５０万円と

いうことで交付されるものでございます。こちら

につきましては、２４年度から９月補正で半年分

でございますけれども、約１１名分、一人頭

７５万円ということで予算をいただいております

けれども、来年度につきましては、記載のとおり、

半期分で４名、全期分で１６名、合わせて

２，７００万円、農政課関係で、耕地関係で

２，７００万の予算を計上しております。 

 それから、すぐその下でございますけど、就業

定着支援事業につきましては、昨年秋の富士通の

撤退問題等を受けまして、昨今の経済状況に鑑み

まして、サラリーマン等であられた方が、新たに

農業に就農する場合に、産地農業後継者支援事業、

あるいは産地農業活性化支援事業と同等の仕組み

で、機械・施設の導入に対して新たに支援をする

ものでございまして、こちらは２５年度からの新

規事業でございます。 

 それから、６次産業化推進事業、次のページの

１番上でございますけれども、こちらは２５年度

におきまして、新たな市単独事業としてのビジョ

ンの策定、あるいは条例の制定といった部分を目

指して、２６年度から新たな制度の施行を目指し

て検討を進めるものでございます。 
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 大変失礼いたしました。以上でございます。 

○委員長（佃 昌樹）引き続き、当局の補足説

明を求めます。 

○農政課長（中村清人）農政課に係る平成

２５年度当初予算のうち歳出予算の概要について

御説明申し上げます。 

 予算調書の１５０ページをお開きください。 

 緊 急 雇 用 創 出 事 業 臨 時 特 例 基 金 事 業 費

１，６０３万４，０００円は、農業公社で就農希

望の離職者を雇用し、研修を行う６名の作業員の

経費１，２７６万８，０００円と、集落営農組織

の経営安定に向けて、四つの農事組合法人で農繁

期に６カ月間離職者を雇用する経費３２６万

６，０００円でございます。 

 続きまして、農業総務費３億７，１３７万

２，０００円は、農業振興全般に係る人件費や各

種負担金と研修及び農産物加工施設の管理運営に

係る経費です。人件費は農政課職員１５名、各支

所産業建設課職員２２名と営農専門指導員及び農

産物加工センターの嘱託員７名でございます。 

 農業振興基本計画策定業務委託費１，０００万

円は、農業振興を総合的かつ計画的に推進するた

めに、平成２６年度から平成３０年度までの５カ

年の第２次農業振興ビジョンを策定する経費及び

農林漁業者の所得向上と経営の安定を目的に、

６次産業化の推進に必要なビジョンを策定する経

費でございます。 

 祁答院大村北部生活センター等管理業務委託費

１，４３１万５，０００円は農政課で所管する五

つの施設を指定管理に委託する経費と施設維持管

理費が主なものでございます。 

 一番下の農商工連携チャレンジ起業支援補助金

２９０万円と農商工連携支援補助金３５０万円は、

商工振興課から事務移管した支援補助金です。こ

の事業は市内の農林漁業者と連携し、新商工開発

や販路拡大などを行う商工団体が負担する経費に

ついて補助金を交付することで、農商工連携推進

を図ることを目的としております。 

 次に、１５１ページをお開きください。 

 農 業 振 興 育 成 事 業 費 １ 億 ５ ， ５ ９ １ 万

８，０００円は、農業振興に伴う各種団体への補

助及び担い手育成に係る経費です。 

 ま ず 、 中 山 間 地 域 等 直 接 支 払 交 付 金

８，４３９万７，０００円は、市内の中山間地域

５１地区が共同で農道、水路等を維持管理しなが

ら、農地維持活動をされています。この５１地区

への交付金でございます。 

 次 に 、 鳥 獣 被 害 対 策 実 践 事 業 補 助 金

３，２９６万４，０００円は鳥獣の防護柵設置に

係る経費です。負担割合は国５５％、県２７．

５％、市１２．５％で、平成２５年度は２地区で

金網防護柵、約８キロを計画しております。 

 次 に 、 戸 別 所 得 補 償 制 度 協 議 会 補 助 金

１，０５０万円は、薩摩川内市農業再生協議会に

補助するものですが、米等の戸別所得補償制度に

係る事務費で全額国費となります。 

 補助金ほか１２件、２，８０５万７，０００円

は、集落営農組織等支援の新たな地域担い手育成

事業費６００万円、農業農村活性化推進施設整備

事業４４９万１，０００円、市単独事業の鳥獣対

策事業費６０１万円及び産業祭開催事業費

３６０万円等が主なものでございます。 

 次に、農業公社運営事業費です。これは農業公

社の事業運営に要する経費です。経費内容としま

しては、負担金と補助金で運営負担金４５０万円

は、これは農業公社の形態が公益社団法人である

ために、社員である薩摩川内市が年間会費として

拠出するものです。また、運営補助金６２０万円

は、農業公社が実施しております農作業受委託事

業、農地利用集積円滑化事業、新規就農者研修事

業の３事業に取り組むために補助するものです。 

 続きまして、１５２ページをお開きください。 

 園芸振興育成事業費８，７０７万７，０００円

は、野菜・果樹などの生産体制の確立を図り、農

業経営の安定と所得向上を図るために要する経費

です。 

 薩摩川内市農産物販売促進協議会負担金

２８０万円は、市とＪＡ及び生産者団体が構成員

となって設立したもので、この協議会では重点品

目を中心とした農産物の販売促進活動やＰＲ活動

を展開し、東京、名古屋、大阪及び海外の香港、

シンガポールなどの消費地での販売宣伝活動や大

手市場との商談や、地元での地産地消活動、地元

農産物の消費拡大を図っていくこととしておりま

す。 

 園芸振興協議会負担金等１００万円は各種協議

会負担金でございます。 

 薩 摩 川 内 市 青 年 就 農 給 付 金 事 業 給 付 金

２，７００万円は、経営の不安定な就農初期段階

の青年就農者に対して、経営が軌道に乗るまでの
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間を支援するために、年間１５０万円、最長５年

間を限度として給付金を支給するもので、継続が

７名、新規が１３名の予定となっております。全

額が県を経由しての国庫負担となります。 

 予 算 額 で す け れ ど も 、 農 政 課 で ７ 名 、

１，４００万円、畜産課で２名、４００万円、林

務水産課で１人、２００万円、合計１０名で

２，０００万円でございます。 

 次 に 、 産 地 農 業 後 継 者 支 援 事 業 補 助 金

１，９９６万１，０００円ですが、この事業は

５５歳以下の認定農業者等を後継者と位置づけて

支援するもので、機械、施設や優良種苗の購入や

小規模基盤整備に対して事業費の２分の１以内を

助成するものです。 

 なお、本事業の周知につきましては、広報薩摩

川内、市ホームページで説明会の案内を行いまし

て、事業説明会を実施したいと考えております。

新規事業就業定着支援事業は以上でございます。 

 それでは、予算調書の１５２ページに返ってく

ださい。 

 就業定着支援事業補助金１，４００万円は新規

事業でございます。企画経済委員会資料で御説明

申し上げますので、資料の１ページをお開きくだ

さい。 

 新規就農者支援金補助金７５０万円ですけれど

も、これは従来からある事業でございます。薩摩

川内市農業公社研修生を支援するもので、５名分

を予算措置してございます。 

 資料を御説明する前に、今現在の本市において、

機械、施設等を個人で取り組める補助事業ですけ

れども、先ほど部長のほうからもありましたよう

に、産地農業後継者事業、産地農業活性化支援事

業があります。事業対象者は、薩摩川内市の場合、

所得目標３５０万円の経営に取り組んでいる認定

農業者や、認定農業者を目指している新規農業者

等を対象にしておりまして、現に、大規模経営さ

れている方や、今後、規模拡大等により大規模経

営を進めていく方でございます。今回の新規事業

につきましては、富士通等を離職する５０歳代の

兼業農家の方を想定し、認定農業者を目指す経営

まではいかなくても、就業３年後には農業所得が

認定農業者目標所得であります３５０万円のおお

むね半分、１７５万円以上を目指す担い手農家志

向の方の支援ができるように計画したところでご

ざいます。 

 補助金ほか５件、１，２８３万６，０００円は

農業・農村活性化推進施設等整備事業３６０万

２，０００円、活動火山周辺地域防災営農対策事

業４４７万２，０００円等が主なものでございま

す。 

 続きまして、歳入の主なものについて御説明申

し上げます。予算調書の３６ページをお開きくだ

さい。 

 使 用 料 の う ち 農 林 水 産 使 用 料 １ ７ ２ 万

５，０００円、農業使用料は各地域農産物加工セ

ンター使用料が主なものでございます。 

 次に、３７ページ、県補助金のうち農林水産業

費補助金、農業費補助金の主なものは、鳥獣被害

対策実践事業補助金２，８４４万３，０００円、

米生産調整推進事業補助金１，０５０万円、６行

目の中山間地域等直接支払交付金６，３２９万

７，０００円、中ほどの活動火山周辺地域防災営

農対策事業補助金４１５万３，０００円、その下

の青年就農給付金事業補助金３，８２５万円のう

ち農政課分は２，７００万円です。以上が主なも

のでございます。 

 それでは資料をお開きください。 

 目的ですけれども、他産業からの農林水産業へ

の就業定着を促進し、地域産業の活性化を図ると

してございます。事業内容ですけれども、機械、

施設の導入の助成。要件ですけども、６項目ござ

います。お目通しいただきたいと思います。 

 最後になります。次に、債務負担行為について

御説明申し上げます。予算書の８ページをお開き

ください。  補助金の額は、補助対象経費の２分の１以内ま

たは２００万円のいずれか少ない額。補助対象経

費は施設、機械。事業実施２年後、３年後に決算

書の提出ということで、報告書を出していただき

たいと考えております。補助金の返還ですけれど

も、就業後３年以内に本市を転出または他産業に

従事した場合、交付をすることが適当でないと認

めた場合ということでしてございます。 

 第２表の一番下の欄、農業近代化資金利子補給

は、融資を受けた資金の返済の完了する日まで、

市が１％を上限に助成するものでございます。 

 以上で説明を終わります。御審査方よろしくお

願いいたします。 

○委員長（佃 昌樹）ただいま当局の説明があ

りましたが、これより質疑に入ります。御質疑願
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います。 

○委員（森永靖子）陽成町の農産物加工セン

ターは、市民がいろいろなものをつくるために、

習いにというか、つくらせていただくためにだけ

しか使えないものなんですか。自分たちで例えば

食生活改善グループがそこに行って何かをつくり

たいというときなどにも、団体として使えるんで

すか。 

○農政課長（中村清人）はい、使用できます。 

○委員長（佃 昌樹）予算についてですので、

次に所管外がありますから、そこのところでやっ

ていただければ。 

○委員（森永靖子）使用料が出てきたので、説

明の中で使用料があったもので。 

○委員長（佃 昌樹）わかりました。どうぞ。 

○委員（森永靖子）そのときにしっかり詰めま

す。 

○委員長（佃 昌樹）ありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）質疑はないと認めます。 

 委員外議員の発言を許します。 

○議員（井上勝博）補助金、青年就農給付金と

か新規就農支援金とかあるんですが、新規の方々

はこういう制度があるんだけれども、先ほどちょ

っと私、ちょっと外へ出たために聞き漏れたもの

もあったかもしれんですけれども、例えば新規で

はないんだけど、収入が安定していない、もう一

段レベルアップしたいという農業者に対して、何

か補助金制度というのは、説明があったんでしょ

うか。ちょっと何かあったような気がしたんです

けど、そういうのあるんですか。 

○農政課長（中村清人）今、２事業、市の単独

で、活性化、後継者事業というのをしております。

これはあくまでも認定農業者の方、そしてまた認

定農業者を目指す、大規模化を目指す方、こうい

う方々には、２分の１なり３分の１なりの補助金

を出しております。 

○議員（森満 晃）定着支援事業について、

３の事業要件の④生活費の確保を目的とした国の

事業による給付を受けてない者の、生活費の確保

を目的とした国の事業というのは、ちなみにどう

いったものですか。 

○農政課長（中村清人）森グループ長に答弁さ

せます。 

○営農指導グループ長（森  隆）ただいま

の質問についてお答えいたします。 

 生活費の確保を目的としたというものにつきま

しては、離職者がまず離職した際に、失業保険を

もらうケースがございます。この事業を活用する

際には、失業保険のほうは停止をしていただくと、

あくまでも就農ということで、就職をしたという

意思表示のもとに補助事業を実施したいと考えて

おります。 

 それと、そのほかとしましては、生活保護とか、

あと本件に若干出ましたが、青年就農給付金とい

うことで出てございますので、重複した支援は一

応対象としないというふうに考えているところで

す。以上です。 

○委員長（佃 昌樹）質疑は尽きたと認めます。 

────────────── 

   △所管事務調査 

○委員長（佃 昌樹）次に、所管事務調査に入

ります。 

 当局から所管事務について報告をお願いします。 

○農政課長（中村清人）特にございません。 

○委員長（佃 昌樹）当局のほうは特にござい

ませんということですが、委員の皆さんのほうか

らございませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）質疑はないと認めます。 

 次に、委員外議員の発言を許します。 

○議員（井上勝博）こういういろんな補助制度

があって、例えば、こういう補助制度について、

この企画政策委員会の資料で就業（第１次産業）

定着支援事業なんかは、こういうふうに非常にわ

かりやすいものになっているわけです。しかし、

例えば青年就農給付金事業になると、経営の不安

定な就農初期段階において、一体初期段階ってい

つまでなんだろうかとか、そういう詳しいものを、

例えばこんなふうにして、パンフレットにして、

各、本庁とか支所において、誰でも見て、自分は

こういうのが使えるじゃないだろうかというもの

が見つけられるようなふうにできないんでしょう

か。相談すればいろいろ教えてくれるということ

なんだけど、自分で確かめる意味でのそういう便

利なパンフレットみたいなものを、配る必要はな

いと思うんですけど、支所へ行けば見られるとか、

そういうのはあるんでしょうか。 

○農政課長（中村清人）これは国の事業で、

人・農地プラン等の一体化ということになってお
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りまして、この資料等については、各支所も置い

ていると考えております。きれいにまとめたのが

ありますので、後でまた差し上げてもいいと思い

ますが。 

 １枚おめくりいただきまして、８０ページの中

段でございます。甑獣医師委託、こちらは継続事

業でございますけれども、甑地域を巡回、指導等

に対応していただく獣医師さんを甑駐在という形

で、１週間単位で上島、下島を巡回していただく

獣医師の委託事業でございます。 

○議員（井上勝博）自分に合ったものはどうい

うのがあるだろうかというのを探すのに便利なパ

ンフレットみたいになっているんでしょうか。  それから、８０ページの下の段でございますけ

ど、優良家畜保留導入助成事業、優良な血統、体

型等にすぐれた優良な雌の子牛等をこの地域に残

していくと、今後も残していくという名目で、ご

らんのような金額で１頭当たりの奨励金を支給し

ているものでございます。 

○農政課長（中村清人）全ての事業が一緒にな

ったようなものですね。それらについては、また

今後研究させてください。 

○委員長（佃 昌樹）それぞれの農業者が見れ

る補助金の一覧表みたいなものというのは、ある

わけですね。  それから、次のページの８１ページの一番下で

ございます。家畜防疫対策事業でございますけれ

ども、平成２２年の口蹄疫、それから鳥インフル

エンザ等々の発生を受けまして、家畜伝染病予防

法が改正をされております。それを受けまして、

市といたしましても、さまざまな対策をというこ

とで、こちらに記載のとおり、施設等の整備に係

る支援ですとか、あるいは消毒薬の備蓄等の事業

を実施している事業でございます。 

○農政課長（中村清人）詳細にこのようにした

のを一冊にしたのはない、その程度のものなんで

すけれども、今後つくっていきたいと考えます。 

○委員長（佃 昌樹）質疑は尽きたと認めます。 

 以上で、農政課を終わります。御苦労さまでし

た。 

────────────── 

   △畜産課の審査 

○委員長（佃 昌樹）次に、畜産課の審査に入

ります。 

 それから、１枚おめくりいただきまして、

８２ページ、中段、下段でございます。こちらは

農政課のところでも御説明をいたしましたけれど

も、こちらも産地農業後継者支援事業、産地農業

活性化支援事業ということで、補助率等に差がご

ざいますけれども、一定の基準に該当する認定農

家あるいは認定農家には該当しないけれども、将

来認定を目指すような担い手農家に対しまして、

市単独事業で担い手育成の観点から支援をいたす

ものでございます。 

────────────── 

   △議案第５９号 平成２５年度薩摩川内市

一般会計予算 

○委員長（佃 昌樹）一般会計予算について、

まず部長の概要説明を求めます。 

○農林水産部長（小柳津賢一）先ほどは大変失

礼をいたしました。 

 それでは、予算概要の７９ページをお開きいた

だきたいと思います。畜産課でございます。中段

からです。 

 それから、次のページ、８３ページの一番下で

ございますけど、こちらも市単独事業といたしま

して、こちらも継続事業でございますけれども、

水稲農家と畜産農家が連携をいたしまして、ＷＣ

Ｓ、ホールクロップサイレージといいますけれど

も、飼料用の稲を栽培・収穫することで、自給飼

料の確保を図るようなモデル団地を設置するため

に、予算措置をしているものでございます。 

 中段、就業（第１次産業）定着支援事業、こち

らは今ほど農政課のほうで御審査いただきました

部分の畜産課分です。金額につきましては、あく

までも見込みで、今年度１年間、畜産関係で手が

挙がってくるのではないかという部分で、２名相

当分を措置をいたしてお願いをいたしております。 

 それから、青年就農給付金事業、こちらも農政

課のほうでございましたけれども、こちらも

２４年度後半からしている事業でございまして、

国の事業でございます。こちらも本年度の畜産関

係の見込み分、１，１２５万円を措置、お願いを

いたしているところでございます。 

 それから、１枚おめくりいただきまして、

８４ページの中段から８５ページの上段まで、畜

産基盤再編総合整備事業（第３川薩地区）、それ

から同（北薩地区）、それから草地林地一体的利

用総合整備事業、この一番最後の草地林地一体的

利用総合整備事業は甑島地区を対象としておりま
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して、前者二つは本土のほうなんですけれども、

いわゆる畜産関係の公共事業でございます。公共

事業におきまして、それぞれ記載のとおり、要は

畜産生産の振興の基盤となりますような装置です

とか、関係施設の整備ですとか、畜舎・堆肥舎の

整備ですとか、そういう国の補助をいただきなが

ら、そういう基盤整備を図ろうとするものでござ

います。 

 私からは以上でございます。 

○委員長（佃 昌樹）引き続き当局の補足説明

を求めます。 

○畜産課長（中山信吾）畜産課でございます。

よろしくお願いいたします。 

 それでは、議案第５９号平成２５年度薩摩川内

市一般会計予算のうち、畜産課分について説明を

させていただきます。 

 まず、歳出予算の概要についてでございます。 

 平成２５年度薩摩川内市各会計予算調書の

１５３ページをお開きいただきたいと思います。 

 上段、６款２項１目畜産総務費１億６２９万

９，０００円は、畜産振興の担当職員及び畜産行

政に係る経費でございまして、畜産業務嘱託員

１名及び畜産課職員１０名分の人件費のほか甑地

域における家畜診療業務などの委託料、県有牛貸

付返納のための備品購入費、負担金としまして、

川薩畜産共進会負担金３０万３，０００円、県肉

用牛振興協議会負担金２万円、県畜産協会負担金

１８万４，０００円、川薩ホルスタイン共進会連

絡協議会負担金４万７，０００円、デーリィサ

ポートかごしま負担金１５万９，０００円を計上

しております。 

 また、特別導入事業基金繰出金５，０００円、

優良牛導入資金貸付基金繰出金９，０００円を計

上しているところでございます。 

 続きまして、下段のほう、畜産振興育成事業費

でございます。これにつきましては、１億

８，６０４万円でございまして、各種畜産共進会

及び畜産振興に係る各種補助事業等に係る経費で

ございます。 

 負担金といたしまして、畜産基盤再編総合整備

事業負担金等１億１５３万円、補助金といたしま

して活動火山周辺地域防災営農対策事業補助金と

しまして、２地域、１，４５５万４，０００円、

産地農業後継者支援事業補助金としまして、８名

分、１，３１３万５，０００円、青年就農給付金

事 業 補 助 金 と い た し ま し て １ ０ 名 分 、

１，１２５万円、その他畜産振興に係ります

１４件の補助金といたしまして４，０５６万

５，０００円を計上いたしているところでござい

ます。 

 以上のとおり、平成２５年度予算におけます畜

産課の歳出予算につきましては、平成２４年度予

算とほぼ同様の内容となっておるところでござい

ますが、畜産振興育成事業費のうち補助金につき

まして、さきに農政課で説明がございましたが、

農業の従事経験がある方が、他産業から第１次産

業に就業する際に、機械、施設の導入助成を行い、

就業定着と地域産業の活性化を図ることを目的と

した就業（第１次産業）定着支援事業の畜産課分

としまして２名分、４００万円を新規事業として

計上させていただいておるところでございます。 

 また、口蹄疫等の家畜伝染病の発生防止対策に

つきましては、例えば口蹄疫につきましては、現

在も中国、台湾等では散発的に発生していること

から、これら近隣諸国での発生状況等の情報と自

主防疫の徹底を畜産農家や市民に周知・広報する

とともに、本市独自の取り組みとしまして、平成

２３年度から取り組んでおります畜産農家代表と

畜産関係職員で構成します家畜自主防疫班により

ます農家巡回を年２回実施するなど、農家レベル

での自主防疫の徹底に努めているところでござい

ます。 

 また、家畜防疫対策事業におきましては、先ほ

ど部長からも説明がございましたとおり、車両消

毒に必要な施設整備に係る一部助成等を予算計上

するなどの取り組みによりまして、本市から口蹄

疫等の家畜伝染病が発生しないように取り組んで

いるところでございます。 

 以上が、歳出予算の概要でございます。 

 続きまして、畜産課に係ります歳入の主なもの

について説明をさせていただきます。 

 同じく予算調書の３８ページをお開きいただき

たいと思います。 

 まず、最上段でございます。使用料のうち農林

水産使用料２６万円、農業使用料は、下甑堆肥セ

ンター使用料が主なものでございます。 

 一つ飛んでいただいて、県補助金のうち農林水

産業費補助金１，３５１万５，０００円、農業費

補助金は、活動火山周辺地域防災営農対策事業補

助金でございます。 
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○委員長（佃 昌樹）次に、所管事務調査に入

ります。 

 その下、財産運用収入のうち財産貸付収入

４５万９，０００円、土地建物貸付収入は、甑地

域におけます牧場等の貸付料でございます。  当局から説明をお願いします。 

○畜産課長（中山信吾）特にございませんが、

ここで協議会に切りかえていただければと思いま

すけれども。 

 一つ飛んで、財産売払収入のうち物品売払収入

４５０万１，０００円、物品売払収入は、甑地域

におけます県有牛譲渡代金１１頭分でございます。 

○委員長（佃 昌樹）協議会に切りかえます。  そ の 下 、 雑 入 の う ち 雑 入 ６ ， ６ ７ ５ 万

９，０００円、雑入は、畜産基盤再編総合整備事

業等畜産公共事業実施に係ります事業参加者負担

金が主なものでございます。 

～～～～～～～～～ 

午後４時２６分休憩 

～～～～～～～～～ 

午後４時２８分開議  続きまして、債務負担行為について説明をさせ

ていただきたいと思いますので、予算書、予算に

関する説明書の９ページをお開きいただきたいと

思います。 

～～～～～～～～～ 

○委員長（佃 昌樹）本会議に返します。以上

で、畜産課を終わります。御苦労さまでした。 

──────────────  第２表、債務負担行為の１行目、特別農協有牛

導入等事業資金利子補給で、期間は平成２６年か

ら平成３０年までの５年間、限度額は畜産農家が

経営安定のために農協から融資を受けた額の利子

補給額としております。これは、薩摩川内市特別

農協有牛導入等事業利子補給金交付規則に基づき

ますもので、和牛生産農家が当該事業を活用して

繁殖雌牛を購入した場合、資金貸し付けに係る利

子のうち１％を市が利子補給するものでございま

す。 

   △林務水産課の審査 

○委員長（佃 昌樹）それでは、次に林務水産

課の審査に入ります。 

────────────── 

   △議案第５９号 平成２５年度薩摩川内市

一般会計予算 

○委員長（佃 昌樹）一般会計予算について、

まず部長の概要説明をお願いいたします。 

○農林水産部長（小柳津賢一）それでは、林務

水産課の予算の概要を御説明をいたします。  以上で説明を終わります。よろしく御審査賜り

ますようお願いいたします。  平成２５年度当初予算概要の８５ページをお開

きいただきたいと思います。中段以降でございま

す。主なものを御説明いたします。 

○委員長（佃 昌樹）ただいま当局の説明があ

りましたが、これより質疑に入ります。御質疑願

います。  まず、森のめぐみの産地づくり事業でございま

すけれども、こちらは新規事業でございます。事

業としては継続なんですが、中身を大幅に見直し

をいたしました。 

○委員（宮里兼実）今、甑島には、肥育、生産、

島全体で何頭ぐらいおりますか。 

○畜産課長（中山信吾）甑島におきましては、

肉用牛の繁殖農家、いわゆる生産農家だけでござ

います。上島で２戸、それから下島で９戸という

ことで、計１１戸の農家がございまして、約

２５０頭の繁殖雌牛が飼われている状況にござい

ます。 

 竹材を伐採をされまして、伐竹されまして、簡

単に言いますと、加工場、業者に納入する者に対

しまして、竹材１キログラム当たり２円の価格の

上乗せ補助をしようとするものでございます。 

 それから、１枚おめくりいただきまして、

８６ページの上段でございます。松くい虫被害対

策駆除事業でございますけれども、こちらは県の

委託金等を活用いたしまして、寄田・唐浜地区等

の松くい虫の被害の防除事業を行うものでござい

ます。 

○委員長（佃 昌樹）質疑はございませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）質疑はないと認めます。 

 委員外議員の発言を許します。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）質疑はないと認めます。  それから、そのすぐ下、中段でございますけど、

ふるさとの森再生事業（林業専用道開設）という

ことで、非常に高率な国の補助事業を活用いたし

────────────── 

   △所管事務調査 
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まして、２４年度の９月補正でも予算をいただき

ましたけれども、林道と作業路との間の中間的な

位置づけといたしまして、林業専用道、こちらを

市有林内、薩摩川内市有林内に整備をしようとす

るものでございます。 

 それから、次のページ、８７ページの中段でご

ざいます。薩摩川内市水産物消費拡大事業でござ

いますけれども、こちらにつきましては、来年度

から若干事業の見直しをいたしております。

２４年度までは毎月１回、最終土曜日と、それか

ら年に１回、１０月末に、それぞれ毎月のほうは

川内・甑とれたて市という形で、それから、毎年

１０月のほうは薩摩川内・こしきお魚まつりとい

う形で、本市の水産物の地産地消と消費拡大を図

るための行事等をしておりますけれども、川内市

漁協、それから甑島漁協等からの御要望もござい

まして、来年度からは薩摩川内・こしきお魚まつ

り、毎年１０月下旬にやっている部分を廃止をい

たしまして、毎月の川内・甑とれたて市の中身を

充実をさせようとするものでございます。中身的

にはごらんのとおりでございます。 

 それから、最後でございますけど、１枚おめく

りいただきまして、８８ページでございます。

８８ページの上段でございますけれども、就業

（第１次産業）定着支援事業、こちらにつきまし

ては、農政課、畜産課のところでそれぞれ御説明、

紹介をいたしましたけれども、同じ事業のスキー

ムは一緒なんですけれども、林務水産課関係の部

分でございます。新規事業でございます。私から

は以上でございます。 

○委員長（佃 昌樹）引き続き、当局の補足説

明を求めます。 

○林務水産課長（堂込 修）それでは、林務水

産課でございます。林務水産課に係る平成２５年

度当初予算について御説明申し上げます。 

 歳出予算のほうから説明しますので、予算調書

の１５４ページをお開きください。 

 ６款４項１目林業総務費では、１億４０万

３，０００円を計上しています。内容につきまし

ては、林業振興推進協議会委員１６名の報酬、一

般職員１３名の人件費と藺牟田池遊歩道整備事業

草払い業務委託などの委託料などが主なものでご

ざいます。 

 負担金につきましては、県造林協会負担金３万

２，０００円、北薩流域森林・林業活性化セン

ター負担金１６万５，０００円、県林業労働力確

保支援センター負担金５万５，０００円、県治山

林道協会負担金８０万１，０００円、北薩地域森

林・林業振興協議会負担金１０万円、県林業構造

改善協議会負担金５，０００円をそれぞれ計上し

ております。 

 下の段の６款４項２目林業振興費の林業振興育

成費では、４，８５４万９，０００円を計上して

おります。内容につきましては、民有林の間伐を

推進するために配置している森林づくり推進員

３０名の活動経費、有害鳥獣捕獲等業務委託、イ

ノシシやシカ等による農林業被害防止のための猟

友会への委託料を計上しております。 

 負担金につきましては、川薩地域たけのこ振興

協議会負担金８万５，０００円を計上しておりま

す。 

 補助金につきましては、林業就労改善推進事業

補助金８６８万５，０００円は、北薩森林組合が

行う民有林間伐に対する補助金が主なものでござ

います。 

 森のめぐみの産地づくり事業補助金７７６万

８，０００円は、竹林改良の促進や竹林管理路に

係る補助金でございます。 

 森のめぐみの産地づくり事業について補足説明

をしますので、予算概要の８５ページをお開きく

ださい。 

 当事業は、県単事業による竹林改良に加え、竹

林改良を促進するために、今年度新たに取り組む

市単独事業でございます。 

 竹林改良に伴い搬出される竹材の買い取り価格

の市場単価に、１キログラム当たり２円上乗せし

て補助するものであり、竹林改良を促進するとと

もに、竹林資源の有効活用、タケノコ生産者の所

得向上を図るものでございます。 

 次に、また予算調書に戻りますが、間伐等森林

環境整備事業補助金４３万４，０００円は、民有

林の間伐に伴う作業路、集材路の開設に対する補

助金であります。 

 交付金につきましては、森林整備地域活動支援

交付金１，３９０万円を計上しております。民有

林の間伐に伴う境界の明確化作業及び森林作業道

の点検、修繕等に対する交付金であります。 

 予算調書の１５５ページをごらんください。 

 同じく６款４項２目林業振興費の松くい虫駆除

費では、１，９３０万４，０００円を計上してい
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ます。内容につきましては、松くい虫被害木の伐

倒駆除及び松くい虫防除に係る無人ヘリでの地上

散布の委託料が主なものでございます。 

 下の段の同じく６款４項２目林業振興費の市有

林管理費では、７０１万１，０００円を計上して

います。内容につきましては、甑地域における市

有林管理人２名の報酬、市有林の森林国営保険料、

市有林管理業務委託料などが主なものでございま

す。 

 予算調書の１５６ページをお開きください。 

 同じく６款４項２目林業振興費の市有林保全整

備事業費では、３，０１６万４，０００円を計上

しております。内容につきましては、市有林の搬

出間伐や市有林作業道の開設を行うためのふるさ

との森再生事業や、鹿島の複層林改良を行うため

の森林環境保全直接支払支援事業及び除間伐材の

運搬業務委託に係る委託料が主なものでございま

す。 

 下の段の６款４項３目治山林道費の治山事業費

では、１，６８０万円を計上しております。内容

につきましては、県費単独補助治山事業測量業務

委託に係る委託料及び県費単独補助治山工事の工

事請負費が主なものでございます。 

 負担金につきましては、県営県単治山事業負担

金８０万円を計上しております。 

 予算調書の１５７ページをごらんください。 

 同じく６款４項３目治山林道費の林道管理費で

は、５，１５８万７，０００円を計上しています。

内容につきましては、林道の除草管理等業務委託

に係る委託料及び林道維持に係る機械借上料、補

修工事費、原材料費などが主なものでございます。 

 負担金につきましては、広域基幹林道紫尾線の

維持管理協議会負担金２０７万１，０００円、林

道台帳の管理負担金４９万円を計上しております。 

 下の段の同じく６款４項３目治山林道費の林道

建設費では、２，８３８万５，０００円を計上し

ております。内容につきましては、林業専用道の

開設に係る測量設計業務委託と工事請負費及び林

道の簡易舗装が主なものでございます。 

 なお、この簡易舗装につきましては、製鉄工場

から発生する高炉スラグを再生した舗装材を活用

するもので、通常の舗装よりも多少強度は劣りま

すが、安価におさまることから、今回試行的に行

うものであります。今後、施工後の耐久性、走行

性などの状況を見て、効果的であれば、また今後

活用していきたいと考えております。 

 予算調書の１５８ページをお開きください。 

 ６款５項１目水産総務費では、６，４９９万

２，０００円を計上しております。内容につきま

しては、一般職員７名の人件費と甑島地域に配置

しています水産専門員２名の報酬、鹿児島県漁業

信用基金協会への出資金などが主なものでござい

ます。 

 負担金につきましては、鹿児島県漁港漁場協会

負担金１２２万９，０００円、北薩地域水産改良

普及推進協議会負担金１３万１，０００円、鹿児

島県水域環境美化推進協議会負担金２万円、甑島

地区水産改良普及事業推進協議会負担金２５万円、

全国市町村水産業振興対策協議会負担金３万円を

計上しております。 

 下の段の６款５項２目水産振興費では、

５，８８０万円を計上しております。内容につき

ましては、甑島地域おけるオニヒトデ・ウニ駆除

事業に係る委託料及び、県道の拡幅事業による甑

島漁協の長浜出張所移転に伴う水産物荷捌施設整

備事業補助金、川内・甑とれたて市の実施に係る

薩摩川内市水産物消費拡大事業補助金、稚魚放流

を行うための豊かな海づくり広域連携事業補助金、

甑島の漁業振興を図るための離島漁業再生支援交

付金などが主なものでございます。 

 負担金につきましては、環境・生態系保全活動

支援事業負担金１２２万５，０００円、宮之城魚

市場協同組合運営費負担金１２万１，０００円を

計上しております。 

 補助金につきましては、水産物荷捌施設整備事

業補助金８１６万円、薩摩川内市水産物消費拡大

事業補助金４９０万円、豊かな海づくり広域連携

事業補助金１９３万９，０００円であります。 

 なお、先ほど部長からも説明があったように、

薩摩川内市水産物消費拡大事業において、薩摩川

内・こしきお魚まつりについては、川内市漁協の

意向により廃止することになりました。今後は、

川内・甑とれたて市を充実させ、引き続き本市水

産物の消費拡大に努めていきたいと考えておりま

す。 

 また、補助金ほか９件、５０５万２，０００円

でありますが、内容につきましては、内水面資源

回復事業補助金１３０万円、養鰻振興事業補助金

１８万円、甑島水産観光促進補助金１００万円、

川内川漁業協同組合放流事業補助金１２万円、薩
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摩川内市漁業近代化資金利子補給補助金９万

３，０００円、甑島地区漁船建造資金利子補給金

１５万７，０００円、甑島地区漁船建造資金利子

補助金３万２，０００円、水産加工６次産業化事

業補助金１７万円、就業定着支援事業補助金

２００万円を計上しております。 

このうち、就業定着支援事業補助金につきまし

ては、補足説明しますので、当初予算概要の

８８ページ、先ほど部長のほうからも説明があり

ましたが、当事業においては、農政課でも説明が

あったと思いますが、水産業にかかわる１次産業

に就業する際、機械や施設の導入に対して補助を

行い、就業者の定着により地域産業の活性化を図

るため、今年度新たに取り組むものでございます。 

 また元に戻りまして、予算調書のほうに戻りま

すが、交付金につきましては、離島漁業再生支援

交付金２，９３７万６，０００円を計上しており

ますが、甑島地域における８集落が行う漁業集落

活動に対する交付金でございます。 

 予算調書の１５９ページをごらんください。 

 ６款５項３目漁港管理費では、１，００６万

５，０００円を計上しております。 

 内容につきましては、市が管理します９漁港と

併設して設置されている緑地広場等の施設を適正

に管理するための経費及び、漁船の安全航行を確

保するための唐浜漁港航路しゅんせつ工事などの

費用が主なものでございます。 

 下段の６款５項４目漁港建設費の漁港県営事業

負担金では、１５０万円を計上しております。 

内容につきましては、甑島地域において鹿児島県

が行う県営事業漁港整備事業負担金１５０万円を

拠出するものでございます。 

 予算調書の１６０ページをお開きください。 

 １１款１項１目現年公共農林水産施設災害復旧

事業費では、林務水産課分として５，９００万円

を計上しております。内容につきましては、林道、

漁港の公共災害復旧に伴う測量委託及び工事請負

費などが主なものでございます。 

 下段の１１款１項２目現年単独農林水産施設災

害 復 旧 事 業 費 で は 、 林 務 水 産 課 分 と し て

２，４０８万３，０００円を計上しております。   

内容につきましては、林道、漁港の公共災害復

旧の対象とならない災害箇所を復旧する経費でご

ざいます。 

 続きまして、歳入の御説明をいたしますので、

戻りまして、予算調書の３９ページをお開きくだ

さい。 

 歳入の主なものは、１３款１項１目農林水産業

費分担金８０万円は、林道事業の分担金として収

入されるものでございます。 

 １５款１項４目災害復旧費負担金３，９２０万

円 、 １ ６ 款 ２ 項 ４ 目 農 林 水 産 業 費 補 助 金

９，１７４万８，０００円、次の４０ページの

１６款２項９目災害復旧費補助金４７５万円につ

いては、歳出に伴いそれぞれ収入されるものでご

ざいます。 

 １７款２項１目不動産売払収入１，５０５万

７，０００円は、市有林の間伐等に伴う立木の売

り払い収入が主なものでございます。 

 続きまして、債務負担行為の説明をしますので、

予算に関する説明書の９ページをお開きください。 

 林務水産課分では、第２表の債務負担行為の

２枚目の上から２段目になりますが、甑島地区漁

船建造資金利子補給について、期間を融資を受け

た資金の返済の完了する日までとし、限度額につ

いては、漁業者が経営安定のために融資機関から

融資を受けた額の利子補給額とし、債務負担行為

を設定するものでございます。 

 これは甑島地区において、漁船建造のために融

資を受けた額の金利の３分の１を市が契約した金

融機関へ補給するものでございます。 

 以上で、林務水産課に係る２５年度当初予算の

説明を終わります。よろしく御審議賜りますよう

お願い申し上げます。 

○委員長（佃 昌樹）ただいま当局の説明があ

りました。これより質疑に入ります。御質疑願い

ます。 

○委員（川畑善照）予算概要の８７ページ、薩

摩川内市水産物消費拡大事業で４９０万円ですが、

例年、ちょうどエネルギー関係で、お魚まつりを

やっとったわけですけれども、その予算がもうつ

かないということで、漁協のほうでは一応やらな

いと。だけどとれたて市が、今現在行われている

んですけれども、私も何回か行ったことあるんで

すが、２時間程度しかないんです。昼の２時から

４時まで。それでやっぱりどうしてもちょっとだ

んだん客足が遠のいているんじゃないかという気

がしますし、それと出張で、駅の東口やらゆった

り館とか、おじゃったモールとかあちこちでやっ

て、そのときは盛大なんです。ですから、このと
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れたて市の出張を、例えば、河川敷の木市なんか

がどんどん廃れてきています。そういう意味で、

やはり横の連携をとるなりして、木市組合とも協

議をしながら、何かそれと商店街の空き店舗対策

も含めて、そういう場をつくるべき、そういうプ

ロジェクトというか、そういう場を提供するべき

じゃないかと思うんです。そういう点ではどうお

考えでしょうか。 

○林務水産課長（堂込 修）今、予算がとれな

くてやめたということをおっしゃいましたが、こ

れは川内市漁協の理事会で決定したことで、それ

は予算がなくてやめたということではございませ

ん。それで、当然、甑漁協にもその旨伝えて、そ

こは了解がとれたということでございます。 

 現在、とれたて市については、おおむね２時間

ということでやっていて、若干集客が最近少なく

なっているというような現状でございます。なの

で、今どうにかそういう広報活動とか、今までは

新聞折り込みだけだったんですが、それをラジオ

とか、何かそういうものを使いながらやっていこ

うということで、今取り組んでいるところでござ

います。 

 また、出張とれたて市については、今、年間

３回やっております。今おっしゃるように、木市

とか、そういう河川敷での開催というのもちょっ

と相談を受けたことはあるんですが、ちょっとま

だその排水の関係とか、そこら辺も当然出てくる

もんですから、ちょっとまだそこら辺まで詰めて、

まだ検討の余地はあるんですが、実施できてない

ところでございます。今後おっしゃるように、そ

ういったイベント等含めて、その開催ができない

か、また検討していきたいと考えております。 

○委員（川畑善照）ぜひそのようにして、でき

るだけ第１次産業と、そういう流通関係の問題も

ですけれども、イベントにどんどん出店していた

だければ、一番お互いにいいんじゃないかなとい

う気がいたしますので、ぜひお願いしたいと思い

ます。 

 それから、その次の、水産加工６次産業化とあ

りますけれども、こういう６次産業化をする場合

に、今、市長も一生懸命、株式会社薩摩川内市観

光物産協会に取り組もうとして一生懸命なんです

が、やはり６次産業となりますと、生産、加工、

流通、そういうのとのつながりをつくっていかな

ければならない、それが一番根本になるのが、今

度できる会社だと思っております。そういう意味

で、やはりその接点役といいますか、そういうの

をやっぱり行政のほうでもリーダーシップをとっ

てやっていったほうがいいんじゃないかと思いま

す。そういうことを、どういうお考えですか。 

○農林水産部長（小柳津賢一）今、委員から御

指摘があった点でございますけど、先ほど農政課

のところで私もちょっと触れましたが、６次産業

化を実際に我々の事業をスタートするのは２６年

度からということで、今いろいろ研究、準備やっ

ています。もちろんそのときに当たって、今回の

観光物産協会、連携するのはもちろんなんですけ

ど、ちょっとそれてしまうかもしれませんが、ほ

かの市町村をいろいろ調べますというと、今、委

員が御指摘あった点、いわゆる加工販売をする中

で、特に加工農家の方々、あるいは漁家の方々が

物を加工したときに、一番大きなハードルという

のは、加工してつくったものをどこに売るかと、

その販路の確保が一番大変だというのが、例えば

九州管内、あるいは関西のほうのいろいろ聞いて

みても、そういうのが大きな課題だということで、

そこの部分はやっぱり非常に大きな課題だと思っ

てます。単なる支援事業云々というその枠を超え

た中で、おっしゃるとおり、今回の観光物産協会

ですとか、あるいは行政、商工観光部とも関係し

てまいりますし、そういう部分をいろんな民間の

方々のお知恵もいただきながら、そういうやっぱ

り連携・ネットワークの場をつくるという部分は、

十分に注力していきたいというふうに考えており

ます。以上です。 

○委員長（佃 昌樹）ここで会議時間の延長を

いたします。 

○委員（川畑善照）検討していっていただきた

いということと、私ども１回、世羅町に視察に行

ったときに、１次産業をされている婦人の方が理

事長でしたけれども、すごくやり手でした。世羅

町の夢市場というて、市をして、そしてインター

ネットで販売されています。さらに、そういう

１次産業の方々が集まって、組合をつくってやっ

ていらっしゃいました。そういうことで、やはり

水産に限らず、農産物を含めて１次産業一緒にな

って、そして流通業界、あるいは加工業界と接点

をつくっていくやり方が、今後一番大事ではない

かなと思ったもんですから、一応一例を申し上げ

ましたけれども、前は蓬莱館も言いました、和歌
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山のとれとれ市場も言いました。いろんなことで、

そういう少なくとも今回、西回り高速もつながり

ますと、すごく環境としてはいい状況になってく

ると思いますので、検討課題として申し上げて、

意見として申し上げます。以上です。 

○委員長（佃 昌樹）意見です。 

○委員（谷津由尚）２点あります。まず１点目

が、６款５項２目水産資源の維持・増大というと

ころなんですが、これは甑島漁協、川内漁協、そ

れと内水面ひっくるめて、シラスウナギが数が減

っているという問題と、甑島においては、キビナ

ゴの漁獲量が激減しているという問題がありまし

て、この資源確保ということに対して、具体的な

方策をちょっとお伺いをします。これが１点目で

す。 

 ２点目です。６款４項２目、これは逆に森林整

備です。本市の荒廃竹林というのは面積が結構あ

るんですけれども、この荒廃竹林の整備に対する

平成２５年度予算が幾らなのかということと、そ

のうち、県の支出金が幾ら張りつけられておられ

るかというのをお伺いします。以上２点です。 

○林務水産課長（堂込 修）まず１点目、資源

の確保についてということでございます。今、委

員おっしゃるとおり、シラスウナギについては、

資源がかなり、シラスがとれていないという状況

であります。昨年が３２キロちょっとぐらいとれ

ております。今の現在が、あとまだ手すくいのほ

うが３月まであるんですけど、１７キロちょっと

しかまだとれていないというようなふうで、すご

い枯渇しています。 

 この資源保護については、県のほうが、多分、

新聞にも報道されているように、今、下りウナギ

をもうとらないように、そこの保護に努めるとい

うようなふうに、県のほうの方策としてはなって

おります。我々シラスについては、市のほうで特

別な策はないんですが、県のほうでそういう親ウ

ナギの下りウナギをとらないというような方策も

とられております。 

 あと、魚については、タイとかヒラメとか、そ

ういったものの放流を各漁協で行っていると、そ

ういったものでタイも当然行っておりますが、そ

ういう魚の放流を行うことで、資源が回復すると

いうことで努めております。 

 それと、荒廃竹林については、先ほど言ったよ

うに、今回、予算が、この森のめぐみの産地づく

り事業補助金７７６万８，０００円のうち、今回

新たに上乗せする運搬に係る補助金が６００万円

ございます。それで、竹林改良については、その

６００万円以外が、県費の補助ということで、今

までやっていた補助事業を活用し、新たにこの

６００万円を上乗せ補助に活用したということで

ございます。 

○委員（谷津由尚）済みません、ありがとうご

ざいます。キビナゴに対する具体的方策がありま

すか。あったらお答えください。それと、済みま

せん、荒廃竹林に対して、県の補助金、大体丸め

た数字でいいですから、ちょっと教えてください。 

○林務水産課長（堂込 修）キビナゴについて

は、これは甑でやっているんですが、網目調整を

やっております。網目で調整して、それ以下のも

のはくぐり抜け、刺し網でとっているんですけど、

以下のものはくぐり抜けると。そしてあとは、産

卵場所については、とらないところを決めている

とか、そういった資源確保をやられているという

ことでございます。 

 竹 林 の 改 良 に 係 る 県 の 補 助 金 は ５ ５ 万

１，０００円という補助金になっています。これ

は森のめぐみの産地づくり事業補助金の中の県分

が５５万１，０００円ということでございます。 

○委員（谷津由尚）わかりました。甑島の漁協

さんでは、行政視察で行かさせてもらったんです

が、その産卵場所ではとらないという、それはそ

うなんですけれども、やはり個人の方の生活もか

かってて、なかなかそれをみんな一緒になって、

じゃあ、そうしようというふうになかなか呼吸が

合わないというか、意見がなかなか決まりにくい

ということもおっしゃっておられましたんで、ち

ょっと市のほうとしてサポートされたほうがいい

のかなというふうに思っています。ちょっとそれ

は確認をしてください。 

 それと、県からの竹林荒廃に対しては５５万

１，０００円という支出があるということなんで

すが、結局市・県民税で５００円というのが、こ

れは均等割で市・県民税ずっと乗っているわけで

すね。その納入度合いからいっても、薩摩川内市

へのバックというのは、これを含めて幾らかある

んでしょうけども、その辺のことを考えたときに

どうなんですか、この荒廃竹林に対する５５万

１，０００円というのは、リーズナブルな金額な

んですか。 
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○林務水産課長（堂込 修）県の環境税の分だ

と思いますが、その分については、森づくり推進

員という方々を３０人配置しておりますけど、そ

の方々の費用は全てその費用から捻出されており

ます。そのほかにです。だから、この竹林改良に

限 っ て は 、 今 、 話 を し た よ う に 、 ５ ５ 万

１，０００円がそちらのほうから来ているという

ことでございます。 

 環境税については、市だけじゃなくて、民間の

ほうに直接いっている補助金がございます。これ

２３年度でまとめた薩摩川内市管内の環境税の総

額 は 、 こ れ は も う 税 額 で ２ ， １ ４ ８ 万

２，０８９円というような額になっております。

これについては、民間が行う間伐整備とか、あと

路網整備とか、そういったものに係る費用という

ことでございます。 

 そのうち、うちの薩摩川内市の分については、

先ほど言ったように、森づくり推進員、これは民

有林の山をずっと見て回って、ここは間伐したほ

うがいいよとか、そういったことを情報提供する

役目をしていますが、その方々の費用と、先ほど

言ったように、竹林の森のめぐみの産地づくり事

業の補助金がそこに充てられているということで

ございます。以上です。（後刻訂正発言あり、本

ページ参照） 

○委員（谷津由尚）県の支出金、環境税からの

支出金については、年によってばらつきがあるん

で し ょ う け れ ど も 、 今 、 ２ ， １ ４ ８ 万

２，０００円とおっしゃいましたが、やはり納入

金額に匹敵する、３年、４年スパンで見た場合、

平均的にその額に値するんだというようなバラン

スが本当にとれているのかというのは、やはり検

証していただきたいと思います。いずれにしても、

本市の荒廃竹林ですとか、その辺の管理において

は、定期的にやっていかないと、竹林の場合は

５年で再生しますんで、１回やったからってほっ

ておいたら、もとに戻りますんで、その辺の重点

的な考え方の調整というのもひっくるめてお願い

をします。以上です。 

○林務水産課長（堂込 修）ちょっと先ほど私

が言ったことに対して訂正をしておきます。森の

めぐみは、済みません、環境税ではございません

でした。以前、昨年やっていた竹林改良では、里

山機能回復事業という竹林改良等をやっていたん

ですが、その分が環境税ということで、ちょっと

私が勘違いしてございました。これは訂正いたし

ます。（本ページの発言を訂正） 

○委員（森永靖子）もう一回聞かせてください。

この町なか開催の３回程度というのについて、今、

検討していると言われましたが、企画経済委員会

で甑島に行かせていただいたときに、阿久根、串

木野あたりがやっているように、どんどん食べさ

せてっていう方法はとれないんですかと聞いたと

き、市のほうで予算を組んで、それなりのものが

あれば、どんどんこっちから送るっていうような

話もあったんですが、やはりつくって売る販路拡

大にどんどん力を入れておられますけど、つくっ

て食べさせてみる方法も、初期の段階かなという

ふうに感じるんですが、まず市民に、自分のとこ

ろに、甑島の魚をどんどんつくって食べさせてみ

る方法として、３回、町なか開催をやられるのに、

方法をもっと具体的に説明してほしいと思います

が、どのようなことを考えておられるのか。先ほ

ど川畑委員のほうもおっしゃいましたけれども。 

○林務水産課長（堂込 修）出張とれたて市に

ついては、ゴールデンウィークとか、あと年度末

もやってますけど、販売のほうに、今、力入れて

やっているところでありますが、今おっしゃるよ

うに、今さばき方教室とか、そんなもので、小・

中学校を対象として、そういうさばき方教室

を……。 

 この町なかでやるものについては、今のところ

は販路拡大するというか、要は魚を売る側に重き

を置いてやっているということでございます。そ

れが、必然的に、当然そこで魚をさばいてやって

いるわけですが、それが魚食普及につながればと

いうようなふうには考えています。以上です。 

○委員（森永靖子）川畑委員が聞かれても、私

が質問しても、同じようなあれでちょっと核心を

得ませんが、もっと売る方法だけも結構かと思い

ますけど、来られた人たちに食べさせてみる方法

も考えてみていただきたいというふうに、意見と

して申し上げたいと思います。 

 それと、次の小学生を対象としたさばき方教室

ですが、小学生のこのことについてもっと詳しく

教えてください。 

○林務水産課長（堂込 修）今、今年度予定し

ておりますのが、年に５回程度、市内の小・中学

校を対象に、このさばき方教室を開催したいと考

えております。なかなか魚をさわったこともない
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とか、そういった子どもさんたちも結構多いとい

うことで、こういったことを通じて、魚に対する

魚食普及ができればというようなふうで、このよ

うなさばき方教室を開催したいと考えております。

以上です。 

○委員（森永靖子）幼稚園・保育園を対象とし

た魚のさばき方を２４年度中して回ったんですが、

祁答院が魚に恵まれないということで、祁答院の

幼稚園・保育園では非常に握ってみて喜んで、さ

わってみて喜んでいる様子がうかがえました。で

すから、今回、小学校・中学校をこういう形でし

てくださるといい方法だなと思いますけれども、

男性の料理教室等をずっと担当しておりますと、

釣るだけは釣ってくるけれども、全然さばき方が

できないという人たちがいるということで、男性

にもさばき方教室をしてほしいという要望がたく

さんあるんですが、今回はこの小・中学校だけな

んですね。 

○林務水産課長（堂込 修）それについては、

とれたて市のほうで、さばき方教室コーナーとい

うのをつくっております。だから、そういったと

ころを活用していただければ、そこにありますの

で、そこで一人ついてそういうさばき方を教えら

れるんじゃないかなと考えております。以上です。 

○委員（森永靖子）しつこいようで済みません。

そのとれたて市が２時から４時までたった２時間

の間でそこまで行けない人たちを、何とかそうい

う方法でやってみようということになりませんか。 

○農林水産部長（小柳津賢一）先ほどちょっと

川畑委員からいただきました６次産業化との関連

も若干ありますので、私のほうからもちょっと説

明・補足をさせていただきたいと思います。 

 ちょっと御答弁になるかどうかわからないんで

すけれども、先ほど私が川畑委員の御質問に対し

て答弁をいたしましたのは、簡単に言いますと、

個々の事業者ベースでの商品開発、あるいは商品

の販路拡大という話でございます。ある農家さん、

あるいは漁家さんが、自分のとっている、あるい

は自分のつくっている作物を一手間加えて、所得

向上の観点から一手間加えて、付加価値をつけて

売ろうとしたときに、要はつくっても売る先がな

いという部分において、どういうサポートができ

るかという部分を、先ほど御意見をいただいたと

いうふうに認識をいたしましたので、その意味で、

庁内の関係部課、あるいは観光物産協会とも連携

をしながら、そういう出会いの場をつくりたいと。

要はミクロベースの話を御説明したつもりです。 

 今、森永委員から御指摘をいただきましたのは、

市の水産物の消費拡大ということで、どちらかと

いうとマクロの話じゃないかなというふうに思っ

てます。とりあえず今、予算上は、３回という形

で、町なか開催ですとか、あるいはさばき方教室

ということで、いろいろ予定はしておりますけれ

ども、今非常に貴重な御意見を委員からもいただ

きましたので、その予算の中で今年度からできる

かどうかわかりませんけれども、来年度以降も含

めて、そういう市全体の生産された、薩摩川内市

産のお魚の消費拡大のために、いろいろ手を尽く

して、中身の拡充も含めて考えていきたいという

ふうに思います。以上でございます。 

○委員長（佃 昌樹）当然、町なか開催が３回

ありますし、さばき方が５回というふうに回数を

載せて、予算化されています。それについて、一

定程度の計画の要綱はお出しになる予定ですか。 

○林務水産課長（堂込 修）今の件については、

川内・甑とれたて市の実行委員会の中で、そうい

う計画についてはもまれていきますので、そこで

策定されて、それに基づいた形で実行していくと

いうようなふうになっております。以上です。 

○委員長（佃 昌樹）ほかにありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）質疑は尽きたと認めます。 

 委員外議員の発言を許します。 

○議員（井上勝博）先ほどのシラスウナギの件

なんですが、かなりこれ深刻になっていると思う

んですが、下りウナギをとらないという対策なん

だと。これは川をおりて産卵に向かうウナギをと

らないという意味なのかと思うんですけれども、

これはそれで相当効果があるものなのか、その下

りウナギをとる業者がいらっしゃるのかどうか、

その辺どうなんですか、実態的には。 

 それからもう一つ、森のめぐみの産地づくり事

業については、キロ当たり２円の補助金を加算す

るということで、これは例えば、これは中パに持

って行ったときに、２円加算されてお金をもらえ

るという仕組みになるんでしょうか。この二つ。 

○林務水産課長（堂込 修）先ほど言った親ウ

ナギについては、川内川については、それを目的

にとっている業者さんというのはいないと認識し

ております。今、魚釣りで多分釣っている方は、
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多分いらっしゃると思うんですが、そういったも

のを釣れたら放流するとか、そういったことで要

は卵を持ったウナギが海に出ていくわけですので、

産卵に、だから、それをとらないというようなふ

うで、そういう規制がかかったというふうに認識

しております。 

 それと先ほど言った２円の上乗せについては、

市内には２カ所、竹チップを、竹を引き取るとこ

ろがあります。森木材とさつま林産、これはさつ

ま町になるんですが、市内の竹林のそういう方々

は、この２カ所に持ち込むということで、私ども

の考え方としては、今ここは７．５円で引き取ら

れております。それをまだ本決まりじゃないんで

すけど、私どもはそれを納品して、その納品をし

たものに対して、またそちらの、今、これはまだ

本決まりじゃないんですが、例えば生産組合とか、

そういったところから納品書で最終的に支払うと

いうような形をとっていきたいと考えております。

以上です。 

○議員（井上勝博）その竹チップについては、

雇用効果が見込まれるんじゃないかなと。実際、

２円に上げたらどのぐらいの雇用効果になったか

ということについても、やっぱりデータとってい

ただいて、もしそれがいい効果があるんであれば、

もう竹林の資源というのはいっぱいあるわけです

から、本当に有望な雇用創出になるんじゃないか

と思いますので、そこら辺しっかりとデータをと

っていただいて、拡大できれば拡大していただく

というような形をとっていただければなと思いま

す。 

○林務水産課長（堂込 修）いい意見をいただ

きましたので、とにかくそこは検証していきたい

と考えております。以上です。 

○議員（森満 晃）予算概要の８６ページ、一

番上段です、松くい虫被害対策駆除事業について

ですけれども、御案内のとおり寄田方面はもう全

滅に近いような状態なんですが、この無人ヘリコ

プターによる薬剤の地上散布の効果があるのか、

いろいろラッキョウ等の栽培等もあるとは思うん

ですけれども、その効果が１点、それと今唐浜等

で松くい虫に強い植樹をされているということな

んですけども、その検証が１点、それと今後将来

的に何か松にかわる成長が早くて、松が垂直に根

がはうような植材というか、そういう何か木の提

案というか、そういうのがなされているのか、お

聞きしたいです。お願いします。 

○林務水産課長（堂込 修）まず、ヘリの効果

の件でございますが、１７年まで有人ヘリで飛ば

して散布をしていました。２年間、空散はやめた

ということで、２０年から無人ヘリの散布を行っ

ているところです。実際、被害については、大体

やめてから二、三年後に拡大しているというのが

現状でございます。これが平成元年から３年に唐

浜で一部エビの養殖の関係で振らなかったときも

あるんですが、そのときも３年後ぐらいが一番拡

大しているということで、その後収束していると

いうような状況でございます。 

 無人ヘリについても、薬剤自体は同じ量を振っ

ているということですので、当然、１回当たり振

る量は違うと思いますが、それなりに低いところ

で同じ量の薬剤を振っていますので、その辺の効

果はあると考えております。 

 それと、唐浜に抵抗性松を植えたということで

ございますが、これについては、この前の３月の

頭の土曜日に第１７回目の植栽を行っております。

例年、１，０００本ちょっとぐらいの植栽を行っ

ているところでございます。抵抗性松というよう

なふうで植栽していますが、全てが育つというこ

とじゃなくて、やっぱり私どもが平成７・８年ご

ろ植えた松も枯れているというようなのが現状で

ございます。しかし、これをそういう空散等も含

めてやっていって、それを地道にやることで、松

が保護が、また生えていって、その松が大きくな

ればというようなふうに考えております。 

 それで、唐浜については、国のほうも守る区域

と守らない区域、これ樹種転換を図っていくと、

最後の質問のかわる木があるかという話と、もう

ちょっとダブるんですけど、松を守るところ、海

岸線の部分は松を守るということで、そこは集中

的に植林をしてふやしていくと、後でちょっとラ

ッキョウ畑に近いところとか、そういったところ

で、振れない、そこについては樹種転換を図って

いくということで、今、そこの樹種転換を図ると

ころも、やっぱり植生しやすい地というのが、自

然萌芽で生えてくると思います。だから、国のほ

うもそれを下払いをして、木を大きくしていこう

というようなふうな取り組みをしているところで

ありますので、私どももそういった取り組みを見

据えながら、また、市有林についても良好性を示

していきたいと考えています。今のところ、松に
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かわる木がというところは、まだ検証ができてな

い状況でございます。以上です。 

○議員（森満 晃）わかりました。 

○委員長（佃 昌樹）質疑は尽きたと認めます。 

────────────── 

   △所管事務調査 

○委員長（佃 昌樹）次に、所管事務調査に入

ります。 

 当局から所管事務について報告をお願いします。 

○林務水産課長（堂込 修）所管事務調査につ

いてはありませんが、ここで協議会に切りかえて

いただいてよろしいでしょうか。 

○委員長（佃 昌樹）協議会に切りかえます。 

～～～～～～～～～ 

午後５時２７分休憩 

～～～～～～～～～ 

午後５時２９分開議 

～～～～～～～～～ 

○委員長（佃 昌樹）本会議に返します。以上

で、林務水産課を終わります。御苦労さんでした。 

 最後まで続けますか。では、最後まで続けると

いうことで。 

────────────── 

   △耕地課の審査 

○委員長（佃 昌樹）次に、耕地課の審査に入

ります。 

────────────── 

   △議案第５９号 平成２５年度薩摩川内市

一般会計予算 

○委員長（佃 昌樹）一般会計予算について、

まず部長の概要説明を求めます。 

○農林水産部長（小柳津賢一）また、平成

２５年度の当初予算概要をごらんいただきたいと

思います。当初予算概要の８８ページの中段をお

願いをいたします。 

 耕地課の予算の概要について、主なものを御紹

介をいたします。 

 まず、この同ページ中段の市単土地改良事業で

ございますけれども、市単独事業によりまして、

農業生産基盤の改良や維持補修を行うものでござ

いまして、記載のとおり、各地域の改修工事を行

う予定なんですが、今年度は特に川内地域に関し

まして、将来川内地域の用排水施設ですとか農道

関係の維持修繕を計画的に行うために、国の交付

金をいただいて、そういった補修等を行いたいと

思ってまして、その前提となります計画策定に

２５年度は取り組む予定にしております。 

 それから次のページ、８９ページをごらんいた

だきたいと思います。 

 上段、農業施設県営事業負担金事業でございま

すけれども、県営事業によりまして、農業生産基

盤ですとか、農村生活環境基盤、こちらを整備し

ていただくものでございまして、それに対して、

市といたしまして、負担金を支出するものでござ

います。地域につきましては、記載のとおりでご

ざいます。 

 それから、中段、維持管理適正化事業でござい

ますけれども、県営事業で整備していただいた土

地改良施設の整備を行うものでございまして、本

年度は湯島の排水機場のポンプ改修工事を予定を

いたしています。 

 それから、最後でございます。同ページ

８９ページの一番再下段でございますけど、湛水

防除施設管理事業ということで、耕地課所管の排

水機場、全体で１９機場ございます。そちらの施

設の管理、維持補修を行うものでございまして、

主なものといたしましては、記載のとおり、湯島

の排水機場の発電機のオーバーホールですとか、

高江の排水機場の除じん機の取りかえ修繕等を予

定しております。以上でございます。 

○委員長（佃 昌樹）引き続き、当局の補足説

明を求めます。 

○耕地課長（前迫浩一）耕地課でございます。

よろしくお願いをいたします。 

 それでは、平成２５年度当初予算の耕地課所管

に関します事業内容につきまして、まず歳出から

説明をいたしますので、予算調書で説明をいたし

ます。１６１ページをお願いいたします。上から

でございます。 

 ６款３項１目農業土木総務費の予算額は、

９，３４２万１，０００円で、行政事務嘱託員

１名、一般職員１０人の人件費、それと広域農道

にトンネルがございますけど、それの電気料

３６８万９，０００円、それと農道台帳管理業務

経費負担金１２６万４，０００円、それと農地環

境保全基金積立金２万７，０００円が主なもので

ございます。 

 次に、下段になります。 

 ６款３項２目農業施設改良費のうち、市単土地

改 良 事 業 費 の 予 算 額 は １ 億 ５ ， ２ ４ ７ 万
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７，０００円で、排水機場、揚水機場、井堰、た

め池、頭首工等の土地改良施設の長寿命化を図る

ための事業計画書の概要書作成とか、先ほど部長

が説明しましたが、県営事業の新規採択のための

農村振興基本計画作成や、そのほか農業生産基盤

整備のための農道・水路等の農業施設の改良工事、

維持修繕及び原材料費が主なものでございます。 

 次のページ、１６２ページでございます。 

 同目県単土地改良事業費の予算額は４００万円

でございます。これは農業農村活性化推進施設等

整備事業を導入しまして、樋脇地域の柳原地区の

畑地かんがい施設工事を実施するものでございま

す。工事概要としまして、平成２４年度にボーリ

ングをしましたので、２５年度は口径５０ミリの

揚水ポンプの設置を予定しております。 

 同ページの下段になります。 

 同 目 農 業 施 設 負 担 金 補 助 金 の 予 算 額 は

３，９９０万１，０００円で、農地・水保全管理

支払交付金事業負担金と、それと薩摩川内市土地

改良区と、樋脇でございますけれども、この土地

改良区の補助金が主なものでございます。 

 次のページ、１６３ページをお願いいたします。 

 同目農業施設県営事業負担金の予算額は

５，１８３万８，０００円でございます。県営事

業実施に要します市の負担金でございます。主な

内容でございますけれども、防災ダム事業に市の

負担が７５０万円、県事業は１億５，０００万円

でございます。 

 それと農村振興総合整備事業（東郷中央地区）

市の負担が１，３１４万８，０００円、県事業は

５，４９０万円でございます。 

 中山間地域総合整備事業（祁答院地区）でござ

いますけど、市の負担が５８４万円、県事業費は

３，８９３万円でございます。それと農道保全対

策 事 業 （ 薩 摩 川 内 地 区 ） 、 市 の 負 担 が

２，０２５万円でございまして、県の事業費は

１億円でございます。 

 農村災害対策整備事業（平佐東地地区）、市の

負担が３５０万円でございまして、県の事業費は

７，０００万円でございます。 

 それと農業用河川工作物応急対策事業、（池頭

地区）市の負担が１６０万円でございまして、県

の事業費は２，０００万円でございます。 

 ２５年度におきます全体事業費、これは県の事

業費でございますけれども、４億３，３８３万円

でございまして、市の負担額は５，１８３万

８，０００円となっております。 

 ちなみに市の負担は県事業費に対しまして、事

業によりまして違いますけれども、５％から

２５％の範囲というふうになっております。 

 次に下段をお願いいたします。 

 同目水土利用事業費の予算額は５１５万

６，０００円でございます。これは高城川右岸で

妹背橋上流に位置します川内右岸地区第２揚水機

場の運転、管理に要する経費及び川内川多目的取

水管理組合負担金でございます。第２機場の電気

料と電気設備修繕、それとポンプ設備保守点検業

務委託等、それと川内川多目的取水管理組合負担

金２２０万円が主なものでございます。 

 次の１６４ページをお願いいたします。 

 維持管理適正化事業費の予算額は１，８０９万

１，０００円でございまして、部長も説明しまし

たけれども、湯島排水機場のポンプ改修工事

１，３００万円、それと網津・獺越・斧渕・田海

排水機場に係りますポンプ分解点検設備工事のた

めに積み立てる土地改良施設維持管理適正化事業

負担金が主なものでございます。 

 下段になります。 

 ダム管理費の予算額は６５６万３，０００円で

ございまして、入来の清浦ダムとその周辺の清浦

ダム公園の維持管理に要する経費でございまして、

管理施設の電気料それとダムコンピューターや通

信機器の保守点検業務委託が主なものでございま

す。 

 次のページ、１６５ページをお願いいたします。 

 ６款３項３目湛水防除施設管理費の予算額は

６，０３１万７，０００円でございまして、集中

豪雨時におけます網津排水機場ほか１８機場の運

転経費及び施設管理や維持補修に係る経費で、排

水機場管理業務嘱託員２名、それと水門管理人

１名、それと１９排水機場の電気料、保守点検業

務委託、それと湯島排水機場の自家用発電機の取

りかえが主なものでございます。 

 そのページの下段になります。 

 １１款１項１目現年公共農林水産施設災害復旧

費の予算額は１億６４８万４，０００円でござい

ます。職員一人の人件費と現年公共災害の測量設

計業務委託等、それと災害復旧工事費が主なもの

でございまして、災害の見込みで一応計上をして

おります。 
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 次のページ、１６６ページをお願いいたします。 

 １１款１項２目現年単独農林水産施設災害復旧

事業費の予算額は３，０００万円でございまして、

これは公共災害に該当しない小規模な農道・水路

等の災害復旧に要する工事請負費と農業用施設の

崩土除去用の機械借り上げ料、また、公共災害に

該当せず所有者が業者へ依頼し復旧を行う農地災

害に対して補助する市単独農地災害復旧事業補助

金が主なものでございます。 

 続きまして、歳入につきまして説明をいたしま

す。予算調書の４１ページをお願いいたします。 

 １３款１項１目農林水産業費分担金は１７６万

円で、市単土地改良事業分担金１５６万円と県単

土地改良事業分担金２０万円で、土地改良事業実

施地区からの事業費の一部として歳入する分担金

でございます。 

 次の１３款１項３目災害復旧費分担金は、現年

公共農林水産施設災害復旧費分担金３５０万円で

ございます。 

 次の１４款１項４目農林水産使用料は２１万円

で、農道占用料と行政財産使用料でございます。 

 次の１６款２項４目農林水産業費補助金は

２５５万４，０００円で、これは入来町清浦地区

の防災ダム維持管理事業の県補助金５０万円でご

ざいます。それと、農地・水保全管理支払推進交

付金市町村推進事業補助金２５万４，０００円、

それと農業・農村活性化推進施設等整備事業補助

金１８０万円でございます。 

 次の１６款２項９目災害復旧費補助金は、現年

公 共 農 林 水 産 施 設 災 害 復 旧 事 業 費 補 助 金

５，５２０万円でございます。 

 次の１６款３項４目農林水産業費委託金は、こ

れは県からの権限移譲事務委託金で１３万

１，０００円でございます。 

 次の１７款１項２目利子及び配当金は、農地環

境保全基金利子の２万７，０００円でございます。 

 次の１９款１項６３目農地環境保全基金繰入金

は、市単土地改良事業費へ２，２００万円と農業

施設負担金補助金へ３００万円を繰り入れ活用す

るものでございます。 

 次の２１款５項４目雑入は、１，１７７万

１，０００円で、これはさつま町との行政界に位

置します広域農道白山トンネルの電気使用料２分

の１の１０万２，０００円と、それと入来地域畑

地かんがい施設の電気料３２万４，０００円、そ

れと川内川右岸地区農業用水取水に伴います受益

者の電気使用料実費負担９万５，０００円、それ

と湯島排水機場ポンプ改修工事の土地改良施設維

持管理適正化事業交付金として、１，１２５万円

を受けるものでございます。 

 以上で説明を終わります。よろしくお願いいた

します。 

○委員長（佃 昌樹）ただいま当局の説明があ

りましたが、これより質疑に入ります。御質疑願

います。 

 ないですか。予算に関連することは、委員のほ

うからありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）質疑はないと認めます。 

 次に、委員外議員の発言を許します。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）質疑はないと認めます。 

────────────── 

   △所管事務調査 

○委員長（佃 昌樹）次に、所管事務調査に入

ります。当局から所管事務について報告してくだ

さい。 

○耕地課長（前迫浩一）委員長、済みません、

所管事務ございません。 

○委員長（佃 昌樹）当局のほうとしては所管

事務調査の報告はないということですが、委員の

ほうからありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）質疑はないと認めます。 

 委員外議員の発言はありますか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）質疑はないと認めます。 

 以上で、耕地課を終わります。御苦労さまでし

た。 

────────────── 

   △延  会 

○委員長（佃 昌樹）本日の審査はこれで終わ

りにしたいと思います。明日１０時からというこ

とで、審査を再開したいと思いますので、よろし

くお願いをいたします。 

 本日はこれで延会いたします。御苦労さまでし

た。 
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